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3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用 

3.5.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

に至る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，TQUV，TQUX，LOCA，

長期 TB，TBU 及び TBP である。 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基

本的考え方 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

では，発電用原子炉の運転中に運転時の異常な過渡変化，原

子炉冷却材喪失事故（LOCA）又は全交流動力電源喪失が発生

するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳

する。このため，緩和措置がとられない場合には，原子炉圧

力容器内の溶融炉心が原子炉格納容器内へ流れ出し，溶融炉

心からの崩壊熱や化学反応によって，原子炉格納容器下部の

コンクリートが侵食され，原子炉格納容器の構造材の支持機

能を喪失し，原子炉格納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，原子炉圧力容器

の下部から溶融炉心が落下する時点で，原子炉格納容器下部

に溶融炉心の冷却に十分な水位及び水量を確保し，かつ，溶

融炉心の落下後は，格納容器下部注水系（常設）によって溶

融炉心を冷却することにより，原子炉格納容器の破損を防止

するとともに，溶融炉心・コンクリート相互作用による水素

ガス発生を抑制する。 

3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用 

3.5.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

に至る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，ＴＱＵＶ，ＴＱＵ

Ｘ，ＬＯＣＡ，長期ＴＢ，ＴＢＵ，ＴＢＰ及びＴＢＤである。 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基

本的考え方 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

では，発電用原子炉の運転中に運転時の異常な過渡変化，原

子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）又は全交流動力電源喪失が

発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が

重畳する。このため，緩和措置がとられない場合には，原子

炉圧力容器内の溶融炉心が格納容器内へ流れ出し，溶融炉心

からの崩壊熱や化学反応によって，ペデスタル（ドライウェ

ル部）のコンクリートが侵食され，格納容器の構造材の支持

機能を喪失し，格納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，原子炉起動時に

ペデスタル（ドライウェル部）水位が約 1m となるよう注水

した上で，原子炉圧力容器の下部から溶融炉心が落下する時

点で，ペデスタル（ドライウェル部）に溶融炉心の冷却に必

要な水位及び水量を確保し，かつ，溶融炉心の落下後は，格

納容器下部注水系（常設）によって溶融炉心を冷却すること

及びペデスタル（ドライウェル部）にコリウムシールドを設

置することにより，格納容器の破損を防止するとともに，溶

融炉心・コンクリート相互作用による水素発生を抑制する。 

3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用 

3.5.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

に至る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，ＴＱＵＶ，ＴＱＵ

Ｘ及びＬＯＣＡである。 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基

本的考え方 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

では，発電用原子炉の運転中に運転時の異常な過渡変化，原

子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）が発生するとともに，非常

用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，緩

和措置がとられない場合には，原子炉圧力容器内の溶融炉心

が原子炉格納容器内へ流れ出し，溶融炉心からの崩壊熱や化

学反応によって，原子炉格納容器下部のコンクリートが侵食

され，原子炉格納容器の構造部材の支持機能を喪失し，原子

炉格納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，原子炉圧力容器

の下部から溶融炉心が落下する時点で，原子炉格納容器下部

に溶融炉心の冷却に必要な水位及び水量を確保し，かつ，溶

融炉心の落下後は，ペデスタル代替注水系（可搬型）によっ

て溶融炉心を冷却すること及び原子炉格納容器下部にコリウ

ムシールドを設置することにより，原子炉格納容器の破損を

防止するとともに，溶融炉心・コンクリート相互作用による

水素ガス発生を抑制する。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

 PRA により抽出される

プラント損傷状態の相

違。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7,東海第二】 

PRA により抽出される

事故シーケンスの相違。 

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，通常運

転中に原子炉格納容器下

部に水張りはしていな

い。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，原子炉

格納容器下部に落下した

溶融炉心がドレン配管を

通じてドライウェルサン

プへ流出することを防止

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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また，溶融炉心の落下後は，格納容器下部注水系（常設）

によって溶融炉心を冷却するとともに，代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による原子炉格納容器冷却を実施する。そ

の後，代替循環冷却系又は格納容器圧力逃がし装置によって

原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上で

は，重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても使

用できないものと仮定し，原子炉圧力容器破損に至るものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，溶融炉心の落下後は，格納容器下部注水系（常設）

によって溶融炉心を冷却するとともに，代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器冷却を実施する。その後，

代替循環冷却系又は格納容器圧力逃がし装置によって格納容

器の圧力及び雰囲気温度を低下させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，格納容器内における水素燃焼を防止するため，格

納容器内の水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に至るまでに，

格納容器内へ窒素を注入することによって，格納容器の破損

を防止する。 

 

 

 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上で

は，原子炉圧力容器破損までは重大事故等対処設備による原

子炉注水機能についても使用できないものと仮定し，原子炉

圧力容器破損に至るものとする。一方，本格納容器破損モー

ドに対しては，原子炉圧力容器破損後の格納容器破損防止の

ための重大事故等対策の有効性についても評価するため，原

子炉圧力容器破損後は重大事故等対策に係る手順に基づきプ

ラント状態を評価することとする。したがって，本評価では，

原子炉圧力容器破損後も原子炉圧力容器内に残存する放射性

物質の冷却のために原子炉に注水する対策及び手順を整備す

ることから，これを考慮した有効性評価を実施することとす

 

 

 

 

 

 

また，溶融炉心の落下後は，ペデスタル代替注水系（可搬

型）によって溶融炉心の冷却を実施する。その後，残留熱代

替除去系又は格納容器フィルタベント系によって原子炉格納

容器の圧力及び温度を低下させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，長期的な原子炉格納容器内酸素濃度の上昇を抑制

する観点から，可搬式窒素供給装置を用いて原子炉格納容器

内へ窒素供給することによって，原子炉格納容器の破損を防

止する。 

 

 

 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上で

は，重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても使

用できないものと仮定し，原子炉圧力容器破損に至るものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

するために原子炉格納容

器下部床面にコリウムシ

ールドを設置しており，

MAAP 解析において考慮

していることから対策と

して記載。 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，溶融炉

心落下後（事象発生約

5.4 時間後）から残留熱

代替除去系の運転開始

（事象発生 10時間後）ま

での間に，格納容器スプ

レイ実施基準（格納容器

圧力 1.5Pd 又は格納容器

温度 190℃）に到達しな

い。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，可燃性

ガス濃度の制御は SA 設

備である可搬式窒素供給

装置による窒素封入を実

施することとしている。 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，シナリ

オの想定として，原子炉

圧力容器破損後も原子炉

圧力容器内を冷却するた

めの原子炉注水が実施で

きないものとしている。 
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(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

で想定される事故シーケンスに対して，原子炉格納容器下部

のコンクリートの侵食による原子炉圧力容器の支持機能喪失

を防止するため，格納容器下部注水系（常設）による格納容

器下部注水手段を整備する。 

 

 

 

 

また，ドライウェル高電導度廃液サンプ及びドライウェル

低電導度廃液サンプ（以下「ドライウェルサンプ」という。）

への溶融炉心の流入を抑制し，かつ格納容器下部注水系（常

設）と合わせて，ドライウェルサンプ底面のコンクリートの

侵食を抑制し，溶融炉心が原子炉格納容器バウンダリに接触

することを防止するために，原子炉格納容器下部にコリウム

シールドを設置する。 

 

また，その後の格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観

点から，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による原子炉

格納容器冷却手段及び代替循環冷却系による原子炉格納容器

除熱手段又は格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器

除熱手段を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，これらの原子炉圧力容器破損以降の格納容器過圧・

過温に対応する手順及び重大事故等対策は「3.1 雰囲気圧

力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」と同

じである。 

る。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

で想定される事故シーケンスに対して，ペデスタル（ドライ

ウェル部）のコンクリートの侵食による原子炉圧力容器の支

持機能喪失を防止するため，通常運転時からペデスタル（ド

ライウェル部）に約 1m の水位を形成した上で，格納容器下

部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）水位

の確保手段並びに落下後の溶融炉心冷却のための格納容器下

部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）注水

手段を整備する。 

また，溶融炉心の落下によるペデスタル（ドライウェル部）

のコンクリート侵食を抑制するために，ペデスタル（ドライ

ウェル部）にコリウムシールドを設置する。 

 

 

 

 

 

また，その後の格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇を抑制

する観点から，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

格納容器冷却手段，緊急用海水系による冷却水（海水）の確

保手段及び代替循環冷却系による格納容器除熱手段又は格納

容器圧力逃がし装置による格納容器除熱手段を整備し，長期

的な格納容器内酸素濃度の上昇を抑制する観点から，可搬型

窒素供給装置による格納容器内への窒素注入手段を整備す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

で想定される事故シーケンスに対して，原子炉格納容器下部

のコンクリートの侵食による原子炉圧力容器の支持機能喪失

を防止するため，格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペ

デスタル代替注水系（可搬型）による原子炉格納容器下部注

水手段を整備する。 

 

 

 

また，ドライウェルサンプへの溶融炉心の流入を防止し，

溶融炉心が原子炉格納容器バウンダリに接触することを防止

するために，原子炉格納容器下部にコリウムシールドを設置

する。 

 

 

 

 

また，その後の格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観

点から，残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱手段又

は格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱手段

を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，これらの原子炉圧力容器破損以降の格納容器過圧・

過温に対応する手順及び重大事故等対策は「3.1 雰囲気圧

力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」と同

じである。 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，通常運

転中に原子炉格納容器下

部に水張りはしていな

い。 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ドライ

ウェルサンプにおける

MCCI を防止するためコ

リウムシールドを設置す

る。 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，溶融炉

心落下後（事象発生約

5.4 時間後）から残留熱

代替除去系の運転開始

（事象発生 10時間後）ま

での間に，格納容器スプ

レイ実施基準（格納容器

圧力 1.5Pd 又は格納容器

温度 190℃）に到達しな

い。 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

圧力容器破損以降のマネ
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本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本

格納容器破損モードによる原子炉格納容器の破損防止及び原

子炉格納容器の破損を防止した以降の対応を含めた一連の重

大事故等対策の概要は，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰

囲気直接加熱」の 3.2.1(3)の a.から j.に示している。この

うち，本格納容器破損モードに対する重大事故等対策は，「3.2 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1.(3)に

示す g.から j.である。 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本

格納容器破損モードによる原子炉格納容器の破損防止及び原

子炉格納容器の破損を防止した以降の対応を含めた一連の重

大事故等対策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／格納容

器雰囲気直接加熱」に示す第 3.2.1 図から第 3.2.4 図であ

る。このうち，本格納容器破損モードの重大事故等対策の概

略系統図は第 3.2.2 図及び第 3.2.3 図である。本格納容器破

損モードに対応する手順及び必要な要員と作業項目は「3.2 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 

 

 

 

 

 

 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本

格納容器破損モードによる格納容器の破損防止及び格納容器

の破損を防止した以降の対応を含めた一連の重大事故等対策

の概要は，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」

の 3.2.1(3)のａ．からｑ．に示している。このうち，本格納

容器破損モードに対する重大事故等対策は，「3.2 高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1.(3)に示すｉ．

及びｋ．からｏ．である。 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本

格納容器破損モードによる格納容器の破損防止及び格納容器

の破損を防止した以降の対応を含めた一連の重大事故等対策

の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接

加熱」に示す第 3.2－1 図である。このうち，本格納容器破

損モードの重大事故等対策の概略系統図は第 3.2－1 図（2／

5）から第 3.2－1 図（4／5）である。本格納容器破損モード

に対応する手順及び必要な要員と作業項目は「3.2 高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 

 

 

 

 

 

 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本

格納容器破損モードによる原子炉格納容器の破損防止及び原

子炉格納容器の破損を防止した以降の対応を含めた一連の重

大事故等対策の概要は，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰

囲気直接加熱」の 3.2.1(3)の a.から k.に示している。この

うち，本格納容器破損モードに対する重大事故等対策は，「3.2 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1(3)に示

す g.から j.である。 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本

格納容器破損モードによる原子炉格納容器の破損防止及び原

子炉格納容器の破損を防止した以降の対応を含めた一連の重

大事故等対策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／格納容

器雰囲気直接加熱」に示す第 3.2.1-1(1)図から第 3.2.1-1(4)

図である。このうち，本格納容器破損モードに対する重大事

故等対策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰

囲気直接加熱」に示す第 3.2.1-1(2)図から第 3.2.1-1(4)図で

ある。本格納容器破損モードに対応する手順及び必要な要員

と作業項目は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加

熱」と同じである。 

 

ジメントは「3.1 雰囲気

圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温

破損）」に記載の対応と同

じである旨を記載してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シ

ーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に

示すとおり，プラント損傷状態を TQUV とし，事象進展が早

く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を起因事

象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まない「過渡事象＋高圧

注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却

失敗）」である。ここで，逃がし安全弁再閉失敗を含まない

事故シーケンスとした理由は，プラント損傷状態が TQUV で

あるため，事故対応に及ぼす逃がし安全弁再閉の成否の影響

は小さいと考え，発生頻度の観点で大きい事故シーケンスを

3.5.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シ

ーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に

示すとおり，プラント損傷状態をＴＱＵＶとし，事象進展が

早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を起因

事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まない「過渡事象＋高

圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋

デブリ冷却失敗（ペデスタル））」である。ここで，逃がし

安全弁再閉失敗を含まない事故シーケンスとした理由は，プ

ラント損傷状態がＴＱＵＶであるため，事故対応に及ぼす逃

がし安全弁再閉の成否の影響は小さいと考え，発生頻度の観

3.5.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シ

ーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に

示すとおり，プラント損傷状態をＴＱＵＶとし，事象進展が

早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を起因

事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まない「過渡事象＋高

圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋炉心損傷後の原子炉注

水（重大事故等対策を含む）失敗＋デブリ冷却失敗」である。

ここで，逃がし安全弁再閉失敗を含まない事故シーケンスと

した理由は，プラント損傷状態がＴＱＵＶであるため，事故

対応に及ぼす逃がし安全弁再閉の成否の影響は小さいと考
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選定したためである。 

 

また，「1.2.2.1(3)e. 溶融炉心・コンクリート相互作用」

に示すとおり，プラント損傷状態の選定では，LOCA と TQUV を

比較し，LOCA の場合は原子炉格納容器下部に原子炉冷却材が

流入することで溶融炉心・コンクリート相互作用が緩和され

る可能性等を考慮し，より厳しいと考えられる TQUV を選定

した。 

 

 

 

 

 

 

なお，本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶

融燃料－冷却材相互作用」において有効性を評価したシーケ

ンスと同様のシーケンスである。本格納容器破損モード及び

「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」では

プラント損傷状態を TQUV とし，「3.2 高圧溶融物放出／格

納容器雰囲気直接加熱」ではプラント損傷状態を TQUX とし

ており，異なるプラント損傷状態を選定している。しかしな

がら，どちらのプラント損傷状態であっても原子炉水位が有

効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの10％上の位置に到達し

た時点で逃がし安全弁の手動開操作によって原子炉減圧する

手順であり，原子炉減圧以降も，溶融炉心の挙動に従って一

連の流れで生じる各格納容器破損モードを，定められた一連

の手順に従って防止することとなる。このことから，これら

の格納容器破損モードについては同様のシーケンスで評価す

る。 

 

 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒

内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆

管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向

流，炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション，

構造材との熱伝達，下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達，原

子炉圧力容器破損，原子炉圧力容器内 FP 挙動，炉心損傷後

点で大きい事故シーケンスを選定したためである。 

 

また，「1.2.2.1(3)ｅ．溶融炉心・コンクリート相互作用」

に示すとおり，プラント損傷状態の選定では，ＬＯＣＡとＴ

ＱＵＶを比較し，ＬＯＣＡの場合はペデスタル(ドライウェル

部）に原子炉冷却材が流入することで溶融炉心・コンクリー

ト相互作用が緩和される可能性等を考慮し，より厳しいと考

えられるＴＱＵＶを選定した。 

また，本評価事故シーケンスにおいては，電源の復旧，注

水機能の確保等，必要となる事故対処設備が多く，格納容器

への注水・除熱を実施するまでの対応時間を厳しく評価する

観点から，全交流動力電源喪失の重畳を考慮する。 

 

 

なお，本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶

融燃料－冷却材相互作用」において有効性を評価したシーケ

ンスと同様のシーケンスである。本格納容器破損モード及び

「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」では

プラント損傷状態をＴＱＵＶとし，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」ではプラント損傷状態をＴＱＵＸ

としており，異なるプラント損傷状態を選定している。しか

しながら，どちらのプラント損傷状態であっても原子炉水位

が燃料有効長底部から燃料有効長の20％上の位置に到達した

時点で逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動開操作によって

原子炉減圧する手順であり，原子炉減圧以降も，溶融炉心の

挙動に従って一連の流れで生じる各格納容器破損モードを，

定められた一連の手順に従って防止することとなる。このこ

とから，これらの格納容器破損モードについては同様のシー

ケンスで評価する。 

 

 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒

内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆

管変形，沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対

向流，炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション，

構造材との熱伝達，下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達，原

子炉圧力容器破損及び原子炉圧力容器内ＦＰ挙動並びに炉心

え，発生頻度の観点で大きい事故シーケンスを選定したため

である。 

また，「1.2.2.1(3)e.溶融炉心・コンクリート相互作用」

に示すとおり，プラント損傷状態の選定では，ＬＯＣＡとＴ

ＱＵＶを比較し，ＬＯＣＡの場合は原子炉格納容器下部に原

子炉冷却材が流入することで溶融炉心・コンクリート相互作

用が緩和される可能性等を考慮し，より厳しいと考えられる

ＴＱＵＶを選定した。 

また，本評価事故シーケンスにおいては，電源の復旧，注

水機能の確保等，必要となる事故対処設備が多く，格納容器

への注水・除熱を実施するまでの対応時間を厳しく評価する

観点から，全交流動力電源喪失の重畳を考慮する。 

 

 

なお，本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶

融燃料－冷却材相互作用」において有効性を評価したシーケ

ンスと同様のシーケンスである。本格納容器破損モード及び

「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」では

プラント損傷状態をＴＱＵＶとし，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」ではプラント損傷状態をＴＱＵＸ

としており，異なるプラント損傷状態を選定している。しか

しながら，どちらのプラント損傷状態であっても原子炉水位

が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に到達

した時点で逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の手動開操作

によって原子炉減圧する手順であり，原子炉減圧以降も，溶

融炉心の挙動に従って一連の流れで生じる各格納容器破損モ

ードを，定められた一連の手順に従って防止することとなる。

このことから，これらの格納容器破損モードについては同様

のシーケンスで評価する。 

 

 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒

内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆

管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向

流，炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション，

構造材との熱伝達，下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達，原

子炉圧力容器破損，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動，炉心損傷後

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，本シナ

リオの評価において全交

流動力電源喪失の重畳を

考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

ジルコニウム－水反応

が著しくなる前に減圧す

るという考え方は同じで

はあるが，感度解析結果

の差異により，島根２号

炉では，BAF＋20％で原子

炉減圧を実施する。 
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の原子炉格納容器における原子炉格納容器下部床面での溶融

炉心の拡がり，原子炉圧力容器外 FCI（溶融炉心細粒化），

原子炉圧力容器外 FCI（デブリ粒子熱伝達），溶融炉心と原

子炉格納容器下部プール水との伝熱，溶融炉心とコンクリー

トの伝熱並びにコンクリート分解及び非凝縮性ガス発生が重

要現象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，

原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内の熱水力モデルを備

え，かつ，炉心損傷後のシビアアクシデント特有の溶融炉心

挙動に関するモデルを有するシビアアクシデント総合解析コ

ード MAAP により原子炉格納容器下部の床面及び壁面のコン

クリート侵食量等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範

囲として，本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスの有効性評価の条件は，「3.2 高圧

溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の条件と同じである。

原子炉格納容器下部の侵食量評価に対しては，コリウムシー

ルドの外側の面積が小さい 6号炉の床面積を用いた。 

 

 

 

 

また，初期条件の初期酸素濃度並びに事故条件の水素ガス

及び酸素ガスの発生については，「3.4 水素燃焼」と同じで

ある。 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力及び原子炉水位

（シュラウド内外水位）の推移を第 3.5.1 及び第 3.5.2 図に，

格納容器圧力，格納容器温度，ドライウェル及びサプレッシ

ョン・チェンバの気相濃度（ウェット条件，ドライ条件），

損傷後の格納容器における格納容器下部床面での溶融炉心の

拡がり，原子炉圧力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化），原子

炉圧力容器外ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達），溶融炉心と格納

容器下部プール水との伝熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱

並びにコンクリート分解及び非凝縮性ガス発生が重要現象と

なる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，

原子炉圧力容器内及び格納容器内の熱水力モデルを備え，か

つ，炉心損傷後のシビアアクシデント特有の溶融炉心挙動に

関するモデルを有するシビアアクシデント総合解析コードＭ

ＡＡＰによりペデスタル（ドライウェル部）の壁面及び床面

のコンクリート侵食量等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範

囲として，本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスの有効性評価の条件は，「3.2 高圧

溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の条件と同じである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおけるペデスタル（ドライウェル

部）水位並びに溶融炉心コンクリート相互作用によるペデス

タル（ドライウェル部）の壁面及び床面のコンクリート侵食

量の推移を第 3.5－1 図及び第 3.5－2 図に示す。 

の原子炉格納容器における原子炉格納容器下部床面での溶融

炉心の拡がり，原子炉圧力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化），

原子炉圧力容器外ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達），溶融炉心と

原子炉格納容器下部プール水との伝熱，溶融炉心とコンクリ

ートの伝熱並びにコンクリート分解及び非凝縮性ガス発生が

重要現象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，

原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内の熱水力モデルを備

え，かつ，炉心損傷後のシビアアクシデント特有の溶融炉心

挙動に関するモデルを有するシビアアクシデント総合解析コ

ードＭＡＡＰにより原子炉格納容器下部の床面及び壁面のコ

ンクリートの侵食量等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範

囲として，本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスの有効性評価の条件は，「3.2 高圧

溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の条件と同じである。 

 

 

 

 

 

 

また，初期条件の初期酸素濃度並びに事故条件の水素ガス

及び酸素ガスの発生については，「3.4 水素燃焼」と同じで

ある。 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力及び原子炉水位

（シュラウド内外水位）の推移を第 3.5.2－1(1)図及び第

3.5.2－1(2)図に，格納容器圧力，格納容器温度，ドライウェ

ル及びサプレッション・チェンバ気相濃度（ウェット条件，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，６号炉

と７号炉の差異を踏まえ

た設定としている。 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，MCCI に

よりコンクリートが侵食

するため，発生する水素

ガスの影響を評価するた

めの評価条件を記載。 
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サプレッション・チェンバ・プール水位，格納容器下部水位

並びに溶融炉心・コンクリート相互作用による原子炉格納容

器下部床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移を第 3.5.3

図から第 3.5.11 図に示す。 

ａ．事象進展 

事象進展は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接

加熱」と同じである。 

 

ｂ．評価項目等 

 

溶融炉心落下前の原子炉格納容器下部への水張り及び溶

融炉心落下後の原子炉格納容器下部への注水の継続によっ

て，コンクリート侵食量は原子炉格納容器下部の床面で約

1cm，壁面で約 1cm に抑えられ，原子炉格納容器下部の溶

融炉心は適切に冷却される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．事象進展 

事象進展は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接

加熱」と同じである。 

 

ｂ．評価項目等 

ペデスタル（ドライウェル部）にコリウムシールドを設

置するとともに，溶融炉心落下前のペデスタル（ドライウ

ェル部）水位の確保及び溶融炉心落下後のペデスタル（ド

ライウェル部）への注水の継続によって，ペデスタル（ド

ライウェル部）の壁面及び床面のコンクリートの温度は融

点に至らないことからコンクリート侵食は生じず，ペデス

タル（ドライウェル部）の溶融炉心は適切に冷却される。 

 

 

 

 

 

 

また，解析コードＭＡＡＰによる評価において，コリウ

ムシールドと溶融炉心の接触面温度は2,100℃未満であり，

コリウムシールドについても侵食は生じない。 

なお，溶融炉心中の金属酸化物によるジルコニア耐熱材の

溶出も含めて評価した場合には，コリウムシールドには

3.3cm 程度の侵食が生じるが，この場合においてもペデス

タル（ドライウェル部）の壁面及び床面のコンクリートの

温度は融点に至らず侵食は生じない。また，コリウムシー

ルドが侵食した場合においても，可燃性ガス及びその他の

非凝縮性ガスは発生しない。 

 

 

 

 

 

 

ドライ条件），サプレッション・プール水位，ペデスタル水

位並びに溶融炉心・コンクリート相互作用による原子炉格納

容器下部床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移を第

3.5.2－1(3)図から第 3.5.2－1(11)図に示す。 

ａ．事象進展 

事象進展は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接

加熱」と同じである。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉格納容器下部にコリウムシールドを設置するとと

もに，溶融炉心落下前の原子炉格納容器下部への水張り及

び溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への注水の継続に

よって，コンクリート侵食量は原子炉格納容器下部の床面

で０cm，壁面で約４cmに抑えられ，原子炉格納容器下部の

溶融炉心は適切に冷却される。 

 

 

 

 

 

 

 

また，ＭＡＡＰコードによる評価において，コリウムシー

ルドと溶融炉心の接触面温度は 2,100℃未満であり，原子

炉格納容器下部床面に設置したコリウムシールドの侵食は

生じない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ペデス

タル代替注水系（可搬型）

にて原子炉格納容器下部

へ初期水張りを行い，ペ

デスタル水位に応じて停

止する手順としている。 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 

 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ドライ

ウェルサンプにおける

MCCI を防止するためコ

リウムシールドを設置す

る。なお，溶融炉心中の

金属酸化物によるジルコ

ニア耐熱材による侵食が

コリウムシールドの機能

に影響がないことを確認

している。（補足説明資料

「27. ドライウェルサン
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原子炉格納容器下部壁面のコンクリート侵食に対して

は，コンクリート侵食が内側鋼板及び厚さ約 1.64m のコン

クリート部を貫通して外側鋼板まで到達しない限り，原子

炉圧力容器の支持機能を維持できる。評価の結果，原子炉

格納容器下部壁面のコンクリート侵食量は約1cm に抑えら

れ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。 

原子炉格納容器下部床面のコンクリート侵食に対して

は，原子炉格納容器下部の床面以下のコンクリート厚さが

約 7.1m であり，原子炉格納容器下部床面のコンクリート

侵食量が約 1cm であるため，原子炉圧力容器の支持機能を

維持できる。 

また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガ

スの発生は，原子炉格納容器下部についてはコンクリート

の侵食量が約 1cm であるため，約 4kg の可燃性ガス及びそ

の他の非凝縮性ガスが発生するが，ジルコニウム－水反応

によって約1,400kg の水素ガスが発生することを考慮する

と，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガス及

びその他の非凝縮性ガスの発生が格納容器圧力に与える影

響は小さい。このため，溶融炉心・コンクリート相互作用

による可燃性ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小

さい。 

なお，原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の本評価

における水素濃度は，ドライウェルにおいて最低値を示す

が，ウェット条件で 12vol％以上，ドライ条件で 34vol％以

上となり，ドライ条件においては 13vol％を上回る。一方，

酸素濃度は水の放射線分解によって徐々に上昇するもの

の，事象発生から 7 日後（168 時間後）においても酸素濃

度はウェット条件で約 2.1vol％，ドライ条件で約 2.6vol％

であり，可燃限界である 5vol％を下回る。溶融炉心・コン

クリート相互作用によって，可燃性ガス及びその他の非凝

縮性ガスが発生するが，ジルコニウム－水反応によって発

生する水素ガスも考慮すると，原子炉格納容器内に存在す

る可燃性ガスとしては水素ガスが支配的であり，一酸化炭

 

 

 

 

 

ペデスタル（ドライウェル部）壁面のコンクリート侵食

に対しては，コンクリート侵食は生じないことから，原子

炉圧力容器の支持機能を維持できる。 

 

 

 

ペデスタル（ドライウェル部）床面のコンクリート侵食

に対しては，コンクリート侵食は生じないことから，原子

炉圧力容器の支持機能を維持できる。 

 

 

また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガ

スの発生は，コンクリート侵食は生じないことから，可燃

性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉格納容器下部壁面のコンクリート侵食に対して

は，コンクリート侵食が約 1.6m 厚さの内側鋼板及びコンク

リート部を貫通して外側鋼板まで到達しない限り，原子炉

圧力容器の支持機能を維持できる。評価の結果，原子炉格

納容器下部壁面のコンクリート侵食量は約４cm に抑えら

れ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。 

原子炉格納容器下部床面のコンクリート侵食に対して

は，原子炉格納容器下部の床面以下のコンクリート厚さが

約４m であり，原子炉格納容器下部床面のコンクリート侵

食量は０cm であるため，原子炉圧力容器の支持機能を維持

できる。 

また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガ

スの発生は，原子炉格納容器下部壁面についてはコンクリ

ートの侵食量が約４cm であるため，約 11kg の可燃性ガス

及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，ジルコニウム－

水反応によって約 423kg の水素ガスが発生することを考慮

すると，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガ

ス及びその他の非凝縮性ガスの発生が格納容器圧力に与え

る影響は小さい。このため，溶融炉心・コンクリート相互

作用による可燃性ガスの発生が格納容器圧力に与える影響

は小さい。 

なお，原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の本評価

における水素濃度は，ドライウェルよりも大きな値となる

サプレッション・チェンバにおいて，ウェット条件で約

9.9vol％以上，ドライ条件で約 24.7vol％以上となり，ド

ライ条件においては 13vol％を上回る。一方，酸素濃度は

水の放射線分解によって徐々に上昇するものの，事象発生

から７日後（168 時間後）においても酸素濃度はウェット

条件で約 1.6vol％，ドライ条件で約 2.5vol％であり，可燃

限界である５vol％を下回る。溶融炉心・コンクリート相互

作用によって，可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスが発

生するが，ジルコニウム－水反応によって発生する水素ガ

スも考慮すると，原子炉格納容器内に存在する可燃性ガス

プへの溶融炉心流入防止

対策に期待した場合の溶

融炉心・コンクリート相

互作用の影響について」） 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

東海第二では，原子炉

格納容器下部壁面及び床

面にコリウムシールドを

設置していることからコ

ンクリートの侵食が生じ

ないため，それに伴う可

燃性ガスの発生も生じな

い。（以降の解析結果に関

しての記載相違理由も同

様） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5-8



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

素の影響は無視できる。溶融炉心・コンクリート相互作用

では酸素ガスは発生しないため，溶融炉心・コンクリート

相互作用により発生する可燃性ガス及びその他の非凝縮性

ガスを考慮することは原子炉格納容器内の酸素濃度を下げ

る要因となり，上記の酸素濃度（ウェット条件で 2.1vol％，

ドライ条件で 2.6vol％）以下になるものと考えられる。こ

のため，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生す

るおそれはない。 

 

その後は，原子炉格納容器下部に崩壊熱相当の流量での

格納容器下部注水を継続して行うことで，安定状態を維持

できる。 

 

（添付資料 3.5.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(8)の評価項目について，原子炉格納容器

下部床面及び壁面のコンクリート侵食量※1 をパラメータと

して対策の有効性を確認した。なお，「1.2.2.2 有効性を

確認するための評価項目の設定」に示す(4)及び(5)の評価

項目の評価結果については「3.2 高圧溶融物放出／格納容

器雰囲気直接加熱」及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃

料－冷却材相互作用」にて評価項目を満足することを確認

している。 

 

 

 

 

※1 溶融炉心が適切に冷却されることについても，原子

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後は，ペデスタル（ドライウェル部）に 80m３／h の

注水を行い，また，代替循環冷却系による格納容器除熱を

継続して行うことで，安定状態を維持できる。 

 

（添付資料 3.5.1，3.5.2，3.5.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(8)の評価項目について，ペデスタル（ド

ライウェル部）壁面及び床面のコンクリート侵食量※をパラ

メータとして対策の有効性を確認した。なお，「1.2.2.2 有

効性を確認するための評価項目の設定」に示す(4)及び(5)

の評価項目の評価結果については「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」及び「3.3 原子炉圧力容器外の

溶融燃料－冷却材相互作用」にて評価項目を満足すること

を確認している。 

また，(1)から(3)，(6)及び(7)に示す評価項目の評価結

果及びペデスタル（ドライウェル部）に落下した溶融炉心

及び格納容器の安定状態維持については，「3.2 高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱」にて確認している。 

※ 溶融炉心が適切に冷却されることについても，ペデスタ

としては水素ガスが支配的であり，一酸化炭素の影響は無

視できる。溶融炉心・コンクリート相互作用では酸素ガス

は発生しないため，溶融炉心・コンクリート相互作用によ

り発生する可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスを考慮す

ることは原子炉格納容器内の酸素濃度を下げる要因とな

り，上記の酸素濃度（ウェット条件で 1.6vol％，ドライ条

件で 2.5vol％）以下になるものと考えられる。このため，

原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれ

はない。 

その後は，原子炉格納容器下部に崩壊熱相当に余裕を見

た流量での原子炉格納容器下部注水を行い，また，残留熱

代替除去系による原子炉格納容器除熱を継続して行うこと

で，安定状態を維持できる。 

（添付資料3.5.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(8)の評価項目について，原子炉格納容器下

部床面及び壁面のコンクリート侵食量※1 をパラメータとし

て対策の有効性を確認した。なお，「1.2.2.2 有効性を確認

するための評価項目の設定」に示す(4)及び(5)の評価項目

の評価結果については「3.2 高圧溶融物放出/格納容器雰囲

気直接加熱」及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷

却材相互作用」にて評価項目を満足することを確認してい

る。 

 

 

 

 

※１ 溶融炉心が適切に冷却されることについても，原子炉格

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，圧力容

器破損後の溶融炉心への

注水を崩壊熱相当に余裕

を見た流量にて行う。 

【柏崎 6/7】 

残留熱代替除去系に

よる格納容器スプレイ水

が原子炉格納容器下部に

流入することで溶融炉心

が冷却されることから，

安定状態の維持に係る記

載に残留熱代替除去系を

記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

各格納容器破損モード

で確認対象とする評価項

目の整理の差異。島根２
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炉格納容器の構造部材の支持機能が維持される範囲で原子

炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリートの侵食が停止

することで確認した。 

 

 

なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設

定」に示す(6)の評価項目については「3.4 水素燃焼」にお

いて，(7)の評価項目については「3.1 雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において，そ

れぞれ選定された評価事故シーケンスに対して対策の有効

性を確認しているが，溶融炉心が原子炉格納容器下部に落

下した場合については，本評価において，「1.2.2.2 有効

性を確認するための評価項目の設定」に示す(6)及び(7)の

評価項目について対策の有効性を確認できる。 

ル（ドライウェル部）壁面及び床面のコンクリートの侵

食が生じないことで確認した。 

（添付資料 3.2.8） 

納容器の構造部材の支持機能が維持される範囲で原子

炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリートの侵食が

停止することで確認した。 

 

 

なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設

定」に示す(6)の評価項目については「3.4 水素燃焼」に

おいて，(7)の評価項目については「3.1 雰囲気圧力・温度

による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において，そ

れぞれ選定された評価事故シーケンスに対して対策の有効

性を確認しているが，溶融炉心が原子炉格納容器下部に落

下した場合については，本評価において，「1.2.2.2 有効性

を確認するための評価項目の設定」に示す(6)及び(7)の評

価項目について対策の有効性を確認できる。 

 

号炉は，安定状態の維持

について，本シナリオに

おいて確認しているが，

東海第二では，「3.2 DCH」

において確認している。 

3.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与

える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，

重大事故等対処設備を含む全ての原子炉注水機能が喪失して炉心

損傷及び原子炉圧力容器の破損に至り，溶融炉心が原子炉格納容

器下部へ落下してコンクリートを侵食することが特徴である。 

 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生か

ら 12 時間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意

な影響を与えると考えられる操作として，溶融炉心落下前の格納

容器下部注水系（常設）による水張り操作及び溶融炉心落下後の

原子炉格納容器下部への注水操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与

える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，

重大事故等対処設備を含む全ての原子炉注水機能が喪失して炉心

損傷及び原子炉圧力容器の破損に至り，溶融炉心がペデスタル（ド

ライウェル部）へ落下してコンクリートを侵食することが特徴で

ある。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に

有意な影響を与えると考えられる操作として，格納容器下部注水

系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）注水操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与

える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，

重大事故等対処設備を含むすべての原子炉注水機能が喪失して炉

心損傷及び原子炉圧力容器の破損に至り，溶融炉心が原子炉格納

容器下部へ落下してコンクリートを侵食することが特徴である。 

 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に

有意な影響を与えると考えられる操作として，溶融炉心落下前の

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による水張り操作及び溶融炉

心落下後のペデスタル代替注水系（可搬型）による原子炉格納容

器下部への注水操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，事象発

生から 12 時間までの操

作に限らず，事象進展に

有意な影響を与えると考

えられる操作を抽出。 

・運用の相違 

【東海第二】 

東海第二では，運転時

からペデスタル（ドライ

ウェル部）に水位が形成

されているため，初期水

張りについて記載してい
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本評価事故シーケンスの有効性評価における現象の不確かさと

しては，溶融炉心の粒子化，溶融炉心の拡がり，デブリから水へ

の熱伝達，コンクリート種類が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本評価事故シーケンスの評価では，水による拡がり抑制に対し

て溶融炉心の拡がりを抑制した場合，及び，デブリ上面の性状に

対して上面熱流束を変化させた場合の影響評価を実施する。 

 

 

 

 

なお，溶融炉心の粒子化の不確かさに対してエントレインメン

ト係数を変化させた場合，コンクリート種類に対して壁方向と床

方向の熱分配を変化させた場合の本格納容器破損モードに対する

影響は小さいことを確認している。 

 

 

本評価事故シーケンスの有効性評価における現象の不確かさと

しては，溶融炉心の粒子化，溶融炉心の拡がり，デブリから水へ

の熱伝達，コリウムシールドを介した熱伝達，コンクリート種類

が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本評価事故シーケンスの評価では，デブリ上面の性状に対して

上面熱流束を変化させた場合の影響評価を実施する。 

 

 

 

 

 

なお，溶融炉心の粒子化の不確かさに対してエントレインメン

ト係数を変化させた場合，コンクリート種類に対して壁方向と床

方向の熱分配を変化させた場合の本格納容器破損モードに対する

影響は小さいことを確認している。また，コリウムシールドが金

 

 

本評価事故シーケンスの有効性評価における現象の不確かさと

しては，溶融炉心の粒子化，溶融炉心の拡がり，デブリから水へ

の熱伝達，コンクリート種類が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本評価事故シーケンスの評価では，水による拡がり抑制に対し

て溶融炉心の拡がりを抑制した場合，及び，デブリ上面の性状に

対して上面熱流束を変化させた場合の影響評価を実施する。 

 

 

 

 

なお，溶融炉心の粒子化の不確かさに対してエントレインメン

ト係数を変化させた場合，コンクリート種類に対して壁方向と床

方向の熱分配を変化させた場合の本格納容器破損モードに対する

影響は小さいことを確認している。 

ない。 

 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

東海第二では，格納容

器の構造上，デブリが床

スラブを貫通し格納容器

の機能の健全性への影響

等が考えられるため，コ

リウムシールドを介した

熱伝達を，有効性評価に

おける現象の不確かさと

して考慮している。 

島根２号は，原子炉格

納容器下部床面からライ

ナまでのコンクリート厚

さは約４ｍであり，コリ

ウムシールドを介した熱

伝達の不確かさが格納容

器の機能の健全性へ与え

る影響は小さいと判断し

ている。このため，コリ

ウムシールドを介した熱

伝達は不確かさとして考

慮していない。 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，溶融炉

心の拡がりを抑制した場

合の影響評価をしている

ため，本項にて記載して

いる。 

 

 

 

・整理方針の相違 
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これらの影響評価に加え，溶融物がドライウェルサンプに流入

した場合の影響を確認する観点で，溶融物の落下量及び溶融物の

ポロシティを保守的に考慮した場合，及び，溶融炉心落下時の崩

壊熱の影響を確認する観点から崩壊熱を変化させた場合の影響評

価を実施する。 

 

 

これらの影響評価の結果，運転員等操作時間に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響として，原子炉圧力

容器の支持機能を維持できることを確認している。 

また，原子炉圧力容器下鏡部温度を監視し，300℃に到達した時

点（事象発生から約 3.7 時間後）で原子炉格納容器下部への初期

水張りを行い，原子炉格納容器下部への溶融炉心の落下に対して

は，原子炉格納容器下部の雰囲気温度，格納容器圧力等を監視す

ることによって，原子炉圧力容器破損を認知し，原子炉格納容器

下部への注水を行うといった徴候を捉えた対応によって，溶融炉

心を確実に冷却できることを確認している。 

 

 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う

重要現象とは，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの

影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影

響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

属酸化物を含む溶融炉心へのジルコニア耐熱材の溶出により侵食

される可能性を考慮し，コリウムシールドの侵食及び伝熱物性値

の温度依存性を考慮した影響評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの影響評価に加え，溶融炉心落下時の崩壊熱の影響を確

認する観点から原子炉圧力容器破損時の崩壊熱が大きくなるよう

起因事象を大破断ＬＯＣＡとした場合の影響評価を実施する。 

 

 

 

 

これらの影響評価の結果，運転員等操作時間に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響として，原子炉圧力

容器の支持機能を維持できることを確認している。 

また，炉心損傷の確認後，格納容器下部注水系（常設）による

ペデスタル（ドライウェル部）水位の確保操作を行い，ペデスタ

ル（ドライウェル部）への溶融炉心の落下に対しては，原子炉圧

力容器温度（下鏡部）が 300℃に到達したこと等をもって原子炉

圧力容器の破損兆候を検知し，格納容器下部水温の指示を継続監

視することで原子炉圧力容器破損を認知し，ペデスタル（ドライ

ウェル部）への注水を行うといった兆候を捉えた対応によって，

溶融炉心を確実に冷却できることを確認している。 

 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う

重要現象とは，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの

影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影

響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの影響評価に加え，溶融炉心落下時の崩壊熱の影響を確

認する観点から原子炉圧力容器破損時の崩壊熱が大きくなるよう

起因事象を大破断ＬＯＣＡとした場合の影響評価を実施する。 

 

 

 

 

これらの影響評価の結果，運転員等操作時間に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響として，原子炉圧力

容器の支持機能を維持できることを確認している。 

また，原子炉圧力容器下鏡温度を監視し，300℃に到達した時点

（事象発生から約3.1時間後）で原子炉格納容器下部への初期水張

りを行い，原子炉格納容器下部への溶融炉心の落下に対しては，

原子炉格納容器下部の雰囲気温度，格納容器圧力等を監視するこ

とによって，原子炉圧力容器破損を認知し，原子炉格納容器下部

への注水を行うといった徴候を捉えた対応によって，溶融炉心を

確実に冷却できることを確認している。 

 

 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う

重要現象とは，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの

影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影

響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

【東海第二】 

東海第二では，格納容

器の構造上，デブリが床

スラブを貫通し格納容器

の機能の健全性への影響

等が考えられるため，コ

リウムシールドを介した

熱伝達の温度依存性の影

響について評価してい

る。 

 

・整理方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，起因事

象を LOCA とした感度解

析で影響を確認している

ことによる記載の相違。 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

圧力容器下鏡温度により

初期水張りを実施。また

溶融炉心落下後は原子炉

格納容器下部へ崩壊熱相

当に余裕を見た流量の注

水を実施することにより

冠水を維持する。 
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炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃

料被覆管酸化及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心

ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性を確認している。炉心

ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係

数についての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部

プレナムへの溶融炉心移行の開始時間に対する感度は数分

程度であり，影響は小さいことを確認している。 

本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器下鏡部温度

が 300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部への初期水

張り操作，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納容器下部

への注水操作を実施するが，炉心下部プレナムへの溶融炉

心移行の開始時間の不確かさは小さく，炉心下部プレナム

へ溶融炉心が移行した際の原子炉圧力容器下鏡部温度の上

昇及び原子炉圧力容器破損時の格納容器圧力上昇は急峻で

あることから，原子炉圧力容器下鏡部温度及び原子炉圧力

容器破損を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部

への初期水張り操作及び原子炉圧力容器破損時の原子炉格

納容器下部への注水操作に係る運転員等操作時間に与える

影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変

化）・対向流の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算

モデル）は，原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である解析コードSAFER の評価結果との比較

により水位低下幅は解析コード MAAP の評価結果の方が保

守的であるものの，その差異は小さいことを確認している

ことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及

び構造材との熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モ

デルは TMI 事故についての再現性を確認している。また，

炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解析により

原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認

している。 

リロケーションの影響を受ける可能性がある操作として

は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点で

の原子炉格納容器下部への初期水張り操作があるが，炉心

下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間の不確かさは小

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃

料被覆管酸化及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心

ヒートアップに関するモデルは，ＴＭＩ事故についての再

現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認している。

炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度

の係数についての感度解析）では，炉心溶融開始時間及び

炉心下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間に対する感

度は数分程度であり，影響は小さいことを確認している。 

本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損確認後

にペデスタル（ドライウェル部）注水操作を実施するが，

炉心下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間の不確かさ

は小さく，原子炉圧力容器温度（下鏡部）が 300℃に到達

したこと等をもって格納容器下部水温を継続監視すること

で，原子炉圧力容器破損を速やかに判断可能であることか

ら，原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている原子

炉圧力容器破損時の格納容器冷却操作及びペデスタル（ド

ライウェル部）注水操作に係る運転員等操作時間に与える

影響は小さい。 

 

 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変

化）・対向流の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計

算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価結果との

比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の

方が大きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的である

ものの，その差異は小さいことを確認していることから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及

び構造材との熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モ

デルはＴＭＩ事故についての再現性を確認している。また，

炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解析により

原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認

している。 

 

 

 

 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃

料被覆管酸化及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心

ヒートアップに関するモデルは，ＴＭＩ事故についての再

現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認している。

炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度

の係数についての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心

下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間に対する感度は

数分程度であり，影響は小さいことを確認している。 

本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器下鏡温度が

300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部への初期水張

り操作，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納容器下部へ

の注水操作を実施するが，炉心下部プレナムへの溶融炉心

移行の開始時間の不確かさは小さく，炉心下部プレナムへ

溶融炉心が移行した際の原子炉圧力容器下鏡温度の上昇及

び原子炉圧力容器破損時の格納容器圧力上昇は急峻である

ことから，原子炉圧力容器下鏡温度及び原子炉圧力容器破

損を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部への初

期水張り操作及び原子炉圧力容器破損時の原子炉格納容器

下部への注水操作に係る運転員等操作時間に与える影響は

小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変

化）・対向流の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算

モデル）は，原子炉水位挙動について，原子炉圧力容器内

のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価結果と

の比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰ の評価結

果の方が大きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的で

あるものの，その差異は小さいことを確認していることか

ら，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及

び構造材との熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モ

デルはＴＭＩ事故についての再現性が確認している。また，

炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解析により

原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認

している。 

リロケーションの影響を受ける可能性がある操作として

は，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達した時点での

原子炉格納容器下部への初期水張り操作があるが，炉心下

部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間の不確かさは小さ

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

圧力容器下鏡温度により

初期水張りを実施。また

溶融炉心落下後は原子炉

格納容器下部へ崩壊熱相

当に余裕を見た流量の注

水を実施することにより

冠水を維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

圧力容器下鏡温度 300℃
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さく，炉心下部プレナムへ溶融炉心が移行した際の原子炉

圧力容器下鏡部温度の上昇は急峻であることから，原子炉

圧力容器下鏡部温度を操作開始の起点としている原子炉格

納容器下部への初期水張り操作に係る運転員等操作時間に

与える影響は小さい。 

原子炉圧力容器の破損の影響を受ける可能性がある操作

としては，溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への注水

操作があるが，原子炉圧力容器破損時間の不確かさは小さ

いことから，原子炉圧力容器の破損を起点としている原子

炉格納容器下部への注水操作に係る運転員等操作時間に与

える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナム

での溶融炉心の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動

モデルはTMI 事故についての再現性を確認している。また，

炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解析に

より原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを

確認している。炉心下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達の

不確かさの影響を受ける可能性がある操作としては，原子

炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点での原子炉

格納容器下部への初期水張り操作があるが，炉心下部プレ

ナムでの溶融炉心の熱伝達の不確かさは小さいことから，

原子炉圧力容器下鏡部温度を操作開始の起点としている原

子炉格納容器下部への初期水張り操作に係る運転員等操作

時間に与える影響は小さい。 

原子炉圧力容器破損の影響を受ける可能性がある操作と

しては，溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への注水操

作があるが，原子炉圧力容器破損時間の不確かさは小さい

ことから，原子炉圧力容器の破損を起点としている原子炉

格納容器下部への注水操作に係る運転員等操作時間に与え

る影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破

損の不確かさとして，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の

破損判定に用いる最大ひずみ（しきい値）に関する感度解

析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破

損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破

損（事象発生から約 7 時間後）に対して，十数分早まる程

度であり，原子炉格納容器下部への注水は中央制御室から

速やかに実施可能な操作であることから，原子炉圧力容器

 

 

 

 

 

原子炉圧力容器破損の影響を受ける可能性がある操作と

しては，溶融炉心落下後のペデスタル（ドライウェル部）

への注水操作があるが，原子炉圧力容器破損時間の不確か

さは小さいことから，原子炉圧力容器破損を操作開始の起

点としているペデスタル（ドライウェル部）への注水操作

に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナム

での溶融炉心の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動

モデルはＴＭＩ事故についての再現性を確認している。ま

た，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解

析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいこ

とを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉圧力容器破損の影響を受ける可能性がある操作と

しては，溶融炉心落下後のペデスタル（ドライウェル部）

への注水操作があるが，原子炉圧力容器破損時間の不確か

さは小さいことから，原子炉圧力容器の破損を起点として

いるペデスタル（ドライウェル部）への注水操作に係る運

転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破

損の不確かさとして，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の

破損判定に用いる最大ひずみ（しきい値）に関する感度解

析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破

損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破

損（事象発生から約 4.5 時間後）に対して，十数分早まる

程度であり，ペデスタル（ドライウェル部）への注水は原

子炉圧力容器温度（下鏡部）が 300℃に到達したこと等を

く，炉心下部プレナムへ溶融炉心が移行した際の原子炉圧

力容器下鏡温度の上昇は急峻であることから，原子炉圧力

容器下鏡温度を操作開始の起点としている原子炉格納容器

下部への初期水張り操作に係る運転員等操作時間に与える

影響は小さい。 

原子炉圧力容器の破損の影響を受ける可能性がある操作

としては，溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への注水

操作があるが，原子炉圧力容器破損時間の不確かさは小さ

いことから，原子炉圧力容器の破損を起点としている原子

炉格納容器下部への注水操作に係る運転員等操作時間に与

える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナム

での溶融炉心の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動

モデルはＴＭＩ事故についての再現性を確認している。ま

た，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解

析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいこ

とを確認している。炉心下部プレナムでの溶融炉心の熱伝

達の不確かさの影響を受ける可能性がある操作としては，

原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達した時点での原子

炉格納容器下部への初期水張り操作があるが，炉心下部プ

レナムでの溶融炉心の熱伝達の不確かさは小さいことか

ら，原子炉圧力容器下鏡温度を操作開始の起点としている

原子炉格納容器下部への初期水張り操作に係る運転員等操

作時間に与える影響は小さい。 

原子炉圧力容器破損の影響を受ける可能性がある操作と

しては，溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への注水操

作があるが，原子炉圧力容器破損時間の不確かさは小さい

ことから，原子炉圧力容器の破損を起点としている原子炉

格納容器下部への注水操作に係る運転員等操作時間に与え

る影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破

損の不確かさとして，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の

破損判定に用いる最大ひずみ（しきい値）に関する感度解

析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破

損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破

損（事象発生から約 5.4 時間後）に対して，十数分早まる

程度であり，原子炉格納容器下部への注水は中央制御室か

ら速やかに実施可能な操作であることから，原子炉圧力容

到達にて原子炉格納容器

下部への注水操作を実施

するため，不確かさの影

響を記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

・運用の相違 
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破損を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部への

注水操作に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 

 

 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内

FP 挙動の不確かさとして，核分裂生成物（FP）挙動モデル

は PHEBUS-FP 実験解析により原子炉圧力容器内への FP 放

出の開始時間を適切に再現できることを確認している。

PHEBUS-FP 実験解析では，燃料被覆管破裂後の FP 放出に

ついて実験結果より急激な放出を示す結果が確認された

が，小規模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模

な体系においてこの種の不確かさは小さくなると推定され

る。本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の原子炉圧力

容器内 FP 放出を操作開始の起点としている運転員等操作

はないことから，運転員等操作に与える影響はない。 

 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材

相互作用の不確かさとして，溶融炉心の細粒化モデルにお

けるエントレインメント係数，デブリ粒子径の感度解析に

より，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用によ

る圧力スパイクに与える影響は小さいことを確認してい

る。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器外の溶融

燃料－冷却材相互作用による圧力スパイクを起点とした運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器下

部床面での溶融炉心の拡がり及び溶融炉心と原子炉格納容

器下部のプール水の伝熱の不確かさとして，エントレイン

メント係数，溶融炉心からのプール水への熱流束及び溶融

プール－クラスト間の熱伝達係数がコンクリート侵食量に

影響を与えることを確認している。本評価事故シーケンス

では，コンクリート侵食を操作開始の起点としている運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融炉心とコンク

リート伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生の不

もって格納容器下部水温を継続監視することで，原子炉圧

力容器破損を速やかに判断可能であることから，原子炉圧

力容器破損を操作開始の起点としているペデスタル（ドラ

イウェル部）への注水操作に係る運転員等操作時間に与え

る影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内

ＦＰ挙動の不確かさとして，核分裂生成物（ＦＰ）挙動モ

デルはＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析により原子炉圧力容器

内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現できることを確認

している。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では，燃料被覆管

破裂後のＦＰ放出について実験結果より急激な放出を示す

結果が確認されたが，小規模体系の模擬性が原因と推測さ

れ，実機の大規模な体系においてこの種の不確かさは小さ

くなると推定される。本評価事故シーケンスでは，炉心損

傷後の原子炉圧力容器内ＦＰ放出を操作開始の起点として

いる運転員等操作はないことから，運転員等操作に与える

影響はない。 

炉心損傷後の格納容器における溶融燃料－冷却材相互作

用の不確かさとして，溶融炉心の細粒化モデルにおけるエ

ントレインメント係数，デブリ粒子径の感度解析により，

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による圧力

スパイクに与える影響は小さいことを確認している。本評

価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷

却材相互作用による圧力スパイクを起点とした運転員等操

作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

炉心損傷後の格納容器における格納容器下部床面での溶

融炉心の拡がり及び溶融炉心と格納容器下部プール水の伝

熱の不確かさとして，エントレインメント係数，溶融炉心

からプール水への熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱

伝達係数がコンクリート侵食量に影響を与えることを確認

している。また，コリウムシールド侵食量に対しても影響

を与える可能性がある。本評価事故シーケンスでは，コリ

ウムシールド及びコンクリート侵食を操作開始の起点とし

ている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

炉心損傷後の格納容器における溶融炉心とコンクリート

の伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生の不確か

器破損を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部へ

の注水操作に係る運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

 

 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内

ＦＰ挙動の不確かさとして，核分裂生成物（ＦＰ）挙動モ

デルはＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析により原子炉圧力容器

内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現できることを確認

している。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では，燃料被覆管

破裂後のＦＰ放出について実験結果より急激な放出を示す

結果が確認されたが，小規模体系の模擬性が原因と推測さ

れ，実機の大規模な体系においてこの種の不確かさは小さ

くなると推定される。本評価事故シーケンスでは，炉心損

傷後の原子炉圧力容器内ＦＰ放出を操作開始の起点として

いる運転員等操作はないことから，運転員等操作に与える

影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材

相互作用の不確かさとして，溶融炉心の細粒化モデルにお

けるエントレインメント係数，デブリ粒子径の感度解析に

より，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用によ

る圧力スパイクに与える影響は小さいことを確認してい

る。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器外の溶融

燃料－冷却材相互作用による圧力スパイクを起点とした運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器下

部床面での溶融炉心の拡がり及び溶融炉心と原子炉格納容

器下部のプール水の伝熱の不確かさとして，エントレイン

メント係数，溶融炉心からのプール水への熱流束及び溶融

プール－クラスト間の熱伝達係数がコンクリート侵食量に

影響を与えることを確認している。また，コリウムシール

ド侵食量に対しても影響を与える可能性があるが，本評価

事故シーケンスでは，コリウムシールド及びコンクリート

侵食を操作開始の起点としている運転員等操作はないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融炉心とコンク

リート伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生の不

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，MAAP 解

析においてコリウムシー

ルドを考慮した評価とし

ているため，不確かさの

影響について記載。 
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確かさとして，実験解析によりコンクリート侵食量を適切

に評価できることを確認している。本評価事故シーケンス

では，コンクリート侵食を操作開始の起点としている運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

 

 

 

 

 

 

（添付資料 3.5.2） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃

料被覆管酸化及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心

ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性を確認している。炉心

ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係

数についての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部

プレナムへの溶融炉心移行の開始時間に対する感度は数分

程度であり，影響は小さいことを確認している。本評価事

故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納

容器下部に初期水張りが実施されていることから，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変

化）・対向流の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算

モデル）は，原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である解析コードSAFER の評価結果との比較

により，水位低下幅は解析コード MAAP の評価結果の方が

保守的であるものの，その差異は小さいことを確認してい

る。また，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納容器下部

に初期水張りが実施されていることから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及

び構造材との熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モ

デルは TMI 事故についての再現性を確認している。また，

さとして，コリウムシールド及びコンクリート侵食量への

影響が考えられる。本評価事故シーケンスでは，コリウム

シールド及びコンクリート侵食を操作開始の起点としてい

る運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。なお，炉心損傷後の格納容器における溶融

炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮

性ガス発生の不確かさがコンクリート侵食に与える影響に

関しては，実験解析によりコンクリート侵食量を適切に評

価できることを確認している。また，ＭＡＡＰコードにお

ける溶融炉心から構造材への伝熱は材質に依存しないモデ

ルであり，コリウムシールドにも適用可能である。 

（添付資料 3.5.1，3.5.4） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料

被覆管酸化及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒー

トアップに関するモデルは，ＴＭＩ事故についての再現性及

びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認している。炉心ヒー

トアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，炉心溶融開始時間及び炉心下部プレ

ナムへの溶融炉心移行の開始時間に対する感度は数分程度で

あり，影響は小さいことを確認している。本評価事故シーケ

ンスでは，原子炉圧力容器破損時点でペデスタル（ドライウ

ェル部）に水位が形成されていることから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変

化）・対向流の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算

モデル）は，原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内のモ

デルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価結果との比較

により，水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が

大きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的であるものの，

その差異は小さいことを確認している。また，原子炉圧力容

器破損時点でペデスタル（ドライウェル部）に水位が形成さ

れていることから，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び

構造材との熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデル

はＴＭＩ事故についての再現性を確認している。また，炉心

確かさとして，コリウムシールド及びコンクリートの侵食

量への影響が考えられる。本評価事故シーケンスでは，コ

リウムシールド及びコンクリート侵食を操作開始の起点と

している運転員等操作はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。なお，炉心損傷後の原子炉格納容器

における溶融炉心とコンクリート伝熱，コンクリート分解

及び非凝縮性ガス発生の不確かさがコンクリート侵食に与

える影響に関しては，実験解析によりコンクリート侵食量

を適切に評価できることを確認している。また，ＭＡＡＰ

コードにおける溶融炉心から構造材への伝熱は材質に依存

しないモデルであり，コリウムシールドにも適用可能であ

る。 

（添付資料3.5.2） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃

料被覆管酸化及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心

ヒートアップに関するモデルは，ＴＭＩ 事故についての再

現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認している。

炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度

の係数についての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心

下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間に対する感度は

数分程度であり，影響は小さいことを確認している。本評

価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損時点で原子炉

格納容器下部に初期水張りが実施されていることから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変

化）・対向流の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算

モデル）は，原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価結果との

比較により，水位低下幅は解析コードＭＡＡＰ の評価結果

の方が大きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的であ

るものの，その差異は小さいことを確認している。また，

原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納容器下部に初期水張

りが実施されていることから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及

び構造材との熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モ

デルはＴＭＩ事故についての再現性を確認している。また，

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，MAAP 解

析においてコリウムシー

ルドを考慮した評価とし

ているため，適用性につ

いて記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事故時

に初期水張りを実施する

が，東海第二では，通常

運転時からペデスタル

（ドライウェル部）に水

位が形成されているた

め，記載が異なる。（以降

の記載も同様の相違理

由） 
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炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解析によ

り，原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを

確認している。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容

器破損時点で原子炉格納容器下部に初期水張りが実施され

ていることから，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナム

での溶融炉心の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動

モデルはTMI 事故についての再現性を確認している。また，

炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解析に

より原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを

確認している。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容

器破損時点で原子炉格納容器下部に初期水張りが実施され

ていることから，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破

損の不確かさとして，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の

破損判定に用いる最大ひずみ（しきい値）に関する感度解

析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破

損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破

損（事象発生から約 7 時間後）に対して，早まる時間はわ

ずかであり，破損時間がわずかに早まった場合においても，

原子炉格納容器下部に初期水張りが実施されていることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内

FP 挙動の不確かさとして，原子炉圧力容器内 FP 挙動と溶

融炉心・コンクリート相互作用による侵食量に関連はない

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材

相互作用の不確かさとして，エントレインメント係数の感

度解析により溶融炉心の細粒化割合がコンクリート侵食に

与える感度は小さいことを確認していることから，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解析により，原子

炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認してい

る。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損時点で

ペデスタル（ドライウェル部）に水位が形成されていること

から，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムで

の溶融炉心の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデ

ルはＴＭＩ事故についての再現性を確認している。また，炉

心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解析により

原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認し

ている。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損時

点でペデスタル（ドライウェル部）に水位が形成されている

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損

の不確かさとして，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損

判定に用いる最大ひずみ（しきい値）に関する感度解析によ

り最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破損時間が

早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破損（事象発

生から約 4.5 時間後）に対して，早まる時間は僅かであり，

破損時間が僅かに早まった場合においても，ペデスタル（ド

ライウェル部）に水位が形成されていることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内Ｆ

Ｐ挙動の不確かさとして，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動と溶融

炉心・コンクリート相互作用による侵食量に関連はないこと

から，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

 

炉心損傷後の格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用

の不確かさとして，エントレインメント係数の感度解析によ

り溶融炉心の細粒化割合がコンクリート侵食に与える感度は

小さいことを確認しており，また溶融炉心の温度に対する感

度は小さく，コリウムシールド侵食に与える感度についても

同様に小さいことから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。 

 

 

炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解析によ

り，原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを

確認している。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容

器破損時点で原子炉格納容器下部に初期水張りが実施され

ていることから，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナム

での溶融炉心の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動

モデルはＴＭＩ事故についての再現性を確認している。ま

た，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解

析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいこ

とを確認している。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧

力容器破損時点で原子炉格納容器下部に初期水張りが実施

されていることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破

損の不確かさとして，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の

破損判定に用いる最大ひずみ（しきい値）に関する感度解

析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破

損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破

損（事象発生から約 5.4 時間後）に対して，早まる時間は

わずかであり，破損時間がわずかに早まった場合において

も，原子炉格納容器下部に初期水張りが実施されているこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内

ＦＰ挙動の不確かさとして，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動と

溶融炉心・コンクリート相互作用による侵食量に関連はな

いことから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材

相互作用の不確かさとして，エントレインメント係数の感

度解析により溶融炉心の細粒化割合がコンクリート侵食に

与える感度は小さいことを確認しており，また，溶融炉心

の温度に対する感度は小さく，コリウムシールド侵食に与

える感度についても同様に小さいことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，MAAP 解

析においてコリウムシー

ルドを考慮した評価とし

ているため，不確かさの
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炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器下

部床面での溶融炉心の拡がりについて，溶融炉心の拡がり

を抑制した場合を想定した感度解析を実施した。評価の体

系として，水中に落下した溶融炉心が初期水張り水深と同

じ高さの円柱を形成し，円柱の上面から水によって除熱さ

れるものとした。ただし，円柱の側面部分も水に接してい

ることを想定し，上面からの除熱量は円柱上面の面積に側

面の面積を加えた値とした。感度解析の結果，第 3.5.12 図

に示すとおり，コンクリート侵食量は原子炉格納容器下部

の床面で約 1cm に抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を

維持できる。 

また，溶融炉心と原子炉格納容器下部のプール水の伝熱

の不確かさとして，エントレインメント係数，溶融炉心か

らのプール水への熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱

伝達係数の感度解析を踏まえ，コンクリート侵食量につい

て支配的な溶融炉心からのプール水への熱流束についての

感度解析を実施した。感度解析の結果，第 3.5.13 図に示す

とおり，コンクリート侵食量は原子炉格納容器下部の床面

で約 8cm，壁面で約 7cm に抑えられ，原子炉圧力容器の支

持機能を維持できる。 

 

 

 

 

 

なお，本感度解析では，原子炉格納容器下部での溶融炉

心・コンクリート相互作用によって約 118kg の可燃性ガス

及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，本評価において

もジルコニウム－水反応によって約1,400kg の水素ガスが

発生することを考慮すると，溶融炉心・コンクリート相互

作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生が

格納容器圧力に与える影響は小さい。 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発

生が，可燃性ガスの燃焼の可能性に及ぼす影響について，

本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の

原子炉格納容器内の水素濃度は，ドライウェルにおいて最

低値を示すが，ウェット条件で 12vol％以上，ドライ条件

 

炉心損傷後の格納容器における格納容器下部床面での溶融

炉心の拡がりについて，溶融炉心の拡がりが抑制されると想

定し種々の不均一な堆積形状を考慮した場合，溶融炉心の拡

がりが抑制されない均一堆積形状よりも溶融炉心と水との伝

熱面積が大きくなり，溶融炉心の冷却が促進される傾向とな

ると評価しており，コリウムシールド及びコンクリートの侵

食への影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響

はない。 

 

 

 

また，溶融炉心と格納容器下部のプール水の伝熱の不確か

さとして，エントレインメント係数，溶融炉心からプール水

への熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係数の感度

解析を踏まえ，コンクリート侵食量について支配的な溶融炉

心からプール水への熱流束についての感度解析を実施した。

感度解析の結果，コリウムシールド及びコンクリートの侵食

は生じず，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。これは，

落下した溶融炉心はペデスタル（ドライウェル部）水によっ

て冷却されコリウムシールドが侵食開始温度に到達する前に

溶融炉心の温度は 2,100℃を下回ること，溶融炉心からプー

ル水へは崩壊熱以上の除熱がなされ溶融炉心の温度は

2,100℃未満を維持することから，コリウムシールドは侵食開

始温度に到達せず，コンクリート侵食が抑制されたものであ

る。 

なお，本感度解析では，溶融炉心・コンクリート相互作用

によってコンクリート侵食は生じないことから可燃性ガス及

びその他の非凝縮性ガスは発生せず，格納容器圧力や格納容

器内の水素濃度及び酸素濃度への影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器下

部床面での溶融炉心の拡がりについて，溶融炉心の拡がり

を抑制した場合を想定した感度解析を実施した。評価の体

系として，水中に落下した溶融炉心が初期水張り水深と同

じ高さの円柱を形成し，円柱の上面から水によって除熱さ

れるものとした。ただし，円柱の側面部分も水に接してい

ることを想定し，上面からの除熱量は円柱上面の面積に側

面の面積を加えた値とした。感度解析の結果，第 3.5.3－

1(1)図に示すとおり，コリウムシールド及びコンクリート

の侵食は生じず，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。 

 

また，溶融炉心と原子炉格納容器下部のプール水の伝熱

の不確かさとして，エントレインメント係数，溶融炉心か

らのプール水への熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱

伝達係数の感度解析を踏まえ，コンクリートの侵食量につ

いて支配的な溶融炉心からのプール水への熱流束について

の感度解析を実施した。感度解析の結果，第 3.5.3－1(2)

図に示すとおり，コンクリート侵食量は原子炉格納容器下

部の床面で０cm，壁面で約 13cm に抑えられ，原子炉圧力容

器の支持機能を維持できる。 

 

 

 

 

 

なお，本感度解析では，原子炉格納容器下部での溶融炉

心・コンクリート相互作用によって約 41kg の可燃性ガス

及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，本評価において

もジルコニウム－水反応によって約 422kg の水素ガスが発

生することを考慮すると，溶融炉心・コンクリート相互作

用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生が格

納容器圧力に与える影響は小さい。 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発

生が，可燃性ガスの燃焼の可能性に及ぼす影響について，

本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の

原子炉格納容器内の水素濃度は，ドライウェルよりも大き

な値となるサプレッション・チェンバにおいて，ウェット

影響について記載。 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，拡がり

を抑制した場合の影響評

価を実施。 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

東海第二では，原子炉

格納容器下部壁面及び床

面にコリウムシールドを

設置していることからコ

ンクリートの侵食が生じ

ない。 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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で 34vol％以上となり，ドライ条件においては 13vol％を上

回る。このことから，本感度解析において評価した，溶融

炉心・コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性ガス

の発生量を，本評価の結果に加えて気相濃度を評価しても，

原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼の可能性には影響

しない。 

 

なお，溶融炉心・コンクリート相互作用によって生じる

約 118kg の気体の内訳は，可燃性ガスである水素ガスが約

93kg，一酸化炭素が約 25kg，その他の非凝縮性ガスである

二酸化炭素が 1kg 未満である。ジルコニウム－水反応によ

って発生する水素ガスも考慮すると，原子炉格納容器内に

存在する可燃性ガスとしては水素ガスが支配的であり，一

酸化炭素の影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，溶融炉

心・コンクリート相互作用では酸素ガスは発生しないため，

溶融炉心・コンクリート相互作用により発生する可燃性ガ

ス及びその他の非凝縮性ガスを考慮することは原子炉格納

容器内の酸素濃度を下げる要因となる。このため，本感度

解析ケースの溶融炉心・コンクリート相互作用に伴って発

生する可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生量を本

評価の結果に加えて気相濃度を評価する場合，原子炉格納

容器内の酸素濃度は「3.5.2(3)b.評価項目等」にて示した

酸素濃度（ウェット条件で 2.1vol％，ドライ条件で

2.6vol％）以下になるものと考えられる。このため，原子

炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはな

い。 

（添付資料 3.5.2，3.5.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コリウムシールドの伝熱物性値の温度依存性の影響につい

ては，「3.5.3 (4) コリウムシールドの侵食及び伝熱物性値

の温度依存性を考慮した影響評価」において，評価項目とな

るパラメータに与える影響を確認する。 

（添付資料 3.5.1，3.5.4） 

 

 

 

 

 

条件で約 6.1vol％以上，ドライ条件で約 30.9vol％以上と

なり，ドライ条件においては 13vol％を上回る。このこと

から，本感度解析において評価した，溶融炉心・コンクリ

ート相互作用に伴って発生する可燃性ガスの発生量を本評

価の結果に加えて原子炉格納容器内の気相濃度を評価して

も，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼の可能性には

影響しない。 

なお，溶融炉心・コンクリート相互作用によって生じる

約 41kg の気体の内訳は，可燃性ガスである水素ガスが約

35kg，一酸化炭素が約６kg，その他の非凝縮性ガスである

二酸化炭素が１kg未満である。ジルコニウム－水反応によ

って発生する水素ガスも考慮すると，原子炉格納容器内に

存在する可燃性ガスとしては水素ガスが支配的であり，一

酸化炭素の影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，水の放

射線分解によって徐々に上昇するものの，事象発生から７

日後（168 時間後）でもサプレッション・チェンバにおい

て，ウェット条件で約 1.5vol％，ドライ条件で約 4.1vol％

であり，可燃限界である５vol％を下回る。溶融炉心・コン

クリート相互作用では酸素ガスは発生しないため，溶融炉

心・コンクリート相互作用により発生する可燃性ガス及び

その他の非凝縮性ガスを考慮することは原子炉格納容器内

の酸素濃度を下げる要因となる。このため，本感度解析ケ

ースの溶融炉心・コンクリート相互作用に伴って発生する

可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生量を本評価の

結果に加えて気相濃度を評価する場合，上記の酸素濃度（ウ

ェット条件で 1.5vol％，ドライ条件で 4.1vol％）以下にな

るものと考えられる。このため，原子炉格納容器内での可

燃性ガスの燃焼が発生するおそれはない。 

（添付資料3.5.2，3.5.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 島根２号炉は，溶融炉

心落下後の原子炉格納容

器内の水素濃度は，ドラ

イウェルに比べ，サプレ

ション・チェンバの方が

高い値となる。 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

東海第二では，格納容

器の構造上，デブリが床

スラブを貫通し格納容器

の機能の健全性への影響

等が考えられるため，コ

リウムシールドを介した

熱伝達を，有効性評価に

おける現象の不確かさと
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(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 3.2.2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd/t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解析条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なく

なり，原子炉圧力容器の破損に至るまでの事象進展は緩

和されるが，操作手順（原子炉圧力容器下鏡部温度に応

じて原子炉格納容器下部への初期水張り操作を実施する

こと及び溶融炉心落下後に原子炉格納容器下部への注水

操作を開始すること）に変わりはないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の溶融炉心からプールへの熱流束は，解析条

件の 800kW/m2相当（圧力依存あり）に対して最確条件は

800kW/m2 相当（圧力依存あり）であり，最確条件とした

場合は，解析条件と同様であるため，事象進展に与える

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 3.2－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd／t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 31GWd／t であり，解析条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少な

くなり，原子炉圧力容器の破損に至るまでの事象進展は

緩和されるが，操作手順（溶融炉心落下後にペデスタル

（ドライウェル部）への注水操作を開始すること）に変

わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

 

初期条件の溶融炉心からプール水への熱流束は，解析

条件の 800kW／m２相当（圧力依存あり）に対して，最確

条件は 800kW／m２相当（圧力依存あり）であり，最確条

件とした場合は，解析条件と同様であるため，事象進展

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 3.2.2-1 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd/t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解析条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なく

なり，原子炉圧力容器の破損に至るまでの事象進展は緩

和されるが，操作手順（原子炉圧力容器下鏡温度に応じ

て原子炉格納容器下部への初期水張り操作を実施するこ

と及び溶融炉心落下後に原子炉格納容器下部への注水操

作を開始すること）に変わりはないことから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

初期条件の溶融炉心からプールへの熱流束は，解析条

件の 800kW/m2相当（圧力依存あり）に対して最確条件は

800kW/m2 相当（圧力依存あり）であり，最確条件とした

場合は，解析条件と同様であるため，事象進展に与える

して考慮している。 

島根２号炉は，原子炉

格納容器下部床面からラ

イナまでのコンクリート

厚さは約４ｍであり，コ

リウムシールドを介した

熱伝達の不確かさが格納

容器の機能の健全性へ与

える影響は小さいと判断

している。このため，コ

リウムシールドを介した

熱伝達は不確かさとして

考慮していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

圧力容器下鏡温度 300℃

到達にて原子炉格納容器

下部への注水操作を実施

する。 
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影響はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

初期条件のコンクリート以外の素材の扱いは，解析条

件の内側鋼板，外側鋼板，リブ鋼板及びベント管は考慮

しないことに対して，最確条件はコンクリート以外の素

材を考慮することであり，解析条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，コンクリートより融点が高い内

側鋼板，外側鋼板，リブ鋼板の耐熱の効果及びベント管

の管内の水による除熱の効果により，溶融炉心・コンク

リート相互作用によるコンクリート侵食が抑制される

が，コンクリート侵食量を操作開始の起点としている運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器下部の構造物の扱いは，解

析条件の原子炉格納容器下部に落下する溶融物とは扱わ

ないことに対して，最確条件は部分的な溶融が生じ，原

子炉格納容器下部に落下する可能性があり，解析条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，溶融物の発熱

密度が下がるため，溶融炉心・コンクリート相互作用に

よるコンクリート侵食は抑制されるが，コンクリート侵

食量を操作開始の起点としている運転員等操作はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉格納容器下部床面積は，解析条件の

6 号炉の原子炉格納容器下部の床面積に対して最確条件

は各号炉の設計に応じた設定であり，本解析条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，原子炉格納容器下

部の床面積が広くなることで溶融炉心が冷却されやすく

なるため，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコン

クリート侵食が抑制されるが，コンクリート侵食量を操

作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納

容器容積（ウェットウェル）の空間部及び液相部，サプ

に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件のコンクリート以外の構造材の扱いは，解析

条件の鉄筋は考慮しないことに対して最確条件はコンク

リート以外の構造材を考慮することであり，解析条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，コンクリート

より融点が高い鉄筋の耐熱の効果により，溶融炉心・コ

ンクリート相互作用によるコンクリート侵食が抑制され

るが，コンクリート侵食量を操作開始の起点としている

運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。また，コリウムシールドについては，機

器条件にて考慮している。 

 

初期条件の原子炉圧力容器下部及びペデスタル（ドラ

イウェル部）内構造物の扱いは，解析条件のペデスタル

（ドライウェル部）に落下する溶融物とは扱わないこと

に対して，最確条件は部分的な溶融が生じ，ペデスタル

（ドライウェル部）に落下する可能性があり，解析条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，溶融物の発

熱密度が下がるため，溶融炉心・コンクリート相互作用

によるコンクリート侵食及びコリウムシールド侵食が抑

制されるが，コンクリート侵食量及びコリウムシールド

侵食量を操作開始の起点としている運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納

容器体積（サプレッション・チェンバ）の空間部及び液

影響はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

初期条件のコンクリート以外の構造材の扱いは，解析

条件の内側鋼板及びリブ鋼板は考慮しないことに対し

て，最確条件はコンクリート以外の構造材を考慮するこ

とであり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした

場合には，コンクリートより融点が高い内側鋼板，リブ

鋼板の耐熱の効果により，溶融炉心・コンクリート相互

作用によるコンクリート侵食が抑制されるが，コンクリ

ート侵食量を操作開始の起点としている運転員等操作は

ないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。

また，コリウムシールドについては，機器条件にて考慮

している。 

初期条件の原子炉圧力容器下部の構造物の扱いは，解

析条件の原子炉格納容器下部に落下する溶融物とは扱わ

ないことに対して，最確条件は部分的な溶融が生じ，原

子炉格納容器下部に落下する可能性があり，解析条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，溶融物の発熱

密度が下がるため，溶融炉心・コンクリート相互作用に

よるコリウムシールド及びコンクリートの侵食は抑制さ

れるが，コリウムシールド及びコンクリートの侵食を操

作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

初期条件の原子炉格納容器下部床面積は，解析条件の

原子炉格納容器下部の床面積に対して最確条件は原子炉

格納容器下部の床面積であり，最確条件とした場合は，

解析条件と同様であるため，事象進展に与える影響はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプ

レッション・プール水位，格納容器圧力及び格納容器温

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，内側鋼

板，外側鋼板，リブ鋼板

からなる二重鋼板製ペデ

スタルであるのに対し，

東海第二では鉄筋コンク

リート製のペデスタルで

あり，コンクリート以外

の構造材の種類が異な

る。 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，原子炉

格納容器下部領域にベン

ト管が存在しない。 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

格納容器下部における侵

食量を保守的に評価する

ため，原子炉格納容器下

部床面及び壁面の内側に

ある鋼板を考慮していな

い。 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，６号炉

と７号炉の差異を踏まえ

た設定としている。 

 

 

 

・整理方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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レッション・チェンバ・プール水位，格納容器圧力及び

格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，ゆらぎに

より解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与

える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える

影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，原子炉圧力容器への給水はで

きないものとして給水流量の全喪失を設定しているが，

起因事象の違いによって操作手順（原子炉圧力容器下鏡

部温度に応じて原子炉格納容器下部への初期水張り操作

を実施すること及び原子炉圧力容器破損後に原子炉格納

容器下部への注水操作を開始すること）に変わりはない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付資料 3.5.2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd/t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解析条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，溶融炉心の持つエネルギ

が小さくなることから，評価項目となるパラメータに対

相部，サプレッション・プール水位，格納容器圧力及び

格納容器雰囲気温度は，解析条件の不確かさとして，ゆ

らぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進

展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に

与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，原子炉圧力容器への給水はで

きないものとして給水流量の全喪失を設定しているが，

起因事象の違いによって操作手順（溶融炉心落下後にペ

デスタル（ドライウェル部）への注水操作を開始するこ

と）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

 

機器条件のコリウムシールドは，解析条件の侵食開始

温度 2,100℃に対して最確条件は侵食開始温度 2,100℃

であり，最確条件とした場合は，解析条件と同様である

ため，事象進展に影響はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。なお，溶融炉心中の金属酸化物

によるジルコニア耐熱材の溶出も含めて評価すると，コ

リウムシールドには 3.3cm 程度の侵食が生じるものの，

コリウムシールドの侵食を操作開始の起点としている運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

（添付資料 3.5.1，3.5.4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd／t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 31GWd／t であり，解析条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，溶融炉心の持つエネル

ギが小さくなることから，評価項目となるパラメータに

度は，解析条件の不確かさとして，ゆらぎにより解析条

件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

 

事故条件の起因事象は，原子炉圧力容器への給水はで

きないものとして給水流量の全喪失を設定しているが，

起因事象の違いによって操作手順（原子炉圧力容器下鏡

温度に応じて原子炉格納容器下部への初期水張り操作を

実施すること及び原子炉圧力容器破損後に原子炉格納容

器下部への注水操作を開始すること）に変わりはないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件のコリウムシールドの侵食開始温度は，解析

条件の 2,100℃に対して最確条件は 2,100℃であり，最確

条件とした場合は，解析条件と同様であるため，事象進

展に影響はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

 

 

 

 

 

（添付資料3.5.2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼

度 33GWd/t に対応したものとしており，その最確条件は

平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解析条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，解析条件で設定している

崩壊熱よりも小さくなるため，溶融炉心の持つエネルギ

が小さくなることから，評価項目となるパラメータに対

島根２号炉は，サプレ

ッション・チェンバの空

間部及び液相部のゆらぎ

を，サプレッション・プ

ール水位のゆらぎで代表

させていることから，記

載していない。 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

圧力容器下鏡温度 300℃

到達にて原子炉格納容器

下部への注水操作を実施

する。 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，溶融炉

心中の金属酸化物による

ジルコニア耐熱材による

侵食がコリウムシールド

の機能に影響がないこと

を確認している。（補足説

明資料「27. ドライウェ

ルサンプへの溶融炉心流

入防止対策に期待した場

合の溶融炉心・コンクリ

ート相互作用の影響につ

いて」） 

 

 

 

・実績値の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の最確条件

を記載。 
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する余裕は大きくなる。 

初期条件の溶融炉心からのプール水への熱流束は，解

析条件の 800kW/m2相当（圧力依存あり）に対して最確条

件は 800kW/m2相当（圧力依存あり）であり，最確条件と

した場合は，解析条件と同様であるため，事象進展に影

響はないことから，評価項目となるパラメータに与える

影響はない。コンクリート侵食量に対しては，実験で確

認されている侵食面における侵食の不均一性等の影響を

確認する観点から，コンクリート侵食量への影響が最も

大きい溶融炉心からプール水への熱流束について，感度

解析を実施した。感度解析の結果，第 3.5.13 図に示すと

おり，コンクリート侵食量は原子炉格納容器下部の床面

で約 8cm，壁面で約 7cm に抑えられることから，原子炉

圧力容器の支持機能を維持できる。 

なお，本感度解析では，原子炉格納容器下部での溶融

炉心・コンクリート相互作用によって約 118kg の可燃性

ガス及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，本評価に

おいてもジルコニウム－水反応によって約 1,400kg の水

素ガスが発生することを考慮すると，溶融炉心・コンク

リート相互作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性

ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの

発生が，可燃性ガスの燃焼の可能性に及ぼす影響につい

て，本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉心落

下後の原子炉格納容器内の水素濃度は，ドライウェルに

おいて最低値を示すが，ウェット条件で 12vol％以上，

ドライ条件で 34vol％以上となり，ドライ条件において

は 13vol％を上回る。このことから，溶融炉心・コンク

リート相互作用によって発生する可燃性ガスの発生量に

ついて，感度解析の結果を本評価の結果に加えて原子炉

格納容器内の気相濃度を評価しても，原子炉格納容器内

での可燃性ガスの燃焼の可能性には影響しない。なお，

溶融炉心・コンクリート相互作用によって生じる約118kg

の気体の内訳は，可燃性ガスである水素ガスが約 93kg，

一酸化炭素が約 25kg，その他の非凝縮性ガスである二酸

化炭素が 1kg 未満である。ジルコニウム－水反応によっ

て発生する水素ガスも考慮すると，原子炉格納容器内に

存在する可燃性ガスとしては水素ガスが支配的であり，

対する余裕は大きくなる。 

初期条件の溶融炉心からプール水への熱流束は，解析

条件の 800kW／m２相当（圧力依存あり）に対して最確条

件は 800kW／m２相当（圧力依存あり）であり，最確条件

とした場合は，解析条件と同様であるため，事象進展に

影響はないことから，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない。コンクリート侵食量に対しては，実験で

確認されている侵食面における侵食の不均一性等の影響

を確認する観点から，コンクリート侵食量への影響が最

も大きい溶融炉心からプール水への熱流束について，感

度解析を実施した。感度解析の結果，コリウムシールド

及びコンクリートの侵食は生じず，原子炉圧力容器の支

持機能を維持できる。 

 

なお，本感度解析では，溶融炉心・コンクリート相互

作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生

はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する余裕は大きくなる。  

初期条件の溶融炉心からプールへの熱流束は，解析条

件の 800kW/m2相当（圧力依存あり）に対して最確条件は

800kW/m2 相当（圧力依存あり）であり，最確条件とした

場合は，解析条件と同様であるため，事象進展に影響は

ないことから，評価項目となるパラメータに与える影響

はない。コンクリートの侵食量に対しては，実験で確認

されている侵食面における侵食の不均一性等の影響を確

認する観点から，コンクリート侵食量への影響が最も大

きい溶融炉心からプール水への熱流束について，感度解

析を実施した。感度解析の結果，第 3.5.3－1(2)図に示

すとおり，コンクリート侵食量は原子炉格納容器下部の

床面で０cm，壁面で約 13cm に抑えられることから，原子

炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。 

なお，本感度解析では，原子炉格納容器下部での溶融

炉心・コンクリート相互作用によって約 41kg の可燃性ガ

ス及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，本評価にお

いてもジルコニウム－水反応によって約 422kg の水素ガ

スが発生することを考慮すると，溶融炉心・コンクリー

ト相互作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガス

の発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの

発生が，可燃性ガスの燃焼の可能性に及ぼす影響につい

て，本感度解析における原子炉格納容器下部への溶融炉

心落下後の原子炉格納容器内の水素濃度は，ドライウェ

ルよりも大きな値となるサプレッション・チェンバにお

いて，ウェット条件で約 6.1vol％以上，ドライ条件で約

30.9vol％以上となり，ドライ条件においては 13vol％を

上回る。このことから，本感度解析において評価した，

溶融炉心・コンクリート相互作用によって発生する可燃

性ガスの発生量を本評価の結果に加えて原子炉格納容器

内の気相濃度を評価しても，原子炉格納容器内での可燃

性ガスの燃焼の可能性には影響しない。なお，溶融炉心・

コンクリート相互作用によって生じる約 41kg の気体の

内訳は，可燃性ガスである水素が約 35kg，一酸化炭素が

約６kg，その他の非凝縮性ガスである二酸化炭素が１kg

未満である。ジルコニウム－水反応によって発生する水

素ガスも考慮すると，原子炉格納容器内に存在する可燃

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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一酸化炭素の影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，溶融

炉心・コンクリート相互作用では酸素ガスは発生しない

ため，溶融炉心・コンクリート相互作用により発生する

可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスを考慮することは

原子炉格納容器内の酸素濃度を下げる要因となる。この

ため，本感度解析の溶融炉心・コンクリート相互作用に

よって発生する可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの

発生量を，本評価の結果に加えて気相濃度を評価する場

合，原子炉格納容器内の酸素濃度は「3.5.2(3)b. 評価項

目等」にて示した酸素濃度（ウェット条件で 2.1vol％，

ドライ条件で 2.6vol％）以下となる。このため，原子炉

格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはな

い。 

 

 

 

 

初期条件のコンクリート以外の素材の扱いは，解析条

件の内側鋼板，外側鋼板，リブ鋼板及びベント管は考慮

しないことに対して最確条件はコンクリート以外の素材

を考慮することであり，解析条件の不確かさとして，最

確条件とした場合は，コンクリートより融点が高い内側

鋼板，外側鋼板，リブ鋼板の耐熱の効果及びベント管の

管内の水による除熱の効果により，溶融炉心・コンクリ

ート相互作用によるコンクリート侵食が抑制されること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きく

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件のコンクリート以外の構造材の扱いは，解析

条件の鉄筋は考慮しないことに対して最確条件はコンク

リート以外の構造材を考慮することであり，解析条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，コンクリート

より融点が高い鉄筋の耐熱の効果により，溶融炉心・コ

ンクリート相互作用によるコンクリート侵食が抑制され

ることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。また，コリウムシールドについては，機器

条件にて考慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性ガスとしては水素ガスが支配的であり，一酸化炭素の

影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，水の

放射線分解によって徐々に上昇するものの，事象発生か

ら７日後（168 時間後）でもサプレッション・チェンバ

において，ウェット条件で約 1.5vol％，ドライ条件で約

4.1vol％であり，可燃限界である５vol％を下回る。溶融

炉心・コンクリート相互作用では酸素ガスは発生しない

ため，溶融炉心・コンクリート相互作用により発生する

可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスを考慮することは

原子炉格納容器内の酸素濃度を下げる要因となる。この

ため，本感度解析ケースの溶融炉心・コンクリート相互

作用によって発生する可燃性ガス及びその他の非凝縮性

ガスの発生量を本評価の結果に加えて気相濃度を評価す

る場合，上記の酸素濃度（ウェット条件で 1.5vol％，ド

ライ条件で 4.1vol％）以下になるものと考えられる。こ

のため，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生

するおそれはない。 

初期条件のコンクリート以外の構造材の扱いは，解析

条件の内側鋼板及びリブ鋼板は考慮しないことに対して

最確条件はコンクリート以外の構造材を考慮することで

あり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合

は，コンクリートより融点が高い内側鋼板，リブ鋼板の

耐熱の効果により，溶融炉心・コンクリート相互作用に

よるコンクリート侵食が抑制されることから，評価項目

となるパラメータに対する余裕は大きくなる。また，コ

リウムシールドについては，機器条件にて考慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，内側鋼

板，外側鋼板，リブ鋼板

からなる二重鋼板製ペデ

スタルであるのに対し，

東海第二では鉄筋コンク

リート製のペデスタルで

あり，コンクリート以外

の構造材の種類が異な

る。 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，原子炉

格納容器下部領域にベン

ト管が存在しない。 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

格納容器下部における侵

食量を保守的に評価する

3.5-24



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

初期条件の原子炉圧力容器下部の構造物の扱いは，解

析条件の原子炉格納容器下部に落下する溶融物とは扱わ

ないことに対して最確条件は部分的な溶融が生じ，原子

炉格納容器下部に落下する可能性があり，解析条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，溶融物の発熱密

度が下がるため，溶融炉心・コンクリート相互作用によ

るコンクリート侵食が抑制されることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。コンクリー

ト侵食量に対しては，溶融物のコリウムシールド内側へ

の流入を考慮し，ドライウェルサンプに流入した場合の

影響を確認する観点で，溶融物の落下量及び溶融物のポ

ロシティを保守的に考慮した場合についての感度解析を

実施した。その結果，第 3.5.14 図に示すとおり，ドライ

ウェルサンプのコンクリート侵食量は，床面で約 9cm，

壁面で約 9cm に抑えられることから，原子炉圧力容器の

支持機能及び原子炉格納容器バウンダリ機能を維持でき

ることを確認した。 

初期条件の原子炉格納容器下部床面積は，解析条件の

6 号炉の原子炉格納容器下部の床面積に対して最確条件

は各号炉の設計に応じた設定であり，本解析条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，原子炉格納容器下

部の床面積が広くなることで溶融炉心・コンクリート相

互作用によるコンクリート侵食が抑制されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納

容器容積（ウェットウェル）の空間部及び液相部，サプ

レッション・チェンバ・プール水位，格納容器圧力及び

格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，ゆらぎに

より解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与

える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

事故条件について，溶融炉心・コンクリート相互作用

によるコンクリート侵食量を評価するにあたり，溶融炉

心落下時の崩壊熱の影響を確認する観点から感度解析を

 

 

 

 

初期条件の原子炉圧力容器下部及びペデスタル（ドラ

イウェル部）内構造物の扱いは，解析条件のペデスタル

（ドライウェル部）に落下する溶融物とは扱わないこと

に対して最確条件は部分的な溶融が生じ，ペデスタル（ド

ライウェル部）に落下する可能性があり，解析条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，溶融物の発熱密

度が下がるため，溶融炉心・コンクリート相互作用によ

るコンクリート侵食及びコリウムシールドの侵食が抑制

されることから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納

容器体積（サプレッション・チェンバ）の空間部及び液

相部，サプレッション・プール水位，格納容器圧力及び

格納容器雰囲気温度は，解析条件の不確かさとして，ゆ

らぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進

展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

事故条件について，溶融炉心・コンクリート相互作用

によるコンクリート侵食量を評価するに当たり，溶融炉

心落下時の崩壊熱の影響を確認する観点から感度解析を

 

 

 

 

初期条件の原子炉圧力容器下部の構造物の扱いは，解

析条件の原子炉格納容器下部に落下する溶融物とは扱わ

ないことに対して最確条件は部分的な溶融が生じ，原子

炉格納容器下部に落下する可能性があり，解析条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，溶融物の発熱密

度が下がるため，溶融炉心・コンクリート相互作用によ

るコリウムシールド及びコンクリートの侵食は抑制され

ることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉格納容器下部床面積は，解析条件の

原子炉格納容器下部の床面積に対して最確条件は原子炉

格納容器下部の床面積であり，最確条件とした場合は，

解析条件と同様であるため，事象進展に与える影響はな

いことから，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない。 

 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプ

レッション・プール水位，格納容器圧力及び格納容器温

度は，解析条件の不確かさとして，ゆらぎにより解析条

件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響は

小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。 

 

事故条件について，溶融炉心・コンクリート相互作用

によるコンクリート侵食量を評価するにあたり，溶融炉

心落下時の崩壊熱の影響を確認する観点から感度解析を

ため，原子炉格納容器下

部床面及び壁面の内側に

ある鋼板を考慮していな

い。 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，コリウ

ムシールド堰を越えてサ

ンプへのデブリ流入を仮

定した評価を記載。 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，６号炉

と７号炉の差異を踏まえ

た設定としている。 

 

 

・整理方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，サプレ

ッション・チェンバの空

間部及び液相部のゆらぎ

を，サプレッション・プ

ール水位のゆらぎで代表

させていることから，記

載していない。 

・整理方針の相違 
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実施した。感度解析は，起因事象の不確かさを保守的に

考慮するため，溶融炉心の崩壊熱をベースケースから変

更し，事象発生から 6 時間後の値とした。これは，事故

シーケンスを「大破断 LOCA+ECCS 注水機能喪失」とし，

本評価事故シーケンスの解析条件と同様，電源の有無に

係らず重大事故等対処設備による原子炉注水機能につい

ても使用できないものと仮定する場合，原子炉水位の低

下が早く，原子炉圧力容器破損までの時間が約 6.4 時間

となることを考慮し保守的に設定した値である。 

 

その結果，第 3.5.15 図に示すとおり，コンクリート侵

食量は床面で約 3cm，壁面では約 3cm に抑えられ，原子

炉圧力容器の支持機能を維持できる。 

 

また，コンクリート侵食量が僅かであることから，本

評価における溶融炉心・コンクリート相互作用による可

燃性ガスの発生量は原子炉格納容器内の気相濃度に影響

を与えない。このため，溶融炉心・コンクリート相互作

用による可燃性ガスの蓄積及び燃焼による格納容器圧力

への影響は無く，原子炉格納容器内の気体組成の推移は

「3.5.2(3)b 評価項目等」と同じとなる。 

なお，本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉

心落下後の水素濃度は，ドライウェルにおいて最低値を

示すが，ウェット条件で 12vol％以上，ドライ条件で

34vol％以上となり，ドライ条件においては 13vol％を上

回る。一方，酸素濃度はウェット条件で 2.1vol％以下，

ドライ条件で 2.6vol％以下であり，可燃限界である

5vol％を下回ることから，原子炉格納容器内での可燃性

ガスの燃焼が発生するおそれはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施した。感度解析は，原子炉水位の低下の観点でより

厳しい事象であるＬＯＣＡ等の原子炉冷却材圧力バウン

ダリ喪失を仮定し，事故シーケンスを「大破断ＬＯＣＡ

＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」とし，本評価

事故シーケンスの解析条件と同様，電源の有無に係らず

重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても原

子炉圧力容器破損まで使用できないものと仮定した。 

 

 

 

その結果，原子炉圧力容器破損のタイミングが約 3.3 

時間と早くなるため，溶融炉心落下時の崩壊熱が大きく

なるが，コリウムシールド及びコンクリートの侵食は生

じず，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。 

また，コンクリート侵食は生じないことから，可燃性

ガス及びその他の非凝縮性ガスは発生しない。 

 

 

 

 

 

なお，本評価においては事象発生から約 79 時間後に

格納容器内酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）に到達す

るが，可搬型窒素供給装置による格納容器内への窒素注

入を行うことによって，酸素濃度の最高値は約 4.0vol％

（ドライ条件）にとどまることから，可燃限界である

5vol％（ドライ条件）を下回る。 

 

 

 

 

 

機器条件のコリウムシールドは，解析条件の侵食開始

温度 2,100℃に対して最確条件は侵食開始温度 2,100℃

であり，最確条件とした場合は，解析条件と同様である

ため，事象進展に影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。なお，溶融炉心中の金

属酸化物によるジルコニア耐熱材の溶出も含めて評価す

実施した。感度解析は，原子炉水位の低下の観点でより

厳しい事象であるＬＯＣＡ等の原子炉冷却材圧力バウン

ダリ喪失を仮定し，事故シーケンスを「大破断ＬＯＣＡ

＋ＥＣＣＳ注水機能喪失」とし，本評価事故シーケンス

の解析条件と同様，電源の有無にかかわらず重大事故等

対処設備による原子炉注水機能についても使用出来ない

ものと仮定した。この場合，事象発生直後から原子炉冷

却材が原子炉格納容器内に流出するため，原子炉水位の

低下が早く，原子炉圧力容器破損までの時間は約 3.3 時

間となる。 

その結果，第 3.5.3－1(3)図に示すとおり，コンクリ

ート侵食量は原子炉格納容器下部の床面で０cm，壁面で

は約４cmに抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持

できることを確認した。 

また，コンクリートの侵食量がわずかであることから，

本評価における溶融炉心・コンクリート相互作用による

可燃性ガスの発生量は原子炉格納容器内の気相濃度に及

ぼす影響を与えない。このため，溶融炉心・コンクリー

ト相互作用による可燃性ガスの蓄積及び燃焼による格納

容器圧力への影響はなく，原子炉格納容器内の気体組成

の推移は「3.5.2(3)b 評価項目等」と同じとなる。 

なお，本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉

心落下後の水素濃度は，サプレッション・チェンバより

も大きな値となるドライウェルにおいて，ウェット条件

で約 0.1vol％以上，ドライ条件で約 24.8vol％以上とな

り，ドライ条件においては 13vol％を上回る。一方，酸

素濃度は水の放射線分解によって徐々に上昇するもの

の，事象発生から 7 日後（168 時間後）においてもウェ

ット条件で約 2.4vol％，ドライ条件で約 2.9vol％であ

り，可燃限界である 5vol％を下回ることから，原子炉格

納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはな

い。 

機器条件のコリウムシールドの侵食開始温度は，解析

条件の 2,100℃に対して最確条件は 2,100℃であり，最確

条件とした場合は，解析条件と同様であるため，事象進

展に影響はないことから，評価項目となるパラメータに

与える影響はない。 

 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，起因事

象を LOCA とした感度解

析で影響を確認している

ことによる記載の相違。 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，溶融炉

心中の金属酸化物による

ジルコニア耐熱材による

侵食がコリウムシールド
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（添付資料 3.5.2，3.5.3） 

 

 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常

設）による水張り操作は，解析上の操作時間として原子

炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点を設定し

ている。運転員等操作時間に与える影響として，原子炉

圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達するまでに事象発生

から約 3.7 時間の時間余裕があり，また，原子炉格納容

器下部の水張り操作は原子炉圧力容器下鏡部温度を監視

しながら溶融炉心の炉心下部プレナムへの移行を判断

し，水張り操作を実施するため，実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える

影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

も小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作

条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可

能性があるが，中央制御室の運転員とは別に現場操作を

行う運転員（現場）を配置しており，また，他の並列操

作を加味して操作の所要時間を算定していることから，

他の操作に与える影響はない。 

操作条件の格納容器下部注水系（常設）による溶融炉

心落下後の原子炉格納容器下部への注水操作は，解析上

の操作時間として原子炉圧力容器破損後（事象発生から

約 7 時間後）を設定している。運転員等操作時間に与え

ると，コリウムシールドには 3.3cm 程度の侵食が生じる

が，この影響については「3.5.3(4) コリウムシールドの

侵食及び伝熱物性値の温度依存性を考慮した影響評価」

にて，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい

ことを確認している。 

（添付資料 3.5.1，3.5.4） 

 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作

有無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これら

の要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。ま

た，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の格納容器下部注水系（常設）によるペデスタ

ル（ドライウェル部）注水操作は，解析上の操作時間とし

て原子炉圧力容器破損から 7 分後（事象発生から約 4.6 時

間後）を設定している。運転員等操作時間に与える影響と

 

 

 

 

 

（添付資料3.5.2，3.5.3） 

 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これらの要

因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，

運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメー

タに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器代替スプレイ系

（可搬型）による水張り操作は，解析上の操作時間とし

て原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達した時点を設

定している。運転員等操作時間に与える影響として，原

子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達するまでに事象発

生から約 3.1 時間の時間余裕があり，また，原子炉格納

容器下部の水張り操作は原子炉圧力容器下鏡温度を監視

しながら溶融炉心の炉心下部プレナムへの移行を判断

し，水張り操作を実施するため，実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える

影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

も小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作

条件を除く。）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可

能性があるが，当該操作に対応する運転員，対策要員に

他の並列操作はなく，また，現場操作における評価上の

所要時間には余裕を見込んで算定していることから，他

の操作に与える影響はない。 

操作条件のペデスタル代替注水系（可搬型）による溶

融炉心落下後の原子炉格納容器下部への注水操作は，解

析上の操作開始時間として原子炉圧力容器破損後（事象

発生から約 5.4 時間後）を設定している。運転員等操作

の機能に影響がないこと

を確認している。（補足説

明資料「27. ドライウェ

ルサンプへの溶融炉心流

入防止対策に期待した場

合の溶融炉心・コンクリ

ート相互作用の影響につ

いて」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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る影響として，原子炉圧力容器破損までに事象発生から

約 7.0 時間の時間余裕があり，また，溶融炉心落下後に

格納容器下部注水が行われなかった場合でも，溶融炉心

落下前に張られた水が蒸発するまでには約 0.8 時間の時

間余裕がある。溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部へ

の注水操作は原子炉圧力，格納容器下部空間部温度及び

格納容器圧力の傾向を監視しながら原子炉圧力容器破損

を判断して実施することとしており，実態の操作開始時

間は解析上の設定とほぼ同等であるため，操作開始時間

に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与

える影響も小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付資料 3.5.2） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常

設）による水張り操作は，運転員等操作時間に与える影

響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同

等であることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。 

操作条件の溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への

格納容器下部注水系（常設）による注水操作は，運転員

等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.5.2） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

して，原子炉圧力容器破損までに事象発生から約 4.5 時間

の時間余裕があり，また，溶融炉心落下後にペデスタル（ド

ライウェル部）注水が行われなかった場合でも，ペデスタ

ル（ドライウェル部）プール水が蒸発し，溶融炉心が露出

するまでには約 0.3 時間の時間余裕がある。溶融炉心落下

後の格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドラ

イウェル部）注水操作は原子炉圧力容器温度（下鏡部）が

300℃に到達したこと等をもって破損兆候を検知し，原子炉

圧力容器の破損判断パラメータである格納容器下部水温の

指示を継続監視することで原子炉圧力容器破損を判断し，

注水操作を実施することとしており，実態の操作開始時間

は解析上の設定とほぼ同等であるため，操作開始時間に与

える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影

響も小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作

条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅くなる可

能性があるが，中央制御室での操作のみであり，当直運転

員は中央制御室に常駐していること，また，当該操作に対

応する当直運転員に他の並列操作はないことから，操作時

間に与える影響はない。 

（添付資料 3.2.2，3.5.4） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

 

 

 

 

 

操作条件の溶融炉心落下後の格納容器下部注水系（常設）

によるペデスタル（ドライウェル部）注水操作は，運転員

等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解

析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.5.4） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

時間に与える影響として，原子炉圧力容器破損までに事

象発生から約 5.4 時間の時間余裕があり，また，溶融炉

心落下後に原子炉格納容器下部注水が行われなかった場

合でも，溶融炉心落下前に張られた水が蒸発し，溶融炉

心が露出するまでには約 1.4 時間の時間余裕がある。溶

融炉心落下後の原子炉格納容器下部への注水操作はペデ

スタル温度，格納容器圧力等の傾向を監視しながら原子

炉圧力容器破損を判断して実施することとしており，実

態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であるた

め，操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転

員等操作時間に与える影響も小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付資料3.5.2） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器代替スプレイ系

（可搬型）による水張り操作は，運転員等操作時間に与

える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定と

ほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

操作条件の溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への

ペデスタル代替注水系（可搬型）による注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時

間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料3.5.2） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 
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に示す。 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常設）

による水張り操作については，原子炉圧力容器下鏡部温度が

300℃に到達するまでの時間は事象発生から約 3.7 時間あり，

原子炉格納容器下部への注水操作は原子炉圧力容器下鏡部温

度の上昇傾向を監視しながらあらかじめ準備が可能である。

また，原子炉圧力容器下鏡部温度 300℃到達時点での中央制

御室における原子炉格納容器下部への注水操作の操作時間は

約 5 分間である。溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常

設）による水張りは約 2 時間で完了することから，水張りを

事象発生から約 3.7 時間後に開始すると，事象発生から約 5.7

時間後に水張りが完了する。事象発生から約 5.7 時間後の水

張りの完了から，事象発生から約 7.0 時間後の原子炉圧力容

器破損までの時間を考慮すると，原子炉格納容器下部への注

水操作は操作遅れに対して 1時間程度の時間余裕がある。 

操作条件の溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への格納

容器下部注水系（常設）による注水操作については，原子炉

圧力容器破損までの時間は事象発生から約 7.0 時間あり，ま

た，溶融炉心落下後に格納容器下部注水が行われなかった場

合でも，溶融炉心落下前に張られた水が溶融炉心の崩壊熱及

びジルコニウム－水反応による発熱により蒸発するまでには

約 0.8 時間の時間余裕がある。 

 

（添付資料 3.5.2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の溶融炉心落下後の格納容器下部注水系（常設）

によるペデスタル（ドライウェル部）注水操作については，

原子炉圧力容器破損までの時間は事象発生から約4.5 時間あ

り，また，溶融炉心落下後にペデスタル（ドライウェル部）

注水が行われなかった場合でも，ペデスタル（ドライウェル

部）プール水が溶融炉心の崩壊熱及びジルコニウム－水反応

による発熱により蒸発し，溶融炉心が露出するまでには約0.3 

時間の時間余裕がある。 

（添付資料 3.2.14，3.5.4） 

 

(4) コリウムシールドの侵食及び伝熱物性値の温度依存性を考

慮した影響評価 

コリウムシールドの材質であるジルコニアは，溶融炉心中

に存在する金属酸化物によるジルコニア耐熱材の溶出を考慮

した場合に侵食される可能性がある。また，ＭＡＡＰコード

におけるコリウムシールドの伝熱モデルには伝熱物性値の温

度依存性の不確かさが考えられる。このため，コリウムシー

ルド設置に伴うこれらの影響を考慮した感度解析を実施し

た。 

解析条件について，既往実験の知見を踏まえた金属酸化物

によるジルコニア耐熱材の溶出を考慮し，コリウムシールド

の厚さを 11cm とした。また，コリウムシールドの熱伝導率

及び比熱はペデスタル（ドライウェル部）の温度を厳しく評

に示す。 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器代替スプレイ系（可

搬型）による水張り操作については，原子炉圧力容器下鏡温

度が 300℃に到達するまでに事象発生から約 3.1 時間の時間

余裕があり，原子炉格納容器下部への注水準備として，すべ

ての非常用炉心冷却系等の機能喪失や早期の電源回復不能確

認を含む状況判断をした後に開始し，所要時間は約 2.5 時間

で完了する。その後，ペデスタル水位 2.4m までの注水は約

1.9 時間で完了することから，水張りを事象発生から約 3.1

時間後に開始すると，事象発生から約 5.0 時間後に水張りが

完了する。事象発生から約 5.0 時間後の水張りの完了から，

事象発生から約 5.4 時間後の原子炉圧力容器破損までの時間

を考慮すると，原子炉格納容器下部への注水操作は操作遅れ

に対して 0.4 時間程度の時間余裕がある。 

 

操作条件の溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部へのペデ

スタル代替注水系（可搬型）による注水操作については，原

子炉圧力容器破損までの時間は事象発生から約 5.4 時間あ

り，また，溶融炉心落下後に原子炉格納容器下部注水が行わ

れなかった場合でも，溶融炉心落下前に張られた水が溶融炉

心の崩壊熱及びジルコニウム-水反応による発熱により蒸発

し，溶融炉心が露出するまでには約 1.4 時間の時間余裕があ

る。 

（添付資料3.5.2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，MAAP に

おける MCCI 伝熱モデル

ではコリウムシールド

（ジルコニア）の伝熱物

性に既往の共同研究にお

いて確認された値から保

守的に設定している。ま

た，溶融炉心中の金属酸

化物によるジルコニア耐

熱材による侵食がコリウ

ムシールドの機能に影響
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(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメ

ータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。 

 

その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等

操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。このほか，評価

項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる

範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

価するため，常温時のジルコニアの物性値とした。 

第 3.5－3 図にペデスタル（ドライウェル部）壁面及び床

面のコンクリートの温度の推移を示す。感度解析の結果，溶

融炉心と接するコリウムシールドの温度は融点に至らず侵食

は進行せず，また，ペデスタル（ドライウェル部）コンクリ

ートの壁面及び床面の温度も融点に至らず侵食しないことを

確認した。したがって，コリウムシールドの侵食及び伝熱物

性値の温度依存性を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.5.1） 

 

(5) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメ

ータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。 

また，コリウムシールドの侵食及び伝熱物性値の温度依存

性を考慮した感度解析を実施した。その結果，解析コード及

び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を

考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対

して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

には時間余裕がある。 

 

 

 

 

 

なお，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」

において，原子炉圧力容器破損後の原子炉注水を考慮しない

場合の影響について感度解析を実施しており，評価項目とな

るパラメータに対する影響は小さいことを確認している。 

（添付資料 3.2.10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメ

ータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。 

 

その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等

操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。このほか，評価

項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる

範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

がないことを確認してい

る。（補足説明資料「27. 

ドライウェルサンプへの

溶融炉心流入防止対策に

期待した場合の溶融炉

心・コンクリート相互作

用の影響について」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

東海第二では，格納容

器の構造上，デブリが床

スラブを貫通し格納容器

の機能の健全性への影響

等が考えられるため，コ

リウムシールドを介した

熱伝達の温度依存性の影

響について評価してい

る。 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

圧力容器破損後の原子炉

注水を想定していない

が，東海第二では，原子

炉圧力容器破損後，原子

炉圧力容器内の冷却を考

慮し，代替循環冷却系に

よる原子炉注水を行うも

のとしているため，原子
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炉注水を考慮しない場合

の感度解析を実施してい

る。 

3.5.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱」と同じであることから，必要な要員及び資

源の評価は「3.2.4 必要な要員及び資源の評価」と同じであ

る。 

3.5.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容

器雰囲気直接加熱」と同じであることから，必要な要員及び

資源の評価は「3.2.4 必要な要員及び資源の評価」と同じで

ある。 

 

3.5.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容

器雰囲気直接加熱」と同じであることから，必要な要員及び

資源の評価は「3.2.4 必要な要員及び資源の評価」と同じで

ある。 

 

3.5.5 結論 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，

運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（LOCA）又は全

交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安

全機能の喪失が重畳する。このため，原子炉圧力容器内の溶融炉

心が原子炉格納容器内へ流れ出し，溶融炉心からの崩壊熱や化学

反応によって，原子炉格納容器下部のコンクリートが侵食され，

原子炉格納容器の構造部材の支持機能を喪失し，原子炉格納容器

の破損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「溶融炉心・

コンクリート相互作用」に対する格納容器破損防止対策としては，

格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部注水手段を整備

している。また，原子炉格納容器下部にコリウムシールドを設置

している。 

 

 

 

 

 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」の評

価事故シーケンス「過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損

傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却失敗）」について，有効性評価を行

った。 

上記の場合においても，格納容器下部注水系（常設）による格

納容器下部注水を実施することにより，溶融炉心の冷却が可能で

ある。その結果，溶融炉心・コンクリート相互作用によってコン

クリート侵食量は原子炉格納容器下部の床面で約1cm，壁面で約

1cmに抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。また，

安定状態を維持できる。 

（添付資料 3.5.1） 

3.5.5 結論 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，

運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）又

は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等

の安全機能の喪失が重畳する。このため，原子炉圧力容器内の溶

融炉心が格納容器内へ流れ出し，溶融炉心からの崩壊熱や化学反

応によって，ペデスタル（ドライウェル部）のコンクリートが侵

食され，格納容器の構造部材の支持機能を喪失し，格納容器の破

損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「溶融炉心・コ

ンクリート相互作用」に対する格納容器破損防止対策としては，

原子炉起動時にペデスタル（ドライウェル部）水位が約1m となる

よう注水した上で，格納容器下部注水系（常設）によるペデスタ

ル（ドライウェル部）水位の確保手段を整備している。また，落

下後の溶融炉心冷却のため格納容器下部注水系（常設）によるペ

デスタル（ドライウェル部）注水手段を整備している。さらに，

溶融炉心の落下によるペデスタル（ドライウェル部）のコンクリ

ート侵食を抑制するために，ペデスタル（ドライウェル部）にコ

リウムシールドを設置している。 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」の評

価事故シーケンス「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却

失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却失敗（ペデスタル））」に

ついて，有効性評価を行った。 

上記の場合においても，格納容器下部注水系（常設）によるペ

デスタル（ドライウェル部）水位の確保，ペデスタル（ドライウ

ェル部）注水を実施することにより，溶融炉心の冷却が可能であ

る。その結果，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコンクリ

ートの侵食は生じず，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。

また，安定状態を維持できる。 

 

3.5.5 結論 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，

運転時の異常な過渡変化又は原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）

が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重

畳する。このため，原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格納容

器内へ流れ出し，溶融炉心からの崩壊熱や化学反応によって，原

子炉格納容器下部のコンクリートが侵食され，原子炉格納容器の

構造部材の支持機能を喪失し，原子炉格納容器の破損に至ること

が特徴である。格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相

互作用」に対する格納容器破損防止対策としては，格納容器代替

スプレイ系（可搬型）及びペデスタル代替注水系（可搬型）によ

る原子炉格納容器下部注水手段を整備している。また，原子炉格

納容器下部にコリウムシールドを設置している。 

 

 

 

 

 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」の評

価事故シーケンス「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却

失敗＋炉心損傷後の原子炉注水（重大事故等対策を含む）失敗＋

デブリ冷却失敗」について，有効性評価を行った。 

上記の場合においても，格納容器代替スプレイ系（可搬型）及

びペデスタル代替注水系（可搬型）による原子炉格納容器下部注

水を実施することにより，溶融炉心の冷却が可能である。その結

果，溶融炉心・コンクリート相互作用によってコンクリート侵食

量は原子炉格納容器下部床面で０cm，壁面で約４cmに抑えられ，

原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。また，安定状態を維持

できる。 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

 PRA により抽出される

事故シーケンスの相違。 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，通常運

転中に原子炉格納容器下

部に水張りはしていな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 
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解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運

転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合で

も一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，格納容器下部注水系（常設）による原子炉格

納容器下部への注水等の格納容器破損防止対策は，選定した評価

事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，格納容器破

損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に対して有効であ

る。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運

転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合で

も一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，格納容器下部注水系（常設）によるペデスタ

ル（ドライウェル部）への注水等の格納容器破損防止対策は，選

定した評価事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に対し

て有効である。 

（添付資料3.5.3） 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運

転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合で

も一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデ

スタル代替注水系（可搬型）による原子炉格納容器下部への注水

等の格納容器破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対

して有効であることが確認でき，格納容器破損モード「溶融炉心・

コンクリート相互作用」に対して有効である。 
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第 3.5.1 図 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

第 3.5.2 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

  

 

第 3.5.2－1(1)図 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

第 3.5.2－1(2)図 原子炉水位(シュラウド内外水位) の推移 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象進

展の説明に必要な図面を

再掲しているが，東海第

二では本項で確認する評

価項目に関連するものの

み記載している。なお，

３プラントとも，原子炉

圧力の推移は「3.2 DCH」

に記載しており差異理由

等は DCH 側に記載。（柏崎

6/7：第 3.2.7 図，島根２

号炉：第 3.2.2-1(1)図） 

 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象進

展の説明に必要な図面を

再掲しているが，東海第

二では本項で確認する評

価項目に関連するものの

み記載している。なお，

３プラントとも，原子炉

水位（シュラウド内外水

位）の推移は「3.2 DCH」

に記載しており差異理由

等は DCH 側に記載。（柏崎

6/7：第 3.2.8 図，島根２

号炉：第 3.2.2-1(2)図） 
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第 3.5.3 図 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

第 3.5.4 図 格納容器温度の推移 

  

 

第 3.5.2－1(3)図 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

第 3.5.2－1(4)図 格納容器温度の推移 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象進

展の説明に必要な図面を

再掲しているが，東海第

二では本項で確認する評

価項目に関連するものの

み記載している。なお，

３プラントとも，格納容

器圧力の推移は「3.2 

DCH」に記載しており差異

理由等は DCH 側に記載。

（柏崎 6/7：第 3.2.9 図，

島 根 ２ 号 炉 ： 第

3.2.2-1(3)図） 

 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象進

展の説明に必要な図面を

再掲しているが，東海第

二では本項で確認する評

価項目に関連するものの

み記載している。なお，

３プラントとも，格納容

器温度の推移は「3.2 

DCH」に記載しており差異

理由等は DCH 側に記載。

（柏崎刈 6/7：第 3.2.10

図 ， 島 根２ 号 炉 ： 第

3.2.2-1(4)図） 
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第 3.5.5 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

【比較のため，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」

の一部を記載】  

 

 

第 3.2-20 図 ドライウェルの気相濃度の推移 

（ウェット条件） 

 

 

 

 

 

第 3.5.2－1(5)図 ドライウェルの気相濃度の推移 

（ウェット条件） 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，溶融炉

心落下によりドライウェ

ル内のほぼ 100％が水蒸

気で満たされた状態とな

るが，柏崎 6/7 及び東海

第二では，原子炉圧力容

器破損直後に格納容器ス

プレイを実施しているこ

とから，水蒸気が凝縮さ

れ水蒸気濃度は 100％程

度まで上昇しない。 

【柏崎 6/7】 

②島根２号炉は，ジルコ

ニウム－水反応による水

素発生量が柏崎 6/7 に比

べて少ないため，相対的

に窒素濃度が高い。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③水蒸気濃度は３プラン

トとも格納容器圧力に応

じた挙動となっている。 

④島根２号炉は，MCCI に

より発生する CO2及び CO

についても記載している

が，東海第二ではコンク

リート侵食は生じないた

め CO2 及び CO の発生な

し。なお，CO2，CO の影響

についてはジルコニウム

－水反応で発生する水素

ガスの量に対して小さい

ため影響が小さいことを

「3.5.2(3)b.評価項目」

にて記載している。 

 

 

② 

③ ③ 

③ 

④ 

② 
① ① ① 
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第 3.5.6 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ウェット条件） 

 

 

 

第 3.2－21 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ウェット条件） 

 

 

 

第 3.5.2－1(6)図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移

(ウェット条件) 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，ジルコ

ニウム－水反応による水

素発生（初期に封入され

ている窒素に対する）割

合が柏崎 6/7 に比べて少

ないため，相対的に窒素

濃度が高い。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②島根２号炉は，残留熱

代替除去系によるドライ

ウェル内の蒸気凝縮によ

って，サプレッション・

チェンバからドライウェ

ルへ非凝縮性ガスが流出

することにより非凝縮ガ

スの濃度が減少するとと

もに水蒸気濃度が上昇し

ている。（設備の除熱量や

格納容器除熱開始のタイ

ミング等により３社の挙

動はそれぞれ異なる。） 

【東海第二】 

③島根２号炉は，設備の

除熱量の違いにより，東

海第二と比較して水蒸気

量が多いため，酸素濃度

の上昇が比較的遅い。 

 

 

 

  

③ ③ 

① 

① ② 
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第 3.5.7 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2－24 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.5.2－1(7)図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，RPV 破

損直後に格納容器スプレ

イを実施しないため，溶

融炉心の崩壊熱で発生す

る水蒸気によりドライウ

ェル内の窒素ガスがサプ

レッション・チェンバに

追い出され，窒素ガス濃

度が低下する。事象発生

10時間後に格納容器スプ

レイを実施することでサ

プレッション・チェンバ

から窒素ガスが流入する

ことで濃度が上昇する。

さらに 12 時間後から窒

素ガスを注入することで

濃度が上昇する。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，ジルコ

ニア－水反応による水素

発生割合が柏崎 6/7 に比

べて少なく，また窒素ガ

スを注入することから，

相対的に窒素濃度が高

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 
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第 3.5.8 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ドライ条件） 

 

 

 

 

第 3.2－25 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ドライ条件） 

【ここまで】 

 

 

 

 

第 3.5.2－1(8)図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移

（ドライ条件） 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，窒素注

入はドライウェル側のみ

であるため，ドライウェ

ルへの窒素注入開始（事

象発生から 12 時間）後

に，当初サプレッショ

ン・チェンバの窒素濃度

は上昇しないが，残留熱

代替除去系による格納容

器の除熱量が崩壊熱量を

上回った時点で，サプレ

ッション・プール水から

の蒸発量が減少し，サプ

レッション・チェンバの

圧力がドライウェルの圧

力を下回ることにより，

ドライウェルに注入した

窒素がサプレッション・

チェンバに流入し，サプ

レッション・チェンバの

窒素濃度が上昇する。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，設備の

除熱量の違いにより，東

海第二と比較して水蒸気

量が多いため，酸素濃度

の上昇が比較的遅い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

① 

② 
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第 3.5.9 図 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.5.2－1(9)図 サプレッション・プール水位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象進

展の説明に必要な図面を

再掲しているが，東海第

二では本項で確認する評

価項目に関連するものの

み記載している。なお，

３プラントとも，サプレ

ッション・プール水位の

推移は「3.2 DCH」に記載

しており差異理由等は

DCH 側に記載。（柏崎 6/7：

第 3.2.11 図，島根２号

炉：第 3.2.2-1(5)図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5-39



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

第 3.5.10 図 格納容器下部水位の推移 

 

 

 

第 3.5－1 図 ペデスタル（ドライウェル部）の水位の推移 

 

第 3.5. 2－1(10)図 ペデスタル水位の推移 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①ABWR の構造に基づく挙

動であり，BWR5 である島

根２号炉では同様の挙動

はない。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，溶融炉

心落下後に崩壊熱相当に

余裕を見た流量で注水を

実施しており，ペデスタ

ル水位は上昇傾向とな

る。東海第二では格納容

器下部水位をドライウェ

ル水位制御しているた

め，格納容器下部水位が

変動する。 

③島根２号炉は，残留熱

代替除去系起動以降は，

ベント管下端までペデス

タル水位が上昇し，ドラ

イウェルからベント管を

経由してサプレッショ

ン・チェンバに移行する

ことから，ペデスタル水

位は上昇しない。東海第

二においても冷却水はベ

ント管を経由してサプレ

ッション・チェンバに移

行することから同様の挙

動となる。 

 

 

 

 

 

 

 

① 

① 

③ 

② 
③ ② 
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第 3.5.11 図 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリート 

侵食量の推移 

 

 

 

 

第 3.5.12 図 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリート 

侵食量の推移 

（溶融炉心の拡がりを抑制した場合） 

 

 

 

 

第 3.5－2 図 ペデスタル（ドライウェル部）の壁面及び床面の 

コンクリート侵食量の推移 

 

  

第3.5.2－1(11)図 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリ

ート侵食量の推移 

 

 

 

 
第 3.5.3－1(1)図 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリ

ート侵食量の推移 

 （溶融炉心の拡がりを抑制した場合） 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に，原子炉圧

力容器破損以降はコリウ

ムシールドを設置してい

ない原子炉格納容器下部

壁面について，コンクリ

ートに侵食が生じている

が，東海第二では，ペデ

スタル（ドライウェル部）

の壁面及び床面にコリウ

ムシールドを設置してお

り，コンクリート侵食は

生じない。 

 

 

 

【柏崎 6/7】 

島根２号では，拡がり

を抑制した場合の方が溶

融炉心と水との伝熱面積

が大きくなり，除熱量が

大きくなることで，コン

クリート侵食は生じてい

ない。 
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第 3.5.13 図 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリート 

侵食量の推移      

（溶融炉心からプール水への熱流束を保守的に考慮する場合） 

 

 

 

 

 

 

第 3.5.14 図 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリート 

侵食量の推移 

（溶融物の落下量及び溶融物のポロシティを保守的に考慮する場

合） 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.5.3－1(2)図 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリ

ート侵食量の推移 

（溶融炉心からプール水への熱流束を保守的に考慮する場合） 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①ベースケースよりも，

コンクリート侵食量が増

加しており，島根２号炉

と柏崎 6/7 で同様の傾向

となっている。 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二では，ペデス

タル（ドライウェル部）

の壁面及び床面にコリウ

ムシールドを設置してお

り，侵食は生じないため，

グラフを記載していな

い。 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，サンプ

へのデブリ流入防止のた

めにコリウムシールドを

設置しており，コリウム

シールドの堰を越えてサ

ンプへのデブリ流入を仮

定した評価を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 

① 
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第 3.5.15 図 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリート 

侵食量の推移 

（溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.5－3 図 コリウムシールドの侵食及び伝熱物性値の温度依存

性を考慮した場合のペデスタル（ドライウェル部）の壁面及び床

面のコンクリート温度の推移 

 

 

  

第 3.5.3－1(3)図 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリ

ート侵食量の推移 

（溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合） 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

コンクリート侵食量に

ついてベースケースと大

きな差は見られず，島根

２号炉と柏崎 6/7 で同様

の傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二では，コリウ

ムシールドの侵食や物性

値の不確かさを考慮した

感度解析により影響評価

を実施。 
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添付資料 3.5.1 

安定状態について 

 

溶融炉心・コンクリート相互作用時の安定状態については以下の

とおり。 

原子炉格納容器安定状態：溶融炉心・コンクリート相互作用によ

る原子炉格納容器下部床面及び壁面

の侵食が停止し，侵食の停止を継続す

るための設備がその後も機能維持で

きると判断され，かつ，必要な要員の

不足や資源の枯渇等のあらかじめ想

定される事象悪化のおそれがない場

合，安定状態が確立されたものとす

る。 

【安定状態の確立について】 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

格納容器下部注水系（常設）による原子炉格納容器下部への崩壊

熱相当量の注水を継続することにより，溶融炉心・コンクリート

相互作用による原子炉格納容器下部床面及び壁面の侵食の停止を

維持でき，原子炉格納容器安定状態が確立される。 

 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

 

代替循環冷却系を用いて又は残留熱除去系機能を復旧して除熱を

行うことにより，安定状態後の更なる除熱が可能となる。 

 

安定状態後の措置に関する具体的な要件は以下のとおり。 

① 原子炉格納容器除熱機能として代替循環冷却系の使用又は残

留熱除去系の復旧による冷却への移行 

② 原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性

ガス濃度制御系の復旧及び原子炉格納容器内への窒素ガス封

入（パージ） 

添付資料 3.2.8 

安定状態について（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

 

「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」時の安定状態に

ついては以下のとおり。 

格納容器安定状態： 

重大事故等対処設備を用いた格納容器除熱機能（代替循環冷

却系又は格納容器圧力逃がし装置）により，格納容器圧力及

び雰囲気温度が安定又は低下傾向に転じ，また，溶融炉心・

コンクリート相互作用によるペデスタル（ドライウェル部）

床面及び壁面の侵食が防止されるとともに，格納容器の除熱

及び侵食の防止を継続するための設備がその後も機能維持

できると判断され，かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等

のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場合，安定

状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

 

代替循環冷却系による格納容器除熱により格納容器圧力及

び雰囲気温度は安定又は低下傾向になり，格納容器雰囲気温度

は 150℃を下回るとともに，格納容器下部注水系（常設）によ

るペデスタル（ドライウェル部）注水及び代替循環冷却系によ

る格納容器除熱により溶融炉心は冷却維持され，格納容器安定

状態が確立される。 

 また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の格納容器破損防止対策により安定状態を確立できる。 

代替循環冷却系を用いて又は残留熱除去系を復旧させ，除熱

を行うことにより，安定状態の維持が可能となる。 

 

安定状態の維持に関する具体的な要件は以下のとおり。 

①格納容器除熱機能として代替循環冷却系の使用又は残留熱

除去系復旧による冷却へ移行 

②格納容器内の水素及び酸素排出を目的とした格納容器ベン

ト（窒素注入）並びに格納容器内の水素・酸素濃度の制御を

目的とした可燃性ガス濃度制御系の復旧 

添付資料 3.5.1 

安定状態について（溶融炉心・コンクリート相互作用） 

 

溶融炉心・コンクリート相互作用時の安定状態については以下

のとおり。 

原子炉格納容器安定状態：溶融炉心・コンクリート相互作用に

よる原子炉格納容器下部床面及び

壁面の侵食が停止し，侵食の停止を

継続するための設備がその後も機

能維持できると判断され，かつ，必

要な要員の不足や資源の枯渇等の

あらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，安定状態が確立

されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

ペデスタル代替注水系（可搬型）による原子炉格納容器下部へ

の崩壊熱相当量の注水を継続することにより，溶融炉心・コン

クリート相互作用による原子炉格納容器下部床面及び壁面の

侵食の停止を維持でき，原子炉格納容器安定状態が確立され

る。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

 

残留熱代替除去系を用いて又は残留熱除去系機能を復旧して

除熱を行うことにより，安定状態後の更なる除熱が可能とな

る。 

安定状態後の措置に関する具体的な要件は以下のとおり。 

① 原子炉格納容器除熱機能として残留熱代替除去系の使用又

は残留熱除去系の復旧による冷却への移行 

② 原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可

燃性ガス濃度制御系の復旧及び原子炉格納容器内への窒素

ガス封入（パージ） 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

 格納容器破損モード

「DCH，FCI，MCCI」にお

ける格納容器破損防止

対策の有効性について，

１つのシナリオで評価

しており，島根２号炉で

は事象進展後の格納容

器破損モードである

「MCCI」において，安定

状態を整理している。 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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③ 上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水系等

の復旧 

④ 長期的に維持される原子炉格納容器の状態（温度・圧力）に対

し，適切な地震力に対する原子炉格納容器の頑健性の確保 

 

（添付資料 2.1.1 別紙 1） 

 

 

③上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水等

の確保 

④長期的に維持される格納容器の状態（温度・圧力）に対し，

適切な地震力に対する格納容器の頑健性の確保 

 

 

③ 上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水系

等の復旧 

④ 長期的に維持される原子炉格納容器の状態（温度・圧力）

に対し，適切な地震力に対する原子炉格納容器の頑健性の

確保 

（添付資料 2.1.1 別紙 1） 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 3.5.2〕 
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解
析
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び
解
析
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
に
つ
い
て
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン

ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）

 

表
1
 
解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）
（

1
/
3
）

 

解
析
コ
ー
ド
及
び
解
析
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
（
溶
融
炉
心
・
コ

ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）

 

第
1
表
 
解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

(
1／

3
) 

 

解
析
コ
ー
ド
及
び
解
析
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響

評
価
に
つ
い
て
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）

 

表
１

 
解
析

コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）（

１
／
３
）

 

 

・相違理由は本文参照。 

添付資料 3.5.2 
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表

1
 
解
析
コ
ー
ド
に
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け
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重
要
現
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不
確
か
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転
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等
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作
時
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1
表
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表
１
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／
３
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1
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析
コ
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ド
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け
る
重
要
現
象
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不
確
か
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等
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作
時
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に
与
え
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3
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3
）

 

第
1
表
 
解
析
コ
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ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
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転
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等
操
作
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ラ
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表
１
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パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）（

４
／

４
）

  

 

3.5-53



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
表

3
 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時

間
余
裕
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）  

第
3
表
 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与

え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕

 

 

表
３
 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）
（
１
／
２
）
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表
３
 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）
（
２
／
２
）
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添付資料 3.5.3 

 

溶融炉心の崩壊熱及び溶融炉心からプール水への熱流束を保守的

に考慮する場合， 

格納容器下部床面での溶融炉心の拡がりを抑制した場合 

及びコリウムシールド内側への越流を考慮した場合のコンクリー

ト侵食量及び溶融炉心・コンクリート相互作用によって発生する

非凝縮性ガスの影響評価 

 

1. 評価の目的 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」

という。）では，プラント損傷状態を TQUV としており，溶融炉心

から原子炉格納容器下部のプール水への熱流束は，その格納容器

圧力への依存性を考慮している。これは，より厳しいプラント損

傷状態を設定した上で，より現実的に溶融炉心からの除熱量を評

価する観点で設定したものである。 

ベースケースの条件設定に対し，崩壊熱又は溶融炉心からプー

ル水への熱流束（以下「上面熱流束」という。）についてコンクリ

ート侵食量に対する感度を確認した。崩壊熱についての感度を確

認した理由は，プラント損傷状態を LOCA とする場合，TQUV の場

合よりも早く原子炉圧力容器が破損に至ることを確認したためで

ある。上面熱流束についての感度を確認した理由は，「重大事故等

対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについ

て」の添付 3「溶融炉心・コンクリート相互作用について」にお

いて，解析モデルの不確かさを整理し，感度解析対象として抽出

し，その感度を確認したエントレインメント係数，上面熱流束及

び溶融プール－クラスト間の熱伝達係数のうち，上面熱流束がコ

ンクリート侵食量に対して影響の大きいパラメータであることを

確認したためである。 

また，原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心について，ベー

スケースでは床面に一様に拡がる評価モデルとして扱っている

が，その挙動には不確かさがあると考えられる。この溶融炉心が

均一に拡がらない場合の影響を確認するため，溶融炉心の拡がり

が抑制された場合の評価モデルを作成し，コンクリート侵食量を

評価した。 

原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心はコリウムシールドに

よってせき止められるため，多量にドライウェル高電導度廃液サ

添付資料 3.5.1 

 

コリウムシールドを考慮した溶融炉心・コンクリート相互作用に

よる侵食量評価について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 3.5.3 

   

溶融炉心の崩壊熱及び溶融炉心からプール水への熱流束を保守的

に考慮する場合， 

原子炉格納容器下部床面での溶融炉心の拡がりを抑制した場合の

コンクリート侵食量及び溶融炉心・コンクリート相互作用によっ

て発生する非凝縮性ガスの影響評価 

 

 

１．評価の目的 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」

という。）では，プラント損傷状態をＴＱＵＶとしており，溶融炉

心から原子炉格納容器下部のプール水への熱流束は，その格納容

器圧力への依存性を考慮している。これは，より厳しいプラント

損傷状態を設定したうえで，より現実的に溶融炉心からの除熱量

を評価する観点で設定したものである。 

 ベースケースの条件設定に対し，崩壊熱又は溶融炉心からプー

ル水への熱流束（以下「上面熱流束」という。）についてコンクリ

ート侵食量に対する感度を確認した。崩壊熱についての感度を確

認した理由は，プラント損傷状態をＬＯＣＡとする場合，ＴＱＵ

Ｖの場合よりも早く原子炉圧力容器が破損に至ることを確認した

ためである。上面熱流束についての感度を確認した理由は，解析

コード（ＭＡＡＰコード）［1］の「添付３ 溶融炉心・コンクリート

相互作用について」において，解析モデルの不確かさを整理し，

感度解析対象として抽出し，その感度を確認したエントレインメ

ント係数，上面熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係数

のうち，上面熱流束がコンクリート侵食量に対して影響の大きい

パラメータであることを確認したためである。 

 

また，原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心について，ベー

スケースでは床面に一様に拡がる評価モデルとして扱っている

が，その挙動には不確かさがあると考えられる。この溶融炉心が

均一に拡がらない場合の影響を確認するため，溶融炉心の拡がり

が抑制された場合の評価モデルを作成し，コンクリート侵食量を

評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 
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ンプ及びドライウェル低電導度廃液サンプ（以下「ドライウェル

サンプ」という。）に流入することは無いと考える。細粒化された

溶融炉心が水中に浮遊することにより，僅かな量がコリウムシー

ルドの内側に移行することは考えられるが，細粒化された溶融炉

心は周囲の水によって十分に冷却されていると考えられることか

ら，仮に僅かな量の細粒化された溶融炉心がドライウェルサンプ

に移行しても，ドライウェルサンプ床面を有意に侵食するもので

はないと考える。ただし，溶融炉心に対してポロシティを考慮す

る場合，溶融炉心の一部がコリウムシールドを越えて，ドライウ

ェルサンプに流入することが考えられるため，ポロシティをパラ

メータとしてドライウェルサンプ床面及び壁面の侵食量を評価し

た。また，コリウムシールドは溶融物の落下量を保守的に考慮し

て設計しているが，併せてポロシティを考慮すると，溶融物の一

部はドライウェルサンプの内側に流入すると考えられる。このた

め，溶融物の落下量に対するドライウェルサンプ床面の侵食量の

感度を確認する観点から，溶融物の落下量を保守的に考慮し，ポ

ロシティを考慮した場合のドライウェルサンプ床面及び壁面の侵

食量を評価した。 

 

2. 評価条件 

ベースケースの評価条件に対する変更点は以下のとおり。この

他の評価条件は，ベースケースと同等である。 

(1) 格納容器下部の評価において溶融炉心の崩壊熱を保守的に

考慮する場合 

・起因事象の不確かさを保守的に考慮するため，溶融炉心の

崩壊熱をベースケースから変更し，事象発生から 6時間後

の値とした。これは，事故シーケンスを「大破断 LOCA+ECCS

注水機能喪失」とし，本評価事故シーケンスの評価条件と

同様，電源の有無にかかわらず重大事故等対処設備による

原子炉注水機能についても使用できないものと仮定する場

合，原子炉水位の低下が早く，原子炉圧力容器破損までの

時間が約 6.4 時間となることを考慮し保守的に設定した値

である。 

(2) 格納容器下部の評価において上面熱流束を保守的に考慮す

る場合 

・原子炉格納容器下部に落下した後の上面熱流束をベースケ

ースから変更し，800kW/m2一定とした。これは，Kutateladze

型の水平平板限界熱流束相関式において大気圧状態を想定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【比較のため，「2. 解析コードにおける不確かさの影響 (2) 感

度解析」の一部を記載】 

 (2) 感度解析 

ａ．溶融炉心上面熱流束の感度解析【感度解析①】 

 (a)解析条件 

  解析条件を第 2表に示す。溶融炉心から水プールへの熱流束

ついては，上面熱流束の不確かさを考慮した 800kW／m２（一定）

とする。また，対象シーケンスは，事象進展が早く，崩壊熱が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価条件 

ベースケースの評価条件に対する変更点は以下のとおり。この

ほかの評価条件は，ベースケースと同等である。 

（１）原子炉格納容器下部の評価において溶融炉心の崩壊熱を保

守的に考慮する場合 

・起因事象の不確かさを保守的に考慮するため，事故シーケン

スを「大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水機能喪失」とし，本評

価事故シーケンスの評価条件と同様，電源の有無にかかわら

ず重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても使

用できないものと仮定した。この場合，事象発生直後から原

子炉冷却材が流出するため，原子炉圧力容器破損までの時間

が早まり，崩壊熱は大きくなる。 

 

 

（２）原子炉格納容器下部の評価において上面熱流束を保守的に

考慮する場合 

・原子炉格納容器下部に落下した後の上面熱流束をベースケー

スから変更し，800kW/m2 一定とした。これは，Kutateladze

型の水平平板限界熱流束相関式において大気圧状態を想定

柏崎 6/7 では，コリウ

ムシールド堰を越えて

サンプへのデブリ流入

を仮定した評価を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，起因事

象を LOCA とした感度解

析で影響を確認してい

ることによる記載の相

違。 
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した場合，上面熱流束が 800kW/m2程度であることを考慮し，

保守的に設定した値である。なお，ベースケースでは上面

熱流束を 800kW/m2相当（圧力依存有り）としている。ベー

スケースにおける圧力容器破損後の格納容器圧力は，約

0.4MPa[abs]以上で制御されていることから，ベースケース

における上面熱流束は，約 1,400kW/m2（格納容器圧力約

0.4MPa[abs]において）以上となる。 

 

(3) 格納容器下部の評価において溶融炉心の拡がりを抑制する

場合 

・溶融炉心が拡がらないことを想定した最も極端なケースと

して，水中に落下した溶融炉心は水中で拡がらず，初期水

張り水深と同じ高さの円柱になるものとした。 

・評価体系(円柱)の高さは 2m(初期水張り高さ)，底面積は約

22m2(原子炉格納容器下部床面積の約 1/4)とし，評価体系

(円柱)の上面から水によって除熱されるものとした。ただ

し，円柱の側面部分も水に接していることを想定し，上面

からの除熱量は円柱上面の面積に側面の面積を加えた値と

した。 

 

・崩壊熱はベースケースにおける溶融炉心落下時刻(事象発生

から約 7 時間後)の値とし,上面熱流束は,格納容器圧力へ

の依存性を考慮した。 

 

(4) 溶融炉心の一部がコリウムシールドを越えてドライウェル

サンプに流入する場合 

・MAAP コードでは，ドライウェルサンプのような直方体の形

状を模擬できないため，床面積をドライウェルサンプの床

面積に合わせた円柱で模擬した。 

・ドライウェルサンプへの流入量を考慮する上で必要となる

格納容器下部のモデル(コリウムシールド設置位置，コリウ

ムシールド高さ，ドライウェルサンプの形状)は，6 号炉と

7号炉を比較して，ドライウェルサンプ越流時の流入量が

多く，ドライウェルサンプの床面積が小さく上面から水へ

の除熱量が少なくなる 7 号炉で代表させた。 

・ポロシティの評価範囲は 0.26(面心立方格子，最稠密)，

0.32(体心立方格子)，0.4(MAAP 標準値)，0.48(単純立方格

子)の範囲とした。ポロシティについては，おおむね 0.3 以

大きくなり，侵食を厳しくする観点で「大破断ＬＯＣＡ時に損

傷炉心冷却に失敗し，原子炉圧力容器が破損するシーケンス」

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した場合，上面熱流束が 800 kW/m2程度であることを考慮し，

保守的に設定した値である。なお，ベースケースでは上面熱

流束を 800 kW/m2（圧力依存有り）としている。ベースケー

スにおける原子炉圧力容器破損後の格納容器圧力は，約

0.2MPa[gage]以上で制御されていることから，ベースケース

における上面熱流束は，約 1,300kW/m2（格納容器圧力約

0.2MPa[gage]において）以上となる。 

 

（３）原子炉格納容器下部の評価において溶融炉心の拡がりを

抑制する場合 

・溶融炉心が拡がらないことを想定した最も極端なケースとし

て，水中に落下した溶融炉心は水中で拡がらず，初期水張り

水深と同じ高さの円柱になるものとした。 

・評価体系（円柱）の高さは 2.4m（初期水張り高さ），底面積

は約 11m2（原子炉格納容器下部床面積の約 2/5）とし，評価

体系（円柱）の上面から水によって除熱されるものとした。

ただし，円柱の側面部分も水に接していることを想定し，上

面からの除熱量は円柱上面の面積に側面の面積を加えた値

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

初期水張り深さの相

違。 

・設備設計の相違（原子

炉格納容器下部床面積） 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，コリウ

ムシールド堰を越えて

サンプへのデブリ流入

を仮定した場合の感度

解析を実施している。 
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上と報告されているが，ポロシティに対する侵食量の感度

を確認する観点から，ポロシティの最小値について，本評

価では仮想的に 0.26 を設定した。 

・崩熱熱は事象発生から 7 時間後，上面熱流束はポロシティ

及び格納容器圧力への依存性を考慮した値とした。 

・下部ドライウェルでの溶融炉心の堆積高さ(コリウムシール

ドに囲まれた床面積を除いた場合)は表1 のとおりとした。

これを踏まえ，各ポロシティを用いた場合のドライウェル

サンプ内への溶融炉心の流入量を以下のとおりに考慮し，

表1 のとおりにドライウェルサンプ内での溶融炉心の堆積

高さを設定した。 

(i) コリウムシールドの高さ以上に堆積し，コリウムシー

ルドの内側に流入するものと見なす溶融炉心の量がド

ライウェルサンプの体積未満の場合 

ポロシティが 0.26 のケースでは，コリウムシールド

の高さ以上に堆積する溶融炉心の量がドライウェルサン

プ 2 つ分の容量(ドライウェルサンプの床面積の小さい

7 号炉で代表)未満であることから，二つのドライウェル

サンプに均一に溶融炉心が流入すると想定し，堆積厚さ

を約 0.7m とした。 

(ii)コリウムシールドの高さ以上に堆積し，コリウムシール

ドの内側に流入するものと見なす溶融炉心の量がドライ

ウェルサンプの体積以上の場合 

ポロシティが 0.32，0.4 及び 0.48 のケースでは，溶融

炉心の流入量がドライウェルサンプ 2 つ分(ドライウェル

サンプの床面積の小さい 7 号炉で代表)の容量を上回る。

溶融炉心がコリウムシールドの内側のドライウェルサンプ

の外の領域にも堆積するため，ドライウェルサンプ及びコ

リウムシールドの内側のドライウェルサンプの外の領域に

堆積した場合の堆積高さを用いてドライウェルサンプ床面

の侵食量評価行った。 

 

(5) 溶融物の落下量を保守的に考慮する場合 

・MAAP コードでは，ドライウェルサンプのような直方体の形

状を模擬できないため，床面積をドライウェルサンプの床

面積に合わせた円柱で模擬した。 

・ドライウェルサンプへの流入量を考慮する上で必要となる

格納容器下部のモデル(コリウムシールド設置位置，コリウ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，原子炉

格納容器下部の床面に

ドライウェルサンプが

設置されており，ドライ
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ムシールド高さ，ドライウェルサンプの形状)は，6 号炉と

7号炉を比較して，7 号炉のコンクリート侵食量の方が多

いことを確認し，7 号炉で代表させた。 

・ポロシティは概ね0.3 以上と報告されていることを踏まえ，

現実的に厳しめの値として，保守的に 0.32(体心立方格子

の値)とした。 

・崩熱熱は事象発生から 7 時間後，上面熱流束はポロシティ

及び格納容器圧力への依存性を考慮した値とした。 

・下部ドライウェルでの溶融炉心の堆積高さ(コリウムシール

ドに囲まれた床面積を除いた場合)はポロシティ及び落下

物量の想定から，溶融炉心がコリウムシールド内を埋め，

更に格納容器下部全体に堆積する高さ(格納容器下部床面

から約 0.66m(ドライウェルサンプ床面から約 2.06m))とし

た。 

 

3. 評価結果 

(1) 格納容器下部の評価において溶融炉心の崩壊熱を保守的に

考慮する場合 

評価結果を図 1に示す。評価の結果，コンクリート侵食量

は床面で約 3cm，壁面で約 3cm に抑えられることから，原子

炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。コンク

リート侵食量が僅かであることから，本評価における溶融炉

心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生量は格納

容器内の気相濃度に影響を与えない。このため，溶融炉心・

コンクリート相互作用に伴う可燃性ガスの発生による格納容

器圧力への影響は無く，格納容器内の気体組成の推移はベー

スケース（3.5.2 (3) b 参照）と同じとなる。なお，ベース

ケースにおける原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水

素濃度は，ドライウェルにおいて最低値を示すが，ウェット

条件で 12vol%以上，ドライ条件で 34vol%以上※となり，ドラ

イ条件において 13vol%を上回る。一方，酸素濃度はウェット

条件で 2.1vol%以下，ドライ条件で 2.6vol%以下であり，5vol%

を下回ることから，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼

が発生するおそれは無い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．評価結果 

（１）原子炉格納容器下部の評価において溶融炉心の崩壊熱を保

守的に考慮する場合 

評価結果を図１に示す。評価の結果，コンクリート侵食量

は床面で０cm，壁面で約４cm に抑えられることから，原子

炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。コンク

リートの侵食量がわずかであることから，本評価における溶

融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生量は

原子炉格納容器内の気相濃度に影響を与えない。このため，

溶融炉心・コンクリート相互作用に伴う可燃性ガスの発生に

よる格納容器圧力への影響は無く，原子炉格納容器内の気体

組成の推移はベースケース（3.5.2(3)ｂ．参照）と同じとな

る。ただし，原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却

材の放出，原子炉圧力容器破損及び原子炉格納容器下部への

溶融炉心落下による格納容器圧力の上昇によって，事象発生

12 時間後における格納容器圧力は 427kPa[gage]（１Pd）以

上となることから，過圧破損防止の観点で窒素注入は実施し

ないため，そのマネジメントの差異が原子炉格納容器内の気

相濃度に影響を与える。 

本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後

の水素濃度は，サプレッション・チェンバよりも大きな値と

なるドライウェルにおいて，ウェット条件で約0.1vol%以上，

ドライ条件で約 24.8vol%以上となり，ドライ条件において

ウェルサンプにおける

コンクリート侵食量を

厳しめに評価するため，

溶融物の落下量を保守

的に考慮する場合の感

度解析を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，コリウ

ムシールドを設置して

おり，原子炉格納容器下

部床面でのコンクリー

ト侵食は生じない。 

 

・整理方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，感度解

析ケースにおける可燃

性ガスの評価を実施し

ている。 
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(2) 格納容器下部の評価において上面熱流束を保守的に考慮す

る場合 

評価結果を図 2に示す。評価の結果，コンクリート侵食量

は床面で約 8cm，壁面で約 7cm に抑えられ，原子炉圧力容器

の支持機能を維持できることを確認した。本感度解析ケース

では，溶融炉心・コンクリート相互作用によって約 118kg の

可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，ベース

ケースでもジルコニウム－水反応によって約 1400kg の水素

ガスが発生することを考慮すると，溶融炉心・コンクリート

相互作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生

が格納容器圧力に与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生

が，可燃性ガスの燃焼の可能性に及ぼす影響について，原子

炉格納容器下部への溶融炉心落下後の原子炉格納容器内の水

素濃度は，ベースケースにおいても，ウェット条件で 12vol%

以上，ドライ条件で 34vol%以上※となり，ドライ条件におい

て 13vol%を上回る。このことから，本感度解析ケースの溶融

炉心・コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性ガスを

ベースケースの結果に加えたとしても，原子炉格納容器内で

の可燃性ガスの燃焼の可能性には影響しない。なお，溶融炉

心・コンクリート相互作用によって生じる約 118kg の気体の

内訳は，可燃性ガスである水素ガスが約 93kg，一酸化炭素が

約 25kg，その他の非凝縮性ガスである二酸化炭素が 1kg 未満

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (b)解析結果 

   評価結果を第 3 表に示す。ペデスタルのプール水中に落下

した溶融炉心とコリウムシールドの接触面温度は 2,100℃未

満であり，コリウムシールドを設置することにより，溶融炉

心・コンクリート相互作用によるコンクリートの侵食が生じな

い。このため，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13vol%を上回る。一方，酸素濃度は水の放射線分解によって

徐々に上昇するものの，事象発生から７日後（168 時間後）

においてもウェット条件で約 2.4vol%，ドライ条件で約

2.9vol%であり，５vol%を下回ることから，原子炉格納容器

内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはない。なお，上

述のとおり，本感度解析ケースにおいては窒素注入を実施し

ていないことから，長期的な格納容器圧力はベースケースに

比べて低く，原子炉格納容器内の酸素濃度はベースケースに

比べて大きい結果となっている。 

 

（２）原子炉格納容器下部の評価において上面熱流束を保守的

に考慮する場合 

評価結果を図２に示す。評価の結果，コンクリート侵食量

は床面で０cm，壁面で約 13cm に抑えられ，原子炉圧力容器

の支持機能を維持できることを確認した。本感度解析ケース

では，溶融炉心・コンクリート相互作用によって約 41kg の

可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，本評価

においても，ベースケース同様にジルコニウム－水反応によ

って約 422kg の水素ガスが発生することを考慮すると，溶融

炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガス及びその他の

非凝縮性ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。

なお，ベースケースよりもコンクリート侵食量が増加するこ

とにより，可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生量が

増加するため，事象発生 12 時間後における格納容器圧力は

427kPa[gage]（１Pd）以上となることから，過圧破損防止の

観点で窒素注入は実施していない。 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生

が，可燃性ガスの燃焼の可能性に及ぼす影響について，本評

価における原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の原子

炉格納容器内の水素濃度は，ドライウェルよりも大きな値と

なるサプレッション・チェンバにおいて，ウェット条件で約

6.1vol%以上，ドライ条件で約 30.9vol%以上となり，ドライ

条件において 13 vol%を上回る。このことから，本感度解析

において評価した，溶融炉心・コンクリート相互作用に伴っ

て発生する可燃性ガスを，本評価の結果に加えたとしても，

原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼の可能性には影響

しない。なお，溶融炉心・コンクリート相互作用によって生

じる約 41kg の気体の内訳は，可燃性ガスである水素ガスが

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，コリウ

ムシールドを設置して

おり，原子炉格納容器下

部床面でのコンクリー

ト侵食は生じない。な

お，原子炉格納容器下部

壁面におけるコンクリ

ート侵食量はベースケ

ースよりも増加してお

り，柏崎 6/7 と同様の傾

向となっている。 

 

 

 

 

 

 

・整理方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，感度解

析ケースにおける可燃

性ガスの評価を実施し

ている。 

 

 

・解析結果の相違 
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である。ジルコニウム－水反応によって発生する水素ガスも

考慮すると，原子炉格納容器内に存在する可燃性ガスとして

は水素ガスが支配的であり，一酸化炭素の影響は無視できる。 

 

 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，溶融炉心・

コンクリート相互作用では酸素ガスは発生しないため，溶融

炉心・コンクリート相互作用により発生する可燃性ガス及び

その他の非凝縮性ガスを考慮することは原子炉格納容器内の

酸素濃度を下げる要因となる。このため，本感度解析ケース

の溶融炉心・コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性

ガス及びその他の非凝縮性ガスをベースケースの結果に加え

る場合，原子炉格納容器内の酸素濃度はベースケース（3.5.2 

(3) b 参照）にて示した酸素濃度（ウェット条件で 2.1vol%，

ドライ条件で 2.6vol%）以下になるものと考えられる。この

ため，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するお

それは無い。 

※ 原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水素濃度は，

サプレッション・チェンバよりもドライウェルの方がお

おむね低く推移する。最も低い値は，ウェット条件では

事象発生から約 8.4 時間後のドライウェルにおいて約

12vol%，ドライ条件では事象発生の約 7時間後のドライ

ウェルにおいて約 34vol%であり，最も低い値であって

も 13vol%を上回ることから，水素燃焼を防止するため

の事故対応の観点では酸素濃度を5vol%未満に維持する

ことが重要となる。なお，事象発生から 20.5 時間後に

開始する，代替原子炉補機冷却系による代替循環冷却開

始以降，原子炉格納容器内の気相濃度の変化が緩やかに

なる。サプレッション・チェンバと比較して水素濃度が

おおむね低く推移するドライウェルの水素濃度は，ウェ

ット条件では約 30vol%から徐々に上昇して 168 時間後

に約 43vol%となり，ドライ条件では約 53vol%で安定す

る。気相濃度の推移の詳細は第 3.5.5 図から第 3.5.8 図

参照。 

 

(3) 格納容器下部の評価において溶融炉心の拡がりを抑制する

場合 

評価結果を図 3に示す。評価の結果，コンクリート侵食量

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約 35kg，一酸化炭素が約６kg，その他の非凝縮性ガスである

二酸化炭素が１kg未満である。ジルコニウム－水反応によっ

て発生する水素ガスも考慮すると，原子炉格納容器内に存在

する可燃性ガスとしては水素ガスが支配的であり，一酸化炭

素の影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，水の放射

線分解によって徐々に上昇するものの，事象発生から７日後

（168 時間後）でもサプレッション・チェンバにおいて，ウ

ェット条件で約 1.5vol%，ドライ条件で約 4.1vol%であり，可

燃限界である５vol%を下回る。溶融炉心・コンクリート相互

作用では酸素ガスは発生しないため，溶融炉心・コンクリー

ト相互作用により発生する可燃性ガス及びその他の非凝縮性

ガスを考慮することは原子炉格納容器内の酸素濃度を下げる

要因となる。このため，本感度解析ケースの溶融炉心・コン

クリート相互作用に伴って発生する可燃性ガス及びその他の

非凝縮性ガスの発生量を本評価の結果に加えて気相濃度を評

価する場合，上記の酸素濃度（ウェット条件で 1.5vol%，ド

ライ条件で 4.1vol%）以下になるものと考えられる。このた

め，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそ

れはない。なお，上述のとおり，本感度解析ケースにおいて

は窒素注入を実施していないことから，長期的な格納容器圧

力はベースケースに比べて低く，原子炉格納容器内の酸素濃

度はベースケースに比べて大きい結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）原子炉格納容器下部の評価において溶融炉心の拡がりを抑

制する場合 

評価結果を図３に示す。評価の結果，コリウムシールド及

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 
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は床面で約 1cm に抑えられることから，原子炉圧力容器の支

持機能を維持できることを確認した。コンクリート侵食量が

僅かであることから，本評価における溶融炉心・コンクリー

ト相互作用による可燃性ガスの発生量は格納容器内の気相濃

度に影響を与えない。このため，溶融炉心・コンクリート相

互作用に伴う可燃性ガスの発生による格納容器圧力への影響

は無く，格納容器内の気体組成の推移はベースケース（3.5.2 

(3) b 参照）と同じとなる。なお，ベースケースにおける原

子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水素濃度は，ドライ

ウェルにおいて最低値を示すが，ウェット条件で12vol%以上，

ドライ条件で 34vol%以上※となり，ドライ条件において

13vol%を上回る。一方，酸素濃度はウェット条件で 2.1vol%

以下，ドライ条件で 2.6vol%以下であり，5vol%を下回ること

から，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するお

それは無い。 

 

(4) 溶融炉心の一部がコリウムシールドを越えてドライウェル

サンプに流入する場合 

評価結果を表 2に示す。ドライウェルサンプ床面の侵食量

は最大約 5cm であり，鋼製ライナの損傷には至ることは無く，

ドライウェルサンプ壁面の侵食量は最大約 5cm であり，外側

鋼板の損傷に至ることは無いことを確認した。コンクリート

侵食量が僅かであることから，本評価における溶融炉心・コ

ンクリート相互作用による可燃性ガスの発生量は格納容器内

の気相濃度に影響を与えない。このため，溶融炉心・コンク

リート相互作用に伴う可燃性ガスの発生による格納容器圧力

への影響は無く，格納容器内の気体組成の推移はベースケー

ス（3.5.2(3) b 参照）と同じとなる。なお，ベースケースに

おける原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水素ガス濃

度は，ドライウェルにおいて最低値を示すが，ウェット条件

で 12vol%以上，ドライ条件で 34vol%以上※となり，ドライ条

件において 13vol%を上回る。一方，酸素ガス濃度はウェット

条件で 2.1vol%以下，ドライ条件で 2.6vol%以下であり，5vol%

を下回ることから，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼

が発生するおそれは無い。 

 

(5) 溶融物の落下量を保守的に考慮する場合 

評価結果を図 4に示す。ドライウェルサンプ床面の侵食量

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

びコンクリートの侵食は生じず，原子炉圧力容器の支持機能

を維持できることを確認した。溶融炉心・コンクリート相互

作用によってコンクリート侵食は生じないことから可燃性ガ

ス及びその他の非凝縮性ガスは発生せず，格納容器圧力や原

子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度への影響はない。な

お，本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後

の水素濃度は，ドライウェルよりも大きな値となるサプレッ

ション・チェンバにおいて，ウェット条件で約 10.2vol%以上，

ドライ条件で約 24.4vol%以上となり，ドライ条件において 13 

vol%を上回る。一方，酸素濃度は水の放射線分解によって徐々

に上昇するものの，事象発生から７日後（168 時間後）にお

いても酸素濃度はウェット条件で約 1.6vol%，ドライ条件で

約 2.6vol%であり，５vol%を下回ることから，原子炉格納容

器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【柏崎 6/7】 

 島根２号では，コリウ

ムシールドを設置して

おり，原子炉格納容器下

部床面でのコンクリー

ト侵食は生じない。 

・整理方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号では，感度解

析ケースにおける可燃

性ガスの評価を実施し

ている。 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，コリ

ウムシールド堰を越え

てサンプへのデブリ流

入を仮定した場合の感

度解析を実施してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 
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は約 9cm であり，鋼製ライナの損傷に至ることは無く，ドラ

イウェルサンプ壁面の侵食量は約 9cm であり，外側鋼板の損

傷に至ることは無いことを確認した。本評価における侵食量

は(2)と同等であることから，可燃性ガスの発生量についても

同程度と考えられ，本評価における溶融炉心・コンクリート

相互作用による可燃性ガスの影響は(2)と同様に整理できる

ものと考えられる。このため，溶融炉心・コンクリート相互

作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生が格

納容器圧力に与える影響は小さく，原子炉格納容器内での可

燃性ガスの燃焼が発生するおそれは無い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

溶融炉心の落下時刻の不確かさや解析モデルの不確かさの影響

によって原子炉格納容器下部のコンクリート侵食量が増大する場

合の保守的な条件設定が評価結果に与える影響を確認した結果，

評価項目となるコンクリート侵食量は，最もコンクリート侵食量

が多い結果となった溶融物の落下量を保守的に考慮した場合であ

ってもドライウェルサンプ床面で約9cm及び壁面で約9cmであり，

原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。 

また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発

生を考慮しても格納容器圧力に与える影響は小さく，可燃性ガス

の燃焼の観点でも燃焼のリスクを高めるものではないことを確認

した。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．伝熱物性値温度依存性の感度解析【感度解析②】 

   コリウムシールドの伝熱物性値の温度依存性の影響につい

ては，「4. コリウムシールドの侵食及び伝熱物性値の温度依存

性を考慮した感度解析」において，コリウムシールドの侵食が

生じた場合の影響と併せて確認する。なお，伝熱物性値の温度

依存性の取扱いが可能な汎用有限解析コードにて評価した場

合においても，ペデスタル（ドライウェル部）のコンクリート

が侵食されないことを確認している（別添 2）。 

【ここまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

溶融炉心の落下時刻の不確かさや解析モデルの不確かさの影

響によって原子炉格納容器下部のコンクリート侵食量が増大す

る場合の保守的な条件設定が評価結果に与える影響を確認した

結果，評価項目となるコンクリート侵食量は，最もコンクリート

侵食量が多い結果となった上面熱流束を保守的に考慮した場合

であっても床面で０cm，壁面で約 13cm であり，原子炉圧力容器

の支持機能を維持できることを確認した。 

また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発

生を考慮しても格納容器圧力に与える影響は小さく，可燃性ガス

の燃焼の観点でも燃料のリスクを高めるものではないことを確

認した。 

 

 

 

柏崎 6/7 では，原子炉

格納容器下部の床面に

ドライウェルサンプが

設置されており，ドライ

ウェルサンプにおける

コンクリート侵食量を

厳しめに評価するため，

溶融物の落下量を保守

的に考慮する場合の感

度解析を実施している。 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

東海第二では，格納容

器の構造上，デブリが床

スラブを貫通し格納容

器の機能の健全性への

影響等が考えられるた

め，コリウムシールドを

介した熱伝達の温度依

存性の影響について評

価している。 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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以 上 
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第 3 表 解析結果（溶融炉心上面熱流束）【感度解析①】 

 

 

 

 

 

図１ 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリート侵食量の

推移 

（溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合） 

 

 

 

図２ 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリート侵食量の

推移 

（上面熱流束を保守的に考慮する場合） 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

コンクリート侵食量

についてベースケース

と大きな差は見られず，

島根２号炉と柏崎 6/7

で同様の傾向となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

【柏崎 6/7】 

ベースケースよりも，

コンクリート侵食量が

増加しており，島根２号

炉と柏崎 6/7 で同様の

傾向となっている。 

【東海第二】 

東海第二では，原子炉

格納容器下部壁面及び

床面にコリウムシール

ドを設置しており，侵食

は生じない。 
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図３ 原子炉格納容器下部床面及び壁面のコンクリート侵食量の

推移 

（溶融炉心の拡がりを抑制した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号では，拡がり

を抑制した場合の方が

溶融炉心と水との伝熱

面積が大きくなり，除熱

量が大きくなることで，

コンクリート侵食は生

じていない。 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，原子炉

格納容器下部の床面に

ドライウェルサンプが

設置されており，ドライ

ウェルサンプにおける

コンクリート侵食量を

厳しめに評価するため，

溶融物の落下量を保守

的に考慮する場合の感

度解析を実施している。 
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第 5 表 解析条件（伝熱物性値及びコリウムシールド侵食）【感度

解析②】 

 

  

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，コリウ

ムシールド堰を越えて

サンプへのデブリ流入

を仮定した場合の感度

解析を実施している。 

 

 

 

 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

東海第二では，格納容

器の構造上，デブリが床

スラブを貫通し格納容

器の機能の健全性への

影響等が考えられるた

め，コリウムシールドを

介した熱伝達の温度依

存性の影響について評

価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

                

3.5-68
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4. 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故

4.1 想定事故 1 

4.1.1 想定事故 1 の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある

事故」において，使用済燃料プールにおける燃料損傷防止対

策の有効性を確認するために想定する事故の一つには，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事

故 1 として「使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪

失することにより，使用済燃料プール内の水の温度が上昇し，

蒸発により水位が低下する事故」がある。 

(2) 想定事故 1 の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故 1 では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機

能が喪失することを想定する。このため，使用済燃料プール

水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって

使用済燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置

がとられない場合には，使用済燃料プール水位の低下により

燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能

を喪失したことによって燃料損傷に至る事故を想定するもの

である。このため,重大事故等対策の有効性評価には，使用済

燃料プールの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待す

ることが考えられる。 

したがって，想定事故 1 では，燃料プール代替注水系によ

り使用済燃料プールへ注水することによって，燃料損傷の防

止を図る。また，燃料プール代替注水系により使用済燃料プ

ール水位を維持する。 

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故 1 における機能喪失に対して，使用済燃料プール

内の燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を

可能とするため，燃料プール代替注水系※1 による使用済燃料

プールへの注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図

を第 4.1.1 図に，手順の概要を第 4.1.2 図に示すとともに，

4. 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故

4.1 想定事故１ 

4.1.1 想定事故１の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある

事故」において，使用済燃料プールにおける燃料損傷防止対

策の有効性を確認するために想定する事故の一つには，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事

故１として「使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪

失することにより，使用済燃料プール内の水の温度が上昇し，

蒸発により水位が低下する事故」がある。 

(2) 想定事故１の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故１では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機

能が喪失することを想定する。このため，使用済燃料プール

水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって

使用済燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置

がとられない場合には，使用済燃料プール水位の低下により

燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能

を喪失したことによって燃料損傷に至る事故を想定するもの

である。このため，重大事故等対策の有効性評価には，使用

済燃料プールの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待

することが考えられる。 

したがって，想定事故１では，可搬型代替注水中型ポンプ

による代替燃料プール注水系（注水ライン）（以下「代替燃料

プール注水系」という。）により使用済燃料プールへ注水する

ことによって，燃料損傷の防止を図る。また，代替燃料プー

ル注水系により使用済燃料プール水位を維持する。

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故１における機能喪失に対して，使用済燃料プール

内の燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を

可能とするため，代替燃料プール注水系※１による使用済燃料

プールへの注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図

を第 4.1－1 図に，手順の概要を第 4.1－2 図に示すととも

4. 燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故

4.1 想定事故１ 

4.1.1 想定事故１の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」

において，燃料プールにおける燃料損傷防止対策の有効性を

確認するために想定する事故の一つには，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事故１として

「燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失することによ

り，燃料プール内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低

下する事故」がある。 

(2) 想定事故１の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故１では，燃料プールの冷却機能及び注水機能が喪

失することを想定する。このため，燃料プール水温が徐々に

上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって燃料プール水

位が緩慢に低下することから，緩和措置がとられない場合に

は，燃料プール水位の低下により燃料が露出し，燃料損傷に

至る。 

本想定事故は，燃料プールの冷却機能及び注水機能を喪失

したことによって燃料損傷に至る事故を想定するものであ

る。このため，重大事故等対策の有効性評価には，燃料プー

ルの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待することが

考えられる。 

したがって，想定事故１では，燃料プールスプレイ系（可

搬型スプレイノズル）により燃料プールへ注水することによ

って，燃料損傷の防止を図る。また，燃料プールスプレイ系

（可搬型スプレイノズル）により燃料プール水位を維持する。 

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故１における機能喪失に対して，燃料プール内の燃

料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能と

するため，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）※

１による燃料プールへの注水手段を整備する。これらの対策の

概略系統図を第 4.1.1－1 図に，手順の概要を第 4.1.1－2 図

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策

における設備と操作手順の関係を第 4.1.1 表に示す。 

 

想定事故 1 において，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対

策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員

で構成され，合計 18名である。その内訳は次のとおりである。

中央制御室の運転員は，当直長 1名（6号及び 7号炉兼任），

当直副長 2 名，運転操作対応を行う運転員 2 名である。発電

所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時

対策本部要員は 5 名，緊急時対策要員（現場）8 名である。

必要な要員と作業項目について第 4.1.3 図に示す。 

 

 

 

 

※1 燃料プール代替注水系として, 燃料プール代替注水系

（常設スプレイヘッダ）を想定する。なお，燃料プール代

替注水系（常設スプレイヘッダ）の注水手段が使用できな

い場合においては燃料プール代替注水系（可搬型スプレイ

ヘッダ）による対応が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．使用済燃料プールの冷却機能喪失確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が機能喪失するこ

とにより，使用済燃料プール水の温度が上昇する。中央制

御室からの遠隔操作による使用済燃料プールの冷却系の再

起動操作が困難な場合，使用済燃料プールの冷却機能喪失

であることを確認する。 

使用済燃料プールの冷却機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）等

である。 

 

ｂ．使用済燃料プールの注水機能喪失確認 

に，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等

対策における設備と操作手順の関係を第 4.1－1 表に示す。 

 

想定事故１において，事象発生 2 時間までの重大事故等対

策に必要な要員は，災害対策要員（初動）17 名である。その

内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直発電

長 1 名，当直副発電長 1 名及び運転操作対応を行う当直運転

員 3 名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報

連絡等を行う要員は 4 名，現場操作を行う重大事故等対応要

員は 8 名である。 

 

また，事象発生 2 時間以降に追加で必要な参集要員は，タ

ンクローリによる燃料給油操作を行うための重大事故等対応

要員 2 名である。必要な要員と作業項目について第 4.1－3 

図に示す。 

※1 可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系

（注水ライン）以外に，常設低圧代替注水系ポンプによる

代替燃料プール注水系（注水ライン），可搬型代替注水大

型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン），常

設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（常

設スプレイヘッダ），可搬型代替注水中型ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ），可搬型代替

注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（常設スプレ

イヘッダ）及び可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料

プール注水系（可搬型スプレイノズル）による対応が可能

である。 

 

ａ．使用済燃料プールの冷却機能喪失確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が機能喪失するこ

とにより，使用済燃料プール水の温度が上昇する。中央制

御室からの遠隔操作による使用済燃料プールの冷却系の再

起動操作が困難な場合，使用済燃料プールの冷却機能喪失

であることを確認する。 

使用済燃料プールの冷却機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）

等である。 

 

ｂ．使用済燃料プールの注水機能喪失確認 

に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，

重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第4.1.1－1

表に示す。 

想定事故１において，重大事故等対策に必要な要員は，中

央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計 24 名

である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員

は，当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を行う運転員

１名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連

絡等を行う緊急時対策本部要員は５名，緊急時対策要員（現

場）は 16 名である。必要な要員と作業項目について第 4.1.1

－3 図に示す。 

 

 

 

 

※１燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）以外に，

燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）による対応

が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．燃料プールの冷却機能喪失確認 

燃料プールを冷却している系統が機能喪失することによ

り，燃料プール水の温度が上昇する。中央制御室からの遠

隔操作による燃料プールの冷却系の再起動操作が困難な場

合，燃料プールの冷却機能喪失であることを確認する。 

 

燃料プールの冷却機能喪失を確認するために必要な計装

設備は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）等である。 

 

 

ｂ．燃料プールの注水機能喪失確認 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の 

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 24 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 
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使用済燃料プールの冷却機能喪失の確認後，使用済燃料

プール水の温度上昇による蒸発により使用済燃料プール水

位が低下することが想定されるため，補給水系による使用

済燃料プールへの注水準備を行う。中央制御室からの遠隔

操作により使用済燃料プールへの注水準備が困難な場合，

使用済燃料プールの注水機能喪失であることを確認する。 

使用済燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）等

である。 

 

 

ｃ．燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水 

燃料プール代替注水系の準備は冷却機能喪失による異常

の認知を起点として開始する。 

 

 

 

 

 

準備が完了したところで，燃料プール代替注水系による

使用済燃料プールへの注水を開始し，使用済燃料プール水

位は回復する。その後，使用済燃料プールの冷却機能を復

旧するとともに，燃料プール代替注水系の間欠運転又は流

量調整により蒸発量に応じた注水を行うことで，必要な遮

蔽※2 を確保できる使用済燃料プール水位より高く維持す

る。 

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水

を確認するために必要な計装設備は，使用済燃料貯蔵プー

ル水位・温度等である。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。想

定事故１における原子炉建屋オペレーティングフロア

での作業時間及び作業員の退避は 1時間以内であり，作

業員の被ばく量は最大でも 10mSv となるため，緊急作業

時における被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある。 

 

原子炉建屋オペレーティングフロアでの作業は，燃料

プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を使用する

場合，可搬型スプレイヘッダ及びホースの設置が想定さ

使用済燃料プールの冷却機能喪失の確認後，使用済燃料

プール水の温度上昇による蒸発により使用済燃料プール水

位が低下することが想定されるため，補給水系による使用

済燃料プールへの注水準備を行う。中央制御室からの遠隔

操作により使用済燃料プールへの注水準備が困難な場合，

使用済燃料プールの注水機能喪失であることを確認する。 

使用済燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要

な計装設備は，使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域）

等である。 

（添付資料 4.1.1） 

 

ｃ．代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水 

代替燃料プール注水系の準備は冷却機能喪失による異常

の認知を起点として開始する。中央制御室からの遠隔操作

により，代替燃料プール注水系の電動弁を開操作し系統構

成を実施するが，外部電源が喪失している場合には，中央

制御室からの遠隔操作により常設代替交流電源設備による

緊急用母線への交流電源供給を実施し，必要な計装設備及

び当該電動弁に給電する。 

準備が完了したところで，代替燃料プール注水系による

使用済燃料プールへの注水を開始し，使用済燃料プール水

位は回復する。その後，使用済燃料プールの冷却機能を復

旧するとともに，代替燃料プール注水系の間欠運転又は流

量調整により蒸発量に応じた注水を行うことで，必要な遮

蔽※２を確保できる使用済燃料プール水位より高く維持す

る。 

代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水

を確認するために必要な計装設備は，使用済燃料プール水

位・温度（ＳＡ広域）等である。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は10mSv／h とする。

想定事故１における原子炉建屋原子炉棟6 階での作

業時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，作

業員の被ばく量は最大でも 22mSv となるため，緊急

作業時における被ばく限度の 100mSv に対して余裕

がある。 

原子炉建屋原子炉棟 6 階での作業は，可搬型代替注

水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）を使用した使用済燃料プールスプ

燃料プールの冷却機能喪失の確認後，燃料プール水の温

度上昇による蒸発により燃料プール水位が低下することが

想定されるため，復水輸送系等による燃料プールへの注水

準備を行う。中央制御室からの遠隔操作により燃料プール

への注水準備が困難な場合，燃料プールの注水機能喪失で

あることを確認する。 

燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要な計装

設備は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）等である。 

 

 

 

ｃ．燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）による

燃料プールへの注水 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）の準備

は冷却機能喪失による異常の認知を起点として開始する。 

 

 

 

 

準備が完了したところで，燃料プールスプレイ系（可搬

型スプレイノズル）による燃料プールへの注水を開始し，

燃料プール水位を維持する。その後，燃料プールの冷却機

能を復旧するとともに，燃料プールスプレイ系（可搬型ス

プレイノズル）の間欠運転又は流量調整により蒸発量に応

じた注水を行うことで，必要な遮蔽※２を確保できる燃料プ

ール水位より高く維持する。 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）による

燃料プールへの注水を確認するために必要な計装設備は，

燃料プール水位・温度（ＳＡ）等である。 

※２ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。

想定事故１における原子炉建物原子炉棟４階での緊急

時対策要員による作業時間並びに現場作業員の退避は

２時間以内であり，作業員の被ばく量は最大でも 20mSv

となるため，緊急作業時における被ばく限度の 100mSv

に対して余裕がある。 

原子炉建物原子炉棟４階での作業は，燃料プールスプ

レイ系（可搬型スプレイノズル）を使用する場合の可搬

型スプレイノズル及びホースの設置が想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の燃料プ

ールスプレイ系（可搬型

スプレイノズル）は，電

動弁を有していない。 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，燃料プ

ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系（可搬型スプレイ

ノズル）による注水準備

が完了する。 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の緊急時

対策要員による作業時

間並びに現場作業員の

退避時間を考慮した被

ばく評価結果の相違。 

4.1-3



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

れる。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検査

作業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおけ

る線量率を考慮した値である。 

この線量率となる使用済燃料プール水位は通常水位

から約 2.1m 下の位置である。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

レイの準備操作における可搬型スプレイノズル及び

ホースの設置が想定される。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設

定期検査作業時での原子炉建屋原子炉棟6 階におけ

る線量率を考慮した値である。 

この線量率となる使用済燃料プール水位は通常水位

から約 0.86m 下の位置である。 

 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検査

作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率を

考慮した値である。 

この線量率となる燃料プール水位は通常水位から約

2.6m下の位置である。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

4.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

想定事故 1 で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び

評価項目の設定」に示すとおり，「使用済燃料プールの冷却機

能又は注水機能が喪失することにより，使用済燃料プール内

の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故」であ

る。 

想定事故 1 では，使用済燃料プールの冷却機能喪失及び注

水機能喪失に伴い使用済燃料プール水温が徐々に上昇し，や

がて沸騰して蒸発することによって使用済燃料プール水位が

緩慢に低下するが，使用済燃料プールへの注水により，使用

済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保で

きることを評価する。なお，使用済燃料プール水位が放射線

の遮蔽が維持される水位を確保できることで，有効燃料棒頂

部は冠水が維持される。 

未臨界については，燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラッ

クセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，維持され

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定

事故 1 における運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

想定事故 1 に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

4.1.2 表に示す。また，主要な評価条件について，想定事故 1

特有の評価条件を以下に示す。 

なお,本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳し

4.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

想定事故１で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び

評価項目の設定」に示すとおり，「使用済燃料プールの冷却

機能又は注水機能が喪失することにより，使用済燃料プール

内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故」で

ある。 

想定事故１では，使用済燃料プールの冷却機能喪失及び注

水機能喪失に伴い使用済燃料プール水温が徐々に上昇し，や

がて沸騰して蒸発することによって使用済燃料プール水位が

緩慢に低下するが，使用済燃料プールへの注水により，使用

済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保で

きることを評価する。なお，使用済燃料プール水位が放射線

の遮蔽が維持される水位を確保できることで，燃料有効長頂

部は冠水が維持される。 

未臨界については，燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラッ

クセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，維持され

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定

事故１における運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 4.1.2，4.1.3） 

 

(2) 有効性評価の条件 

想定事故１に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

4.1－2 表に示す。また，主要な評価条件について，想定事故

１特有の評価条件を以下に示す。 

なお，本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳し

4.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

想定事故１で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び

評価項目の設定」に示すとおり，「燃料プールの冷却機能又

は注水機能が喪失することにより，燃料プール内の水の温度

が上昇し，蒸発により水位が低下する事故」である。 

 

想定事故１では，燃料プールの冷却機能喪失及び注水機能

喪失に伴い燃料プール水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して

蒸発することによって燃料プール水位が緩慢に低下するが，

燃料プールへの注水により，燃料プール水位が放射線の遮蔽

が維持される水位を確保できることを評価する。なお，燃料

プール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できるこ

とで，燃料棒有効長頂部は冠水が維持される。 

 

未臨界については，燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラッ

クセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，維持され

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定

事故１における運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

想定事故１に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第

4.1.2－1表に示す。また，主要な評価条件について，想定事

故１特有の評価条件を以下に示す。 

なお，本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳し
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い条件である，原子炉運転停止中の使用済燃料プールを前提

とする。原子炉運転中の使用済燃料プールは，崩壊熱が原子

炉運転停止中の使用済燃料プールに比べて小さく事象進展が

緩やかになること，また，より多くの運転員による対応が可

能であることから本評価に包絡される。 

（添付資料 4.1.1） 

 

ａ．初期条件 

(a) 使用済燃料プールの初期水位及び初期水温 

使用済燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水

量を厳しく見積もるため，使用済燃料プールと隣接する

原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは閉を

仮定する。また，使用済燃料プールの初期水温は，運転

上許容される上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱 

使用済燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後

に最短時間（原子炉停止後 10 日）で取り出された全炉

心分の燃料が一時保管されていることを想定して，使用

済燃料プールの崩壊熱は約 11MW を用いるものとする。 

 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 19m3/h で

ある。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定 

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料

プール冷却浄化系，残留熱除去系，復水補給水系等の機

能を喪失するものとする。 

(b) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，燃料プール

代替注水系による使用済燃料プールへの注水は可能であ

り，外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資

源の評価の観点から厳しい評価条件となる外部電源が使

用できない場合を想定する。 

 

 

 

い条件である，原子炉運転停止中の使用済燃料プールを前提

とする。原子炉運転中の使用済燃料プールは，崩壊熱が原子

炉運転停止中の使用済燃料プールに比べて小さく事象進展が

緩やかになること，また，より多くの運転員による対応が可

能であることから本評価に包絡される。 

（添付資料 4.1.2） 

 

ａ．初期条件 

(a) 使用済燃料プールの初期水位及び初期水温 

使用済燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水

量を厳しく見積もるため，使用済燃料プールと隣接する

原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは閉状

態を仮定する。また，使用済燃料プールの初期水温は，

運転上許容される上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱 

使用済燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後

に最短時間（原子炉停止後 9 日）で取り出された全炉心

分の燃料が一時保管されていることを想定して，使用済

燃料プールの崩壊熱は約 9.1MW を用いるものとする。 

 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 16m３／h 

である。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定 

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料

プール冷却浄化系，残留熱除去系，補給水系等の機能を

喪失するものとする。 

(b) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，代替燃料プ

ール注水系による使用済燃料プールへの注水は可能であ

り，外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，常

設代替交流電源設備による緊急用母線への交流電源供給

が必要となることから，要員，資源の評価の観点から厳

しい評価条件となる外部電源が使用できない場合を想定

する。 

 

い条件である，原子炉運転停止中の燃料プールを前提とする。

原子炉運転中の燃料プールは，崩壊熱が原子炉運転停止中の

燃料プールに比べて小さく事象進展が緩やかになること，ま

た，より多くの運転員による対応が可能であることから本評

価に包絡される。 

（添付資料 4.1.1） 

  

ａ．初期条件 

(a) 燃料プールの初期水位及び初期水温 

燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水量を厳

しく見積もるため，燃料プールと隣接する原子炉ウェル

の間に設置されているプールゲートは閉状態を仮定す

る。また，燃料プールの初期水温は，運転上許容される

上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱 

燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後に最短

時間（原子炉停止後 10 日）で取り出された全炉心分の燃

料が一時保管されていることを想定して，燃料プールの

崩壊熱は約 7.8MW を用いるものとする。 

 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 13m3/h で

ある。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定 

燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料プール

冷却系，残留熱除去系，復水輸送系等の機能を喪失する

ものとする。 

(b) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，燃料プール

スプレイ系（可搬型スプレイノズル）による燃料プール

への注水は可能であり，外部電源がある場合と事象進展

は同等となるが，資源の評価の観点から厳しい評価条件

となる外部電源が使用できない場合を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

実績を踏まえた設定

の相違。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の燃料プ

ールスプレイ系（可搬型

スプレイノズル）は電動

弁を有していない。 
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ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 燃料プール代替注水系 

使用済燃料プールへの注水は，可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）4 台を使用するものとし，崩壊熱による使用

済燃料プール水の蒸発量を上回る 45m3/h※3 にて注水す

る。 

※3 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ），燃料

プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の注水容

量はともに 45m3/h 以上(4台)である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注

水は，緊急時対策要員の移動，注水準備に必要な時間等

を考慮して，事象発生 12時間後から開始する。 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

想定事故 1 における使用済燃料プール水位の推移を第

4.1.4 図に，使用済燃料プール水位と線量率の関係を第 4.1.5

図に示す。 

ａ．事象進展 

使用済燃料プールの冷却機能が喪失した後，使用済燃料

プール水温は約 5℃/h で上昇し，事象発生から約 7 時間後

に 100℃に到達する。その後，蒸発により使用済燃料プー

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 代替燃料プール注水系 

使用済燃料プールへの注水は，可搬型代替注水中型ポ

ンプ 2 台を使用するものとし，崩壊熱による使用済燃料

プール水の蒸発量を上回る 50m３／h※にて注水する。 

 

※ 可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注

水系（注水ライン），常設低圧代替注水系ポンプによる

代替燃料プール注水系（注水ライン），可搬型代替注水

大型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン），

常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系

（常設スプレイヘッダ），可搬型代替注水中型ポンプに

よる代替燃料プール注水系（常設スプレイヘッダ），可

搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系

（常設スプレイヘッダ）及び可搬型代替注水大型ポンプ

による代替燃料プール注水系（可搬型スプレイノズル）

の注水容量は，全て 50m３／h 以上である。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとお

り設定する。 

(a) 代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注

水は，重大事故等対応要員の移動，注水準備に必要な時

間等を考慮して，事象発生 8時間後から開始する。 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

想定事故１における使用済燃料プール水位の推移を第 4.1

－4 図に，使用済燃料プール水位と線量率の関係を第 4.1－5 

図に示す。 

ａ．事象進展 

使用済燃料プールの冷却機能が喪失した後，使用済燃料

プール水温は約 6.9℃／h で上昇し，事象発生から約 5.1 

時間後に 100℃に到達する。その後，蒸発により使用済燃

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル） 

燃料プールへの注水は，大量送水車１台を使用するも

のとし，崩壊熱による燃料プール水の蒸発量を上回る

48m3/h※３にて注水する。 

 

※３ 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル），

燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）の注水

容量はともに 48m3/h 以上である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件  

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり

設定する。 

(a) 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）によ

る燃料プールへの注水準備は，緊急時対策要員の移動及

び注水準備に必要な時間等を考慮して，事象発生３時間

10 分後までに完了するが，燃料プールへの注水は燃料プ

ールの水温が 100℃に到達することにより燃料プール水

位が低下し始める事象発生約 7.9 時間後から開始する。 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

想定事故１における燃料プール水位の推移を第 4.1.2－1

図に，燃料プール水位と線量率の関係を第 4.1.2－2 図に示

す。 

ａ．事象進展 

燃料プールの冷却機能が喪失した後，燃料プール水温は

約 4.4℃/h で上昇し，事象発生から約 7.9 時間後に 100℃

に到達する。その後，蒸発により燃料プール水位は低下し

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

燃料プールスプレイ

系の構成及び設備容量

の相違。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

燃料プールスプレイ

系の構成及び設備容量

の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間を考慮して，注

水準備時間及び注水開

始時間（水位低下が始ま

る約 7.9 時間後）を設

定。 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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ル水位は低下し始めるが，事象発生から 12 時間経過した

時点で燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの

注水を開始すると，使用済燃料プール水位が回復する。 

 

 

 

その後は，使用済燃料プールの冷却機能を復旧するとと

もに，燃料プール代替注水系により，蒸発量に応じた量を

使用済燃料プールに注水することで，使用済燃料プール水

位を維持する。 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

使用済燃料プール水位は，第 4.1.4 図に示すとおり，通

常水位から約 0.4m 下まで低下するに留まり，有効燃料棒頂

部は冠水維持される。使用済燃料プール水温は事象発生約

7 時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，第 4.1.5 図に示すとおり，使用済燃料プール水位

が通常水位から約0.4m 下の水位になった場合の線量率は，

約 1.0×10-3mSv/h 以下であり，必要な遮蔽の目安とした

10mSv/h※2 と比べて低いことから，この水位において放射

線の遮蔽は維持されている。なお，線量率の評価点は原子

炉建屋オペレーティングフロアの床付近としている。 

使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等

の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，

本事象においても未臨界は維持される。 

 

 

 

 

事象発生 12 時間後から燃料プール代替注水系による使

用済燃料プールへの注水を行うことで使用済燃料プール水

位は回復し，その後に蒸発量に応じた使用済燃料プールへ

の注水を継続することで安定状態を維持できる。 

料プール水位は低下し始めるが，事象発生から 8 時間経過

した時点で代替燃料プール注水系による使用済燃料プール

への注水を開始すると，使用済燃料プール水位が回復する。    

 

 

 

その後は，使用済燃料プールの冷却機能を復旧するとと

もに，代替燃料プール注水系により，蒸発量に応じた量を

使用済燃料プールに注水することで，使用済燃料プール水

位を維持する。 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

使用済燃料プール水位は，第 4.1－4 図に示すとおり，

通常水位から約 0.38m 下まで低下するにとどまり，燃料有

効長頂部は冠水維持される。使用済燃料プール水は事象発

生約 5.1 時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，第 4.1－5 図に示すとおり，使用済燃料プール水

位が通常水位から約0.38m 下の水位になった場合の線量率

は，約 1.1mSv／h であり，必要な遮蔽の目安とした 10mSv

／h と比べて低いことから，この水位において放射線の遮

蔽は維持されている。なお，線量率の評価点は原子炉建屋

原子炉棟 6 階の床付近としている。 

使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等

の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，

本事象においても未臨界は維持される。 

 

 

 

 

事象発生8 時間後から代替燃料プール注水系による使用

済燃料プールへの注水を行うことで使用済燃料プール水位

は回復し，その後に蒸発量に応じた使用済燃料プールへの

注水を継続することで安定状態を維持できる。 

始めるが，事象発生から３時間 10分後までに燃料プールス

プレイ系（可搬型スプレイノズル）による燃料プールへの

注水準備が完了し，事象発生から約 7.9 時間経過した時点

で燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）による

燃料プールへの注水を開始することから，燃料プール水位

は低下しない。 

その後は，燃料プールの冷却機能を復旧するとともに，

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）により，

蒸発量に応じた量を燃料プールに注水することで，燃料プ

ール水位を維持する。 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

燃料プール水位は，第 4.1.2－1図に示すとおり，水位低

下することなく通常水位のままであるため，燃料棒有効長

頂部は冠水維持される。燃料プール水は事象発生約 7.9 時

間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，第 4.1.2－2 図に示すとおり，燃料プール水位は通

常水位のままであるため，燃料プール周りの線量率は，約

1.0×10-3mSv/h 以下であり，必要な遮蔽の目安とした

10mSv/h と比べて低いことから，この水位において放射線

の遮蔽は維持されている。なお，線量率の評価点は原子炉

建物原子炉棟４階の燃料取替機台車床としている。 

燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラック

セルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，本事象

においても未臨界は維持される。 

 

 

 

 

事象発生３時間 10分後までに燃料プールスプレイ系（可

搬型スプレイノズル）による燃料プールへの注水準備が完

了するため，燃料プールの水位が低下し始める事象発生約

7.9 時間後から蒸発量に応じた燃料プールへの注水を継続

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる

約 7.9 時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は燃料プ

ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系（可搬型スプレイ

ノズル）による注水準備

が完了する。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，水位低

下における線量率を厳

しく評価するため，燃料

プールの上部にある燃

料取替機台車床として

いる。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展
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本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

（添付資料 4.1.3，4.1.4） 

 

 

 

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の

有効性を確認した。 

（添付資料 4.1.4，4.1.5，4.1.13） 

 

することで安定状態を維持できる。 

 

 

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の

有効性を確認した。 

（添付資料 4.1.3，4.1.4） 

時間（水位低下が始まる

約 7.9 時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 

 

4.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

想定事故 1 では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能が

喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運

転員等操作は，燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへ

の注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 4.1.2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，7 号炉を代表として，

評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよう

な設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を

与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に

示す。 

(a)運転員等操作時間へ与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 11MW に対し

て最確条件は約 10MW 以下であり，評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プール水

温の上昇及び使用済燃料プール水位の低下は緩和される

が，注水操作は燃料の崩壊熱に応じた対応をとるもので

はなく，冷却機能喪失による異常の認知を起点とするも

のであることから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の 65℃

4.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

想定事故１では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能が

喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運

転員等操作は，代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへ

の注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第4.1－2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間へ与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約9.1MW に対

して最確条件は約9.1MW 未満であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プー

ル水温の上昇及び使用済燃料プール水位の低下は緩和さ

れるが，注水操作は燃料の崩壊熱に応じた対応をとるも

のではなく，冷却機能喪失による異常の認知を起点とす

るものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃

4.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

想定事故１では，燃料プールの冷却機能及び注水機能が喪失す

ることが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等

操作は，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）による

燃料プールへの注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第4.1.2-1表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間へ与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約7.8MWに対し

て最確条件は約7.8MW以下であり，評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，燃料プール水温の上

昇及び燃料プール水位の低下は緩和されるが，注水操作

は燃料の崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，冷却

機能喪失による異常の認知を起点とするものであること

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の65℃に対し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

プラント基数の相違。 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 
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に対して最確条件は約 27℃～約 45℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プールの初期水温より低くなり，

沸騰開始時間は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，

注水操作は使用済燃料プール水の初期水温に応じた対応

をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，通常水位よ

り低い水位の変動を考慮した場合，使用済燃料プール水

位が有効燃料棒頂部まで低下する時間及び使用済燃料プ

ール水位の低下による異常の認知の時間は短くなる。条

件によっては想定する冷却機能喪失による異常認知より

早くなり，それにより操作開始が早くなるが,注水操作は

冷却機能喪失による異常の認知を起点として操作を開始

するため，その起点より操作開始が遅くなることはない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，使用

済燃料プール水位の低下により原子炉建屋オペレーティ

ングフロアの線量率が上昇することから，その現場にお

ける長時間の作業は困難となる。ただし，燃料プール代

替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃料プー

ルへの注水操作は，屋外から実施できるため線量の影響

が小さいことから,運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

に対して最確条件は約12℃～約40℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プールの初期水温より低くなり，

沸騰開始時間は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，

注水操作は使用済燃料プール水の初期水温に応じた対応

をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，通常水位よ

り低い水位の変動を考慮した場合，使用済燃料プール水

位が燃料有効長頂部まで低下する時間及び使用済燃料プ

ール水位の低下による異常の認知の時間は短くなる。条

件によっては想定する冷却機能喪失による異常認知より

早くなり，それにより操作開始が早くなるが，注水操作

は冷却機能喪失による異常の認知を起点として操作を開

始するため，その起点より操作開始が遅くなることはな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，使用

済燃料プール水位が最大で約0.70m 低下し，放射線の遮

蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発

生から約5.8 時間後（10mSv／h の場合）となり，それ以

降は原子炉建屋原子炉棟6 階の線量率が10mSv／h を超

えることから，その現場における長時間の作業は困難と

なる。ただし，代替燃料プール注水系による使用済燃料

プールへの注水操作は，屋外から実施できるため線量の

影響が小さいことから,運転員等操作時間に与える影響

はない。 

 

 

 

 

 

 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

て最確条件は約17℃～約40℃であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料プールの初期水温より低くなり，沸騰開始時間

は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，注水操作は燃

料プール水の初期水温に応じた対応をとるものではな

く，冷却機能喪失による異常の認知を起点とするもので

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に

対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件での初期

水位は通常水位を設定しているため，通常水位より低い

水位の変動を考慮した場合，燃料プール水位が燃料棒有

効長頂部まで低下する時間及び燃料プール水位の低下に

よる異常の認知の時間は短くなる。条件によっては想定

する冷却機能喪失による異常認知より早くなり，それに

より操作開始が早くなるが，注水操作は冷却機能喪失に

よる異常の認知を起点として操作を開始するため，その

起点より操作開始が遅くなることはないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，燃料

プール水位が最大で約1.1m低下するものの，放射線の遮

蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発

生から約1.1日後（10mSv/hの場合）であり，事象発生か

ら３時間10分後までに燃料プールスプレイ系（可搬型ス

プレイノズル）による注水が可能となることから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

スロッシングに伴う

水位低下量の差異によ

る記載の相違。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，スロッ

シングによる水位低下

を考慮しても，放射線の

遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでに

燃料プールスプレイ系

（可搬型スプレイノズ

ル）による燃料プールへ

の注水が可能である。 
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価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ 2 倍程度となり，使用済

燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プール

水位の低下は緩和されるが，注水操作はプールゲートの

状態に応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失に

よる異常の認知を起点とするものであることから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

 

(b)評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 11MW に対し

て最確条件は約 10MW 以下であり，評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の 65℃

に対して最確条件は約 27℃～約 45℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プール水温より低くなるため，沸

騰開始時間は遅くなり，使用済燃料プール水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。また，自然蒸発,使用済燃料プール

水温及び温度の上昇の非一様性により,評価で想定して

いる沸騰による使用済燃料プール水位低下開始時間より

早く使用済燃料プール水位の低下が始まることも考えら

れる。しかし，自然蒸発による影響は沸騰による水位の

低下と比べて僅かであり，気化熱により使用済燃料プー

ル水は冷却される。さらに，使用済燃料プール水温の非

一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対流によ

り影響が小さくなることが考えられる。仮に，事象発生

直後から沸騰による使用済燃料プール水位の低下が開始

すると想定した場合であっても，使用済燃料プール水位

が放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの

時間は事象発生から 1 日以上（10mSv/h※2の場合 6 号及

び 7 号炉約 1.1 日），使用済燃料プール水位が有効燃料棒

頂部まで低下する時間は事象発生から 3 日以上（6 号及

び 7 号炉 約 3.5 日）あり，事象発生から 12 時間後まで

に燃料プール代替注水系による注水が可能であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ1.6 倍程度となり，使用

済燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プー

ル水位の低下は緩和されるが，注水操作はプールゲート

の状態に応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失

による異常の認知を起点とするものであることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料4.1.6, 4.1.7, 4.1.8） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 9.1MW に対

して最確条件は約 9.1MW 未満であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃

に対して最確条件は約12℃～約40℃であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している使用済燃料プール水温より低くなるため，沸

騰開始時間は遅くなり，使用済燃料プール水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。また，自然蒸発，使用済燃料プー

ル水温及び温度の上昇の非一様性により，評価で想定し

ている沸騰による使用済燃料プール水位低下開始時間よ

り早く使用済燃料プール水位の低下が始まることも考え

られる。しかし，自然蒸発による影響は沸騰による水位

の低下と比べて僅かであり，気化熱により使用済燃料プ

ール水は冷却される。さらに，使用済燃料プール水温の

非一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対流に

より影響が小さくなることが考えられる。仮に，事象発

生直後から沸騰による使用済燃料プール水位の低下が開

始すると想定した場合，使用済燃料プール水位が放射線

の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事

象発生から約6.6 時間後（10mSv／h の場合）となり，そ

れ以降は原子炉建屋原子炉棟6 階の線量率が10mSv／h 

を超えることから，その現場における長時間の作業は困

難となる。ただし，代替燃料プール注水系による使用済

燃料プールへの注水操作は屋外での操作であるため，現

場操作に必要な遮蔽は維持される。事象発生8 時間後か

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料プ

ール水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下は

緩和されるが，注水操作はプールゲートの状態に応じた

対応をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認

知を起点とするものであることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 7.8MW に対

して最確条件は約 7.8MW 以下であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の65℃に対し

て最確条件は約17℃～約40℃であり，評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料プール水温より低くなるため，沸騰開始時間は

遅くなり，燃料プール水位の低下は緩和されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。

また，自然蒸発，燃料プール水温及び温度の上昇の非一

様性により，評価で想定している沸騰による燃料プール

水位低下開始時間より早く燃料プール水位の低下が始ま

ることも考えられる。しかし，自然蒸発による影響は沸

騰による水位の低下と比べてわずかであり，気化熱によ

り燃料プール水は冷却される。さらに，燃料プール水温

の非一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対流

により影響が小さくなることが考えられる。仮に，事象

発生直後から沸騰による燃料プール水位の低下が開始す

ると想定した場合であっても，燃料プール水位が放射線

の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事

象発生から約1.4日（10mSv/hの場合），燃料プール水位

が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は事象発生から約

3.6日あり，事象発生から３時間10分後までに燃料プール

スプレイ系（可搬型スプレイノズル）による注水が可能

となることから，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

容積の相違。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

遮蔽が維持される最

低水位に到達する時間

の差異による記載の相

違。 

・評価結果の相違 
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初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を

考慮した場合，使用済燃料プールが通常水位から有効燃

料棒頂部まで低下する時間は短くなるが，仮に初期水位

を水位低警報レベル（通常水位から約 0.3m 下※4）とした

場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低水位に

到達するまでの時間は事象発生から 1 日以上（10mSv/h※

2の場合 6 号及び 7 号炉 約 1.2 日），使用済燃料プール

水位が有効燃料棒頂部まで低下する時間は事象発生から

3 日以上（6 号及び 7 号炉 約 3.7 日）あり，事象発生か

ら 12 時間後までに燃料プール代替注水系による注水が

可能であることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，使用

済燃料プール水位の低下により原子炉建屋オペレーティ

ングフロアの線量率が上昇することから，その現場にお

ける長時間の作業は困難となる。ただし，燃料プール代

替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃料プー

ルへの注水操作は屋外での操作であるため，現場操作に

必要な遮蔽は維持される。事象発生 12 時間後から燃料プ

ール代替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃

料プールへの注水を実施することにより，6 号及び 7 号

炉の使用済燃料プール水位が原子炉建屋オペレーティン

グフロアの放射線の遮蔽維持に必要な最低水位まで回復

する時間は事象発生から約 1.1 日後（10mSv/h※2の場合，

6 号炉では約 1.0 日後，7 号炉では約 1.1 日後），通常水

ら代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注

水を実施することにより，使用済燃料プール水位が原子

炉建屋原子炉棟6 階の放射線の遮蔽維持に必要な最低水

位まで回復する時間は事象発生から約8.6 時間後（10mSv

／h の場合），通常水位まで回復する時間は事象発生から

約12 時間後となる。また，使用済燃料プール水位が燃料

有効長頂部まで低下する時間は事象発生から2 日以上あ

り，事象発生から8 時間後までに代替燃料プール注水系

による注水が可能であることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

初期条件の使用済燃料プール水位は，評価条件の通常

水位に対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

の初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を

考慮した場合，使用済燃料プールが通常水位から燃料有

効長頂部まで低下する時間は短くなるが，仮に初期水位

を水位低警報レベル（通常水位から約0.14m 下※１）とし

た場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低水位

に到達するまでの時間は事象発生から約10 時間（10mSv

／h の場合），使用済燃料プール水位が燃料有効長頂部ま

で低下する時間は事象発生から2 日以上あり，事象発生

から8 時間後までに代替燃料プール注水系による注水が

可能であることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，最大

で約0.70m の水位の低下が発生し，使用済燃料プール水

位が放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまで

の時間は事象発生から約5.8 時間後となり，それ以降は

原子炉建屋原子炉棟6 階の線量率が10mSv／h を超える

ことから，その現場における長時間の作業は困難となる。

ただし，代替燃料プール注水系による使用済燃料プール

への注水操作は屋外での操作であるため，現場操作に必

要な遮蔽は維持される。事象発生8 時間後から代替燃料

プール注水系による使用済燃料プールへの注水を実施す

ることにより，使用済燃料プール水位が原子炉建屋原子

炉棟6 階の放射線の遮蔽維持に必要な最低水位まで回復

する時間は事象発生から約8.9 時間後（10mSv／h の場

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に

対して最確条件は通常水位付近であり，評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件での初期

水位は通常水位を設定しているため，その変動を考慮し

た場合，燃料プールが通常水位から燃料棒有効長頂部ま

で低下する時間は短くなるが，仮に初期水位を水位低警

報レベル（通常水位から約0.27m下※４）とした場合であ

っても，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達する

までの時間は事象発生から約1.5日（10mSv/hの場合），

燃料プール水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は

事象発生から約3.8日あり，事象発生から３時間10分後ま

でに燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）に

よる注水が可能であることから，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい。 

 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，最大

で約1.1mの水位の低下が発生するが，燃料プール水位が

放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時

間は事象発生から約1.1日（10mSv/hの場合），燃料棒有

効長頂部まで低下する時間は事象発生から約3.3日あり，

事象発生から３時間10分後までに燃料プールスプレイ系

（可搬型スプレイノズル）による注水が可能であること

から，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

【東海第二】 

島根２号炉は，放射線

の遮蔽が維持される最

低水位に到達する前に

燃料プールスプレイ系

（可搬型スプレイノズ

ル）による注水が可能で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

スロッシングに伴う

水位低下量の差異によ

る記載の相違。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，スロッ

シングによる水位低下

を考慮しても，放射線の

遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでに

燃料プールスプレイ系

4.1-11



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

位まで回復する時間は事象発生から約 1.9 日後（6 号炉

では約 1.8 日後，7号炉では約 1.9 日後）となる。また，

使用済燃料プール水位が通常水位から有効燃料棒頂部ま

で低下する時間は事象発生から 2 日以上（6 号及び 7 号

炉 約 2.2 日）あり，事象発生から 12 時間後までに燃料

プール代替注水系による注水が可能であることから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ 2 倍程度となり，使用済

燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プール

水位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。 

※4 使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域）の水

位低の警報設定値：6号炉通常水位-225mm，7号炉通常

水位-267mm 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の燃料プール代替注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，評価上の操作開始時間として事象

発生から 12 時間後を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，当該操作は他の操作との重複はなく，

使用済燃料プールの冷却機能喪失による異常を認知した

時点で注水準備に着手可能であり，その準備操作にかか

る時間は 360 分を想定していることから，実態の操作開

始時間は想定している事象発生から 12 時間後より早ま

る可能性があり，運転員等操作時間に対する余裕は大き

くなる。 

 

 

合），通常水位まで回復する時間は事象発生から約12 時

間後となる。また，使用済燃料プール水位が通常水位か

ら燃料有効長頂部まで低下する時間は事象発生から2 日

以上あり，事象発生から8 時間後までに代替燃料プール

注水系による注水が可能であることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ1.6 倍程度となり，使用

済燃料プール水温の上昇及び蒸発による使用済燃料プー

ル水位の低下は緩和されることから，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕は大きくなる。 

※1 使用済燃料プール水位の水位低の警報設定値：通常

水位－142mm 

 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の代替燃料プール注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，評価上の操作開始時間として事象

発生から8 時間後を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，当該操作は使用済燃料プールの冷却

機能喪失による異常の認知を起点として実施する可搬型

スプレイノズル等の設置作業※２終了後から開始するも

のであり，これを含めても準備操作にかかる時間は380 

分を想定していることから，実態の操作開始時間は想定

している事象発生から8 時間後より早まる可能性があ

り，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

※2 可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注

水系（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃

 

 

 

 

 

 

 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプール

ゲート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，保有

水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料プ

ール水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。 

※４ 燃料プール水位低の警報設定値：通常水位－272㎜ 

（添付資料4.1.5） 

 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これ

らの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。ま

た，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラ

メータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノ

ズル）による燃料プールへの注水操作は，評価上の操作

開始時間として事象発生から約7.9時間後を設定してい

る。運転員等操作時間に与える影響として，当該操作は

他の操作との重複はなく，燃料プールの冷却機能喪失に

よる異常を認知した時点で注水準備に着手可能であり，

その準備操作にかかる時間は３時間を想定していること

から，実態の操作開始時間は想定している事象発生から

約7.9時間後より早まる可能性があり，運転員等操作時間

に対する余裕は大きくなる。 

 

 

（可搬型スプレイノズ

ル）による燃料プールへ

の注水が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

容積の相違 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる

約 7.9 時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 
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(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の燃料プール代替注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間が早まり，使用済燃料プール

水位の回復を早める可能性があることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 4.1.5） 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の燃料プール代替注水系による使用済燃料プール

への注水操作については，放射線の遮蔽が維持される最低水

位に到達するまでの時間が事象発生から 1日以上（10mSv/h※2

の場合 6号及び 7号炉 約 1.4 日），使用済燃料プール水位が

有効燃料棒頂部まで低下する時間が事象発生から 3日以上（6

号及び 7 号炉 約 3.8 日）であり，事故を検知して注水を開始

するまでの時間は事象発生から約 12 時間後と設定している

ため，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料 4.1.5） 

 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

料プールスプレイの準備操作。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の代替燃料プール注水系による使用済燃料プ

ールへの注水操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間が早まり，使用済燃料プール

水位の回復を早める可能性があることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料4.1.9） 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の代替燃料プール注水系による使用済燃料プール

への注水操作については，放射線の遮蔽が維持される最低水

位に到達するまでの時間が事象発生から約11 時間（10mSv／h 

の場合），使用済燃料プール水位が燃料有効長頂部まで低下す

る時間が事象発生から2 日以上であり，事故を検知して注水

を開始するまでの時間は事象発生から8 時間後と設定してい

るため，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

 

（添付資料4.1.9） 

 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノ

ズル）による燃料プールへの注水操作は，運転員等操作

時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早まり，

燃料プール水位の回復を早める可能性があることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料4.1.5） 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）

による燃料プールへの注水操作については，放射線の遮蔽が

維持される最低水位に到達するまでの時間が事象発生から約

1.7日（10mSv/hの場合），燃料プール水位が燃料棒有効長頂

部まで低下する時間が事象発生から約3.9日であり，事故を検

知して注水を開始するまでの時間は事象発生から約7.9時間

後と設定しているため，準備時間が確保できることから，時

間余裕がある。 

（添付資料4.1.5） 

 

 

 

(3)まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉における

作業時間及び事象進展

時間（水位低下が始まる

約 7.9 時間後）を考慮し

て注水開始時間を設定。 
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4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

想定事故 1 において，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対

策時における必要な要員は，「4.1.1(3)燃料損傷防止対策」に

示すとおり 18 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要

員の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策要員等の

64 名で対処可能である。 

 

 

 

なお，今回評価した原子炉の運転停止中ではなく，原子炉

運転中を想定した場合，事象によっては，原子炉における重

大事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，想定

事故 1 の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉

運転中を想定した場合，使用済燃料プールに貯蔵されている

燃料の崩壊熱が低いため，操作時間余裕が十分長くあり（原

子炉運転開始直後を考慮しても使用済燃料プール水が 100℃

に到達するまで最低でも 1日以上），原子炉における重大事故

又は重大事故に至るおそれのある事故の対応が収束に向かっ

ている状態での対応となるため，緊急時対策要員や参集要員

により対応可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

想定事故 1において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)

資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

ａ．水源 

燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注水

については，7 日間の対応を考慮すると，号炉あたり約

3,100m3の水が必要となる。6号及び 7号炉の同時被災を考

慮すると，合計約 6,200m3の水が必要である。水源として，

淡水貯水池に約 18,000m3の水を保有しており，水源を枯渇

させることなく 7日間の注水継続実施が可能である。 

（添付資料 4.1.6） 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事

象発生後 7 日間最大負荷で運転した場合，号炉あたり約

4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

想定事故１において，重大事故等対策時における事象発生

2 時間までに必要な要員は，「4.1.1(3) 燃料損傷防止対策」

に示すとおり 17 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な

要員の評価結果」で説明している災害対策要員（初動）の 37 

名で対処可能である。 

また，事象発生 2 時間以降に必要な参集要員は 2 名であ

り，発電所構外から 2 時間以内に参集可能な要員の 72 名で

確保可能である。 

なお，今回評価した原子炉の運転停止中ではなく，原子炉

運転中を想定した場合，事象によっては，原子炉における重

大事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，想定

事故１の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉

運転中を想定した場合，使用済燃料プールに貯蔵されている

燃料の崩壊熱が低いため，操作時間余裕が十分長くあり（原

子炉運転開始直後を考慮しても使用済燃料プール水が 100℃

に到達するまで最低でも 1 日以上），原子炉における重大事

故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応が収束に向か

っている状態での対応となるため，災害対策要員（初動）や

参集要員により対応可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

想定事故１において，必要な水源，燃料及び電源は「6.1(2) 

資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

ａ．水源 

代替燃料プール注水系による使用済燃料プールへの注水

については，7日間の対応を考慮すると,合計約2,120m３の水

が必要である。水源として，西側淡水貯水設備に約4,300m

３の水を保有しており，水源を枯渇させることなく7 日間の

注水継続実施が可能である。 

 

（添付資料 4.1.10） 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備

（常設代替高圧電源装置2 台）による電源供給については，

4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

想定事故１において，重大事故等対策時における必要な要

員は，「4.1.1(3) 燃料損傷防止対策」に示すとおり 24名であ

る。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明

している運転員，緊急時対策要員等の 43 名で対処可能であ

る。 

 

 

 

なお，今回評価した原子炉の運転停止中ではなく，原子炉

運転中を想定した場合，事象によっては，原子炉における重

大事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，想定

事故１の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉

運転中を想定した場合，燃料プールに貯蔵されている燃料の

崩壊熱が低いため，操作時間余裕が十分長くあり（原子炉運

転開始直後を考慮しても燃料プール水が 100℃に到達するま

で最低でも１日以上），原子炉における重大事故又は重大事故

に至るおそれのある事故の対応が収束に向かっている状態で

の対応となるため，緊急時対策要員により対応可能である。 

  

 

(2) 必要な資源の評価 

想定事故１において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 

資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

ａ．水源 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）による

燃料プールへの注水については，７日間の対応を考慮する

と，約2,100m3の水が必要となる。水源として，輪谷貯水槽

（西１／西２）に約7,000m3の水を保有しており，水源を枯

渇させることなく７日間の注水継続実施が可能である。 

 

（添付資料4.1.6） 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，保

守的に事象発生後７日間最大負荷で運転した場合，運転継続

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の相

違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 24 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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753kL の軽油が必要となる。燃料プール代替注水系による

使用済燃料プールへの注水については，保守的に事象発生

直後からの可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の運転を想定

すると，7日間の運転継続に号炉あたり約 15kL の軽油が必

要となる。 

 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及び

モニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，

事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続

に合計約 13kL の軽油が必要となる（6号及び 7号炉合計約

1,549kL）。 

 

 

 

 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及

び 7 号炉合計約 2,040kL）の軽油を保有しており，これら

の使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機に

よる電源供給，燃料プール代替注水系による使用済燃料プ

ールへの注水，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型

電源設備による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電

機による電源供給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 4.1.7） 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機によって給電を行うものとする。6 号及び 7 号炉

において重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常

用ディーゼル発電機負荷に含まれることから，非常用ディ

ーゼル発電機による電源供給が可能である。 

 

 

事象発生後7 日間これらを最大負荷で運転した場合，合計

約755.5kL の軽油が必要となる。 

軽油貯蔵タンクにて約800kL の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機等

及び常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置2 台）

による電源供給について，7 日間の継続が可能である。 

可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）による代替燃料プー

ル注水系による使用済燃料プールへの注水については，保

守的に事象発生直後からの可搬型代替注水中型ポンプ（2 

台）の運転を想定すると，7 日間の運転継続に約12.0kL の

軽油が必要となる。可搬型設備用軽油タンクにて約210kL 

の軽油を保有しており，この使用が可能であることから，

可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）による代替燃料プール

注水系による使用済燃料プールへの注水について，7 日間

の継続が可能である。 

 

 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約75kL の軽油を保有しており，この使用が

可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源供

給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 4.1.11） 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等及び常設代替交流電源設備によって給電を行う

ものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用デ

ィーゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディ

ーゼル発電機等による電源供給が可能である。 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

等対策に必要な負荷として，約407kW 必要となるが，常設

に約700m3の軽油が必要となる。燃料プールスプレイ系（可

搬型スプレイノズル）による燃料プールへの注水について

は，保守的に事象発生直後からの大量送水車の運転を想定す

ると，７日間の運転継続に約12m3の軽油が必要となる。合計

約712m3の軽油が必要となる。非常用ディーゼル発電機燃料

貯蔵タンク等にて約730m3の軽油を保有しており，この使用

が可能であることから非常用ディーゼル発電機等による電

源供給，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）に

よる燃料プールへの注水について，７日間の運転継続が可能

である。 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，保守

的に事象発生直後から最大負荷での運転を想定すると，７

日間の運転継続に約８m3 の軽油が必要となる。緊急時対策

所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから，緊急時対策所用発電機によ

る電源供給について，７日間の継続が可能である。 

（添付資料4.1.7） 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

供給が可能である。 

 

 

常設代替電源設備か

ら電源供給する負荷が

異なる。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃

料タンクを有している。

また，モニタリングポス

トは非常用交流電源設

備又は常設代替交流電

源設備による電源供給

が可能である。 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

常設代替電源設備か

ら電源供給する負荷が
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・設備設計の相違 
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また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備及びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置2 台）の連続定

格容量は約2,208kW であり，必要負荷に対しての電源供給

が可能である。 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

（添付資料4.1.12） 

 

 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

 

 

 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，緊急時

対策所は専用の発電機

を有している。また，モ

ニタリングポストは非

常用交流電源設備又は

常設代替交流電源設備

による電源供給が可能

である。 

 

4.1.5 結論 

想定事故 1 では，使用済燃料プールの冷却系が機能喪失し，使

用済燃料プール水温が上昇し，やがて沸騰して蒸発することによ

って使用済燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置

がとられない場合には，使用済燃料プール水位の低下により燃料

が露出し，燃料損傷に至ることが特徴である。想定事故 1 に対す

る燃料損傷防止対策としては，燃料プール代替注水系による使用

済燃料プールへの注水手段を整備している。 

想定事故 1について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，燃料プール代替注水系による使用済燃

料プールへの注水により，使用済燃料プール水位を回復し維持す

ることができることから，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃料

損傷することはない。 

また，使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨界は維持

される。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される

水位の確保及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足し

ている。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

4.1.5 結論 

想定事故１では，使用済燃料プールの冷却系が機能喪失し，使

用済燃料プール水温が上昇し，やがて沸騰して蒸発することによ

って使用済燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置

がとられない場合には，使用済燃料プール水位の低下により燃料

が露出し，燃料損傷に至ることが特徴である。想定事故１に対す

る燃料損傷防止対策としては，代替燃料プール注水系による使用

済燃料プールへの注水手段を整備している。 

想定事故１について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，代替燃料プール注水系による使用済燃

料プールへの注水により，使用済燃料プール水位を回復し維持す

ることができることから，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃料

損傷することはない。 

また，使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計

により水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨界は維持

される。 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される

水位の確保及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足し

ている。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

4.1.5 結論 

想定事故１では，燃料プールの冷却系が機能喪失し，燃料プー

ル水温が上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって燃料プー

ル水位が緩慢に低下することから，緩和措置がとられない場合に

は，燃料プール水位の低下により燃料が露出し，燃料損傷に至る

ことが特徴である。想定事故１に対する燃料損傷防止対策として

は，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）による燃料

プールへの注水手段を整備している。 

想定事故１について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレ

イノズル）による燃料プールへの注水により，燃料プール水位を

維持することができることから，放射線の遮蔽が維持され，かつ，

燃料損傷することはない。 

また，燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラック

セルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計により

水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨界は維持される。 

 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持され

る水位の確保及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足

している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料プ

ール水位が低下し始め

る前に，燃料プールスプ

レイ系（可搬型スプレイ

ノズル）による注水準備

が完了する。 
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い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，燃料プール代替注水系による使用済燃料プー

ルへの注水等の燃料損傷防止対策は，想定事故 1 に対して有効で

ある。 

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，代替燃料プール注水系による使用済燃料プー

ルへの注水等の燃料損傷防止対策は，想定事故１に対して有効で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズ

ル）による燃料プールへの注水等の燃料損傷防止対策は，想定事

故１に対して有効である。 
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第4.1.1 図 「想定事故1」の重大事故等対策の概略系統図 

（使用済燃料プールへの注水） 

 

 

 

 

第 4.1－1 図 想定事故１の重大事故等対策の概略系統図 

 

 

第 4.1.1－1 図「想定事故１」の重大事故等対策の概略系統図 

（燃料プールへの注水） 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 4.1.2 図 「想定事故 1」の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号

炉「第 4.1.1-2 図 「想

定事故１」の対応手順

の概要」の備考欄参照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

 

第 4.1－2 図 想定事故１の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号

炉「第 4.1.1-2 図 「想

定事故１」の対応手順

の概要」の備考欄参照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 

第 4.1.1－2 図 「想定事故１」の対応手順の概要 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 4.1.3 図 「想定事故 1」の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号

炉「第4.1.1－3図 「想

定事故１」の作業と所

要時間」の備考欄参照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

第 4.1－3 図 想定事故１の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号

炉「第4.1.1－3図 「想

定事故１」の作業と所

要時間」の備考欄参照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

  
第 4.1.1－3 図 「想定事故１」の作業と所要時間 

 

・評価結果の相違に基

づく差異。 

・設備設計・手順に基

づく想定時間の差

異。 

・評価上考慮しない操

作を含めて実際に実

施する操作について

要員の充足性を確認

（ただし，事前に対

応する要員を定める

ことが難しい機能回

復操作を除く）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

運転員

（中央制御室）

緊急時対策要員

（現場）

・ 外部電源喪失確認

・ 非常用ディーゼル発電機等自動起動確認

・ 残留熱除去系停止／燃料プール冷却系停止確認

・ 燃料プール冷却機能喪失確認

・ 燃料プール注水機能喪失確認

・ 燃料プール水位・温度監視

燃料プール

冷却機能回復操作
― ― ・ 残留熱除去系，燃料プール冷却系　機能回復

評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する

燃料プール

注水機能回復操作
― ― ・ 残留熱除去系，燃料プール補給水系，復水輸送系　機能回復

評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する

― ・ 放射線防護具準備

―

・ 大量送水車による燃料プールへの注水準備

　（大量送水車配置，ホース展張，接続）

・ 原子炉建物内ホース敷設，可搬型スプレイノズル準備

―
（2人）

a,b
・ 大量送水車による燃料プールへの注水

燃料プールスプレイ系（常設

スプレイヘッダ）による燃料

プール注水

― ― ・ 大量送水車による燃料プールへの注水

評価上考慮せず

注水不可の場合は可搬型スプレイノ

ズルにより対応する

― ・ 放射線防護具準備

― ・ 非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等からタンクローリへの補給

タンクローリ残量に応じて適宜非常

用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク

等から補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車への補給

必要人員数　合計
1人

A

16人

a～p

2時間30分

― 　　　　　適宜実施

―

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

燃料補給準備

―

2人

o～p

10分

―

2時間50分

― 　　　　　適宜実施

―

―

―

燃料プールスプレイ系（可搬

型スプレイノズル）による燃

料プール注水

―

14人

a～n

10分

―

　　　

状況判断
1人

A
― ―

10分

適宜実施

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作内容

　　事象発生

通報連絡者
緊急時対策

本部要員
5人

初動での指揮

中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（現場）

11 5 6 75 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4

想定事故１

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40

約7.9時間 燃料プール水温100℃到達

燃料プールスプレイ系による注水開始

原子炉運転中における燃料プールでの事故を想定した場合，事象によっては，原子炉における重大事故の対応と燃料プールにおける重大事故に至るおそれのある事故の対応が重畳することも考
えられる。しかし，燃料プールに貯蔵されている燃料の崩壊熱が低いことから時間余裕が十分長く（運転開始直後を考慮しても燃料プールの保有水が100℃に到達するまで１日以上），原子炉側
の事故対応が収束に向かっている状態での対応となるため，緊急時対策要員により対応可能である。

プラント状況判断
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第 4.1.4 図 使用済燃料プール水位の推移（想定事故 1） 

 

 

 

第 4.1.5 図 使用済燃料プール水位と線量率（想定事故 1） 

 

 

 

 

第 4 .1－ 4 図 使用済燃料プール水位の推移（ 想定事故１ ） 

 

 

第 4 .1－ 5 図 使用済燃料プール水位と線量率（ 想定事故１ ） 

 

 

第 4.1.2－1 図 燃料プール水位の推移（想定事故１） 

 

 

 

第 4.1.2－2 図 燃料プール水位と線量率（想定事故１） 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料プ

ール水は事象発生約

7.9 時間で沸騰するが，

燃料プールスプレイ系

（可搬型スプレイノズ

ル）は事象発生３時間

10 分後までには注水準

備が完了するため，水位

の低下することはなく

維持される。 

 

 

 

 

 

 

・設備設計及び評価結果 

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，既許可

の対象設備を重大事故

等対処設備として位置

付けるものを明確化し

ている。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けている。 
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１
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・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，貯槽

燃料の燃焼度設定に

おいて，燃料の基本仕

様及び添付資料八と

の整合をとり，取出平

均燃焼度である９×

９燃料 45Wd/t，ＭＯＸ

燃料 33Wd/t を設定し

ている。 
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・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 4.1.1〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 4.1.1 

使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

 

1. 使用済燃料プールの概要 

図 1に使用済燃料プール等の平面図を示す。 

定期検査時において，多くの場合はプールゲートが開放さ

れ，使用済燃料プールは原子炉ウェル，D/S ピット及びキャス

クピットと繋がっているが，有効性評価においては，プールゲ

ートを閉鎖している場合を想定し，原子炉ウェル，D/S ピット

及びキャスクピットの保有水量は考慮しない。 

 

 

図１ 使用済燃料プール等の平面図 

 

 

 

 

 

2. 放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位に

ついて 

図2に放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽

水位について示す。 

放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位

は，その状況（必要となる現場及び操作する時間）によって異

なる。重大事故等であることを考慮し，例えば 10mSv/h の場合

は，通常水位から約 2.1m※下の位置より高い遮蔽水位が必要で

ある。 

 

※放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プール水位の算

出方法については添付資料 4.1.2 に示す。 

 

添付資料 4.1.2 

使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

 

1. 使用済燃料プールの概要 

使用済燃料プール周辺の概要図を第 1図に示す。 

施設定期検査時において，多くの場合はプールゲートが開放

され，使用済燃料プールは原子炉ウェル，ドライヤ気水分離器

貯蔵プール，キャスクピットとつながっているが，有効性評価

においてはプールゲートを閉鎖している場合を想定し，原子炉

ウェル，ドライヤ気水分離器貯蔵プール及びキャスクピットの

保有水量は考慮しない。 

      

第 1図 使用済燃料プール周辺の概要図 

 

 

2. 放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位

について 

 第2図に放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮

蔽水位について示す。 

 放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位

は，その状況（必要となる現場及び操作する時間）によって異

なる。重大事故等であることを考慮し，例えば原子炉建屋原子

炉棟 6階において 10mSv／h の場合は，通常水位から約 0.86m※

下の位置より高い遮蔽水位が必要となる。 

 

※ 放射線の遮蔽の維持のために必要な水位の算出方法に

ついては添付資料 4.1.3 に示す。 

 

添付資料 4.1.1 

燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

 

１．燃料プールの概要 

  図１に燃料プール等の平面図を示す。 

  定期事業者検査時において，多くの場合はプールゲートが開

放され，燃料プールは原子炉ウェル，蒸気乾燥器・気水分離器

ピット（以下「ＤＳＰ」という。），キャスク仮置ピットと繋

がっているが，有効性評価においては，プールゲートを閉鎖し

ている場合を想定し，原子炉ウェル，ＤＳＰ及びキャスク仮置

ピットの保有水量は考慮しない。 

 

 

図１ 燃料プール等の平面図 

 

 

 

 

２．放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位について 

   

図２に放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位

について示す。 

  放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位は，その

状況（必要となる現場及び操作する時間）によって異なる。重

大事故等であることを考慮し，例えば 10mSv/h の場合は，通常

水位から約 2.6m※下の位置より高い遮蔽水位が必要である。 

  

 

※ 放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プール水位の算出方法に

ついては添付資料 4.1.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図 2 放射線の遮蔽に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位 

 

 

3.使用済燃料プールの構造高さ，断面積及び保有水の容積に

ついて 

図 3に使用済燃料プールの構造高さを，表 1に使用済燃料プ

ールの断面積及び保有水の容積を示す。 

 

 

 

 

図 3 6 号及び 7号炉の使用済燃料プールの構造高さ 

 

表 1 使用済燃料プールの断面積及び保有水の容積 

 

 

図 3 に示す各領域①,②及び③の保有水の容積は，使用済燃

料プール容積から使用済燃料プール内の機器の容積を差し引

くことで算出し,使用済燃料プールの領域①，②及び③の各断

面積については,求めた各領域の容積から高さを差し引いて求

 

 

 

第 2 図 放射線の遮蔽に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位 

 

 

3. 使用済燃料プールの高さと断面積について 

 

使用済燃料プールの高さを第 3図に，使用済燃料プールの断

面積及び保有水の容積を第 1表に示す。 

 

 

第 3 図 東海第二発電所 使用済燃料プールの高さ 

 

第 1 表 使用済燃料プールの断面積及び保有水の容積

 

 

 第 3図に示す各領域①～③の保有水の容積は，使用済燃料プ

ール容積から機器の容積を除くことで算出し，各領域の断面積

については，①の領域では使用済燃料プールの寸法より求めた

断面積を使用し，②，③の領域では求めた各領域の容積から高

 

 

図２ 放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位 

 

 

３．燃料プールの構造高さ，断面積及び保有水の容積について 

  

 図３に燃料プールの構造高さを，表１に燃料プールの断面積及

び保有水の容積を示す。 

 

 

図３ 島根２号炉の燃料プールの構造高さ 

 

表１ 燃料プールの断面積及び保有水の容積 

 

 

図３に示す各領域①～③の保有水の容積は，燃料プール容

積から燃料プール内の機器の容積を差し引くことで算出し，

各領域の断面積については，①の領域では燃料プールの寸法

より求めた断面積を使用し，②，③の領域では求めた各領域

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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めた。なお，使用済燃料プールの断面積については各領域での

平均的な値を示しているが,使用済燃料プール内に設置されて

いる機器は領域②又は領域③のプール下部であるため,保有水

量に対する水位の低下という観点で保守的な評価となってい

る。 

 

 

4.想定事故 1における時間余裕 

使用済燃料プールの冷却機能喪失に伴う崩壊熱による使用

済燃料プール水位の低下について，以下の式を用いて評価を行

った。事象を厳しく評価するため，使用済燃料プールの初期水

温は，運転上許容される最高水温の 65℃とする。また，発生す

る崩壊熱は全て使用済燃料プールの水温上昇及び蒸発に寄与

するものとし，使用済燃料プールの水面，壁面等からの放熱は

考慮しない。さらに,注水時においては顕熱を考慮せず注水流

量から崩壊熱相当の蒸発量を差し引いた分の水が注水される

ことを想定した。 

○評価方法及び評価条件 

①冷却機能喪失から沸騰までの時間 

 

②沸騰による蒸発量と沸騰開始から有効燃料棒頂部冠水

部まで水位が低下するまでの時間 

 

③沸騰による使用済燃料プール水位の低下平均速度 

 

使用済燃料プールの下部は機器等が設置されており保有水

が少ないため，使用済燃料プールの下部では水位低下速度は早

く，使用済燃料プールの上部では水位低下速度は遅い。有効燃

料棒頂部に水位が到達するまでの時間評価では，保守的に一律

の水位低下速度を想定する。 

 

さを除して求めた。なお，断面積については各領域での平均的

な値を示しているが，プール内に設置されている機器の多くは

②，③の底部又は壁面下部にあるため，平均化によって上部の

断面積が実際より狭く評価される。保有水量に対する水位の低

下という観点では断面積が小さいほど水位低下速度は速くな

ることから，保守的な評価となっている。 

 

4. 想定事故１における時間余裕 

 使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪失時におけ

る崩壊熱による使用済燃料プール水の沸騰までの時間，沸騰開

始後の水位低下時間及び沸騰による水位低下平均速度につい

て，以下の式を用いて算定した。事象を保守的に評価するため，

使用済燃料プールの初期水温は，運転上許容される上限値であ

る 65℃とする。また，発生する崩壊熱は全て水温上昇及び蒸発

に寄与するものとし，使用済燃料プールの水面及び壁面等から

の放熱を考慮しない。 

 

(1) 算定方法，算定条件 

ａ．冷却機能停止から沸騰までの時間 
 

※２

３

３３※１

燃料の崩壊熱

／水の密度量使用済燃料プールの水／℃／水の比熱℃－℃
＝沸騰までの時間
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ｂ．沸騰開始からの水位低下時 

※３※２３

３
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／蒸発潜熱／水の密度

燃料の崩壊熱
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ｃ．沸騰による水位低下平均速度 

)(

)(
)(

h

m
hm

かかる時間長頂部まで水位低下に通常水位から燃料有効

長頂部までの高低差通常水位から燃料有効
＝／水位低下速度

 

 使用済燃料プールの下部は機器等が設置されており，保有水が

少ないため，使用済燃料プールの下部では水位低下速度は早く，

使用済燃料プール上部では水位低下速度は遅い。ここでは，燃料

有効長頂部に水位が到達するまでの時間評価では，保守的に一律

の水位低下速度を想定する。 

 

の容積から高さで除して求めた。なお，燃料プールの断面積

については各領域での平均的な値を示しているが，燃料プー

ル内に設置されている機器は領域②又は領域③のプール下

部であるため，保有水量に対する水位の低下という観点で保

守的な評価となっている。 

 

 

４．想定事故１における時間余裕 

燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪失時における崩

壊熱による燃料プール水位の沸騰までの時間，沸騰開始後の

水位低下時間及び沸騰による水位低下平均速度について，以

下の式を用いて評価を行った。事象を保守的に評価するた

め，燃料プールの初期水温は，運転上許容される上限値であ

る 65℃とする。また，発生する崩壊熱はすべて燃料プールの

水温上昇及び蒸発に寄与するものとし，燃料プールの水面，

壁面等からの放熱は考慮しない。 

  

○評価方法及び評価条件 

 

 

   

 

燃料プールの下部は機器等が設置されており，保有水が少

ないため，燃料プールの下部では水位低下速度は早く，燃料

プール上部では水位低下速度は遅い。燃料棒有効長頂部に水

位が到達するまでの時間評価では，保守的に一律の水位低下

速度を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，燃料

プール水位が低下し始

める前に，燃料プール

スプレイ系による注水

準備が完了するため，

水位が回復する際の評

価を実施していない。 
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表 2 評価に使用する値 

 

 

 

 

 

 

なお，①～③の式による算出については以下の保守的な仮定

及び非保守的な仮定に基づく評価であるが，総合的に使用済燃

料プールの水面や壁面からの放熱を考慮していないことの影

響が大きく，保守的な評価となっていると考えられる。 

＜保守的な仮定＞ 

・使用済燃料プール水温の温度変化に対する比熱及び密度の

評価にて，もっとも厳しくなる値を想定している。 

・使用済燃料プールの水面,壁面等からの放熱を考慮してい

ない。 

 

＜非保守的な仮定＞ 

・簡易的な評価とするために使用済燃料プール水温を全て均

一の温度とし，プール全体が 100℃に到達した時間を沸騰

開始としている。 

 

 

 

 

 

 

 

なお,注水等の操作時間余裕は十分に大きいことからこれら

の評価の仮定による影響は無視できる程度だと考える。 

 

上記計算式を用いて，以下の条件にて算定した。 

 

 

 なお，ａ．～ｃ．の算出においては以下の保守的な仮定と非

保守的な仮定があるが，総合的に使用済燃料プールの水面や壁

面からの放熱を考慮していないことの影響が大きいと考えら

れ，保守的な評価になっていると考えられる。 

 【保守的な仮定】 

  ・温度変化に対する比熱及び密度の計算にて最も厳しくなる

値を想定している。 

  ・使用済燃料プールの水面や壁面からの放熱を考慮していな

い。 

 

 【非保守的な仮定】 

  ・簡易的な評価とするため，プール水は全て均一の温度と仮定

し，プール全体が 100℃に到達した時間を沸騰開始として

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 なお，注水等の操作時間余裕は十分に大きいことから，これ

らの評価の仮定による影響は無視できる程度であると考える。 

 

表２ 評価に使用する値 

 

 

なお，①～③の式による算出については以下の保守的な仮定

及び非保守的な仮定に基づく評価である。 

 

 

＜保守的な仮定＞ 

 ・燃料プール水温の温度変化に対する比熱及び密度の評価に

て，時間を短く評価する最も厳しくなる値を想定している。 

 ・燃料プールの水面，壁面等からの放熱を考慮せず，崩壊熱

がすべて燃料プール水温上昇及び蒸発に寄与するものとし

ている。 

＜非保守的な仮定＞ 

 ・簡易的な評価とするために燃料プール水温をすべて均一の

温度とし，プール全体が 100℃に到達した時間を沸騰開始と

しており，燃料プール水温の非一様性を考慮していない。

なお，発熱源は燃料プール下方に位置する燃料集合体であ

り，自然対流の効果により非一様性は緩和される。 

 

 

非保守的な仮定を設定することを踏まえ，事象発生直後から

沸騰による燃料プール水位の低下が開始すると想定した場合

の評価についても実施する。 

なお，注水等の操作時間余裕は十分に大きいことからこれら

の評価の仮定による影響は無視できる程度であると考える。 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表 3 評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 号及び 7 号炉の使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場

合，使用済燃料の崩壊熱により使用済燃料プール水温が上昇

し，事象発生から約 7時間後に沸騰が開始され，蒸発により使

用済燃料プールの水位低下が始まる。この時の蒸発量は，約

19m3/h である。 

よって，使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽に必要な通常

水位から約 2.1m（10mSv/h の場合）下の位置まで低下するまで

の時間は，6 号及び 7 号炉の各号炉ともに事象発生から約 1.4

日後であり，重大事故等対策として期待する可搬型代替注水ポ

ンプ（A-2 級）を用いた燃料プール代替注水系による注水操作

の時間余裕は十分にある。 

 

＜参考＞ 

有効性評価では崩壊熱が厳しい定期検査中に全炉心燃料が

使用済燃料プールに取り出される想定であり，通常運転中の想

定は以下のとおりとなる。 

使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合，使用済燃料の

崩壊熱により使用済燃料プール水温が上昇し，約 1.3 日後に沸

騰が開始され，その後使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽に

必要な通常水位から約 2.1m（10mSv/h の場合）下の位置まで低

下するまでの時間は，事象発生から約 6.0 日後となる。このよ

うに原子炉運転中の使用済燃料プールは，原子炉停止中の使用

済燃料プールに比べてさらに長い時間余裕がある。 

(2) 算定結果 

 

 

  使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱

により使用済燃料プール温度が上昇し，約 5.1 時間後に沸騰開

始となり，蒸発により水位低下が始まる。このときの蒸発量は

約 16m３／hである。 

   

よって，使用済燃料プールの水位が放射線の遮蔽が維持され

る最低水位（通常水位より約 0.86m 下）まで低下する時間は約

11 時間後であり，可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プ

ール注水系（注水ライン）を使用した注水操作の時間余裕は十

分にある。 

 

 

＜参考＞ 

 有効性評価では崩壊熱が厳しい施設定期検査中に全炉心燃料

が取り出されている想定であり，通常運転中の想定は以下のとお

りとなる。 

 使用済燃料プール冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱によ

り使用済燃料プール温度が上昇し，約1.5日後に沸騰開始となり，

その後，放射線の遮蔽が維持される最低水位（通常水位より約

0.86m 下）まで使用済燃料プールの水位が低下するのは約 2.7 日

後となる。このように原子炉運転中の使用済燃料プールは，原子

炉停止中の使用済燃料プールに比べて更に長い時間余裕がある。 

 

表３ 評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料プールの冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱により燃

料プール水温が上昇し，事象発生から約 7.9 時間後に沸騰が開始

され，蒸発により燃料プールの水位低下が始まる。この時の蒸発

量は，約 13m3/h である。 

 

よって，燃料プール水位が放射線の遮蔽に必要な通常水位から

約 2.6m(10mSv/h の場合)下の位置まで低下するまでの時間は，事

象発生から約 1.7 日後であり，重大事故等対策として期待する燃

料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）による注水操作の

時間余裕は十分にある。 

 

 

＜参考＞ 

有効性評価では崩壊熱が厳しい定期事業者検査中に全炉心

燃料が燃料プールに取り出される想定であり，通常運転中の想

定は以下のとおりとなる。 

燃料プールの冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱により

燃料プール水温が上昇し，事象発生から約 1.1 日後に沸騰が開

始され，その後燃料プール水位が放射線の遮蔽に必要な通常水

位から約 2.6m(10mSv/h の場合)下の位置まで低下するまでの

時間は，事象発生から約 6.1 日後となる。このように原子炉運

転中の燃料プールは，原子炉停止中の燃料プールに比べてさら

に長い時間余裕がある。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表 4 通常運転中の想定※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 通常運転中の想定※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

4.1-35



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

5. 燃料取出スキーム 

(1) 算定条件 

燃料取出スキームの算定条件を下表に示す。 

 

 

(2) 燃料取出スキーム 

崩壊熱を保守的に評価するに当たり，使用済燃料プール内

に，貯蔵容量である 2,250 体の燃料が貯蔵されているとした。

そのうち施設定期検査時取出燃料は原子炉内に装荷されてい

る全燃料（764 体），それ以前の施設定期検査時に取り出された

燃料は９×９燃料（Ａ型）の平衡炉心における燃料取替体数

（168 体）ずつ取り出されたものと仮定した。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 4.1.2〕 
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添付資料 4.1.2 

 

｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率｣の評価に

ついて 

 

1. 使用済燃料の評価条件 

使用済燃料プール内のラックに燃料が全て満たされた状態を

仮定し，その時の使用済燃料を線源とする。 

評価条件を以下に示す。 

 

○線源形状：使用済燃料プール内のラックに使用済燃料が全て

満たされた状態 

○線源材質：使用済燃料及び水を考慮（密度        g/cm3） 

○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，エネルギ 18 

群（ORIGEN 群構造） 

○線源強度は，以下の条件で ORIGEN2 コードを使用して算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

・燃料照射期間：1915 日（燃焼度 50GWd/t 相当の値） 

・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型 （低 Gd） 

・濃縮度：     （wt%） 

・U 重量：燃料一体あたり       （kg） 

・停止後の期間※：10 日（実績を考慮した値を設定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 4.1.3 

 

水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率の算出につ

いて 

 

1. 使用済燃料からの線量率の計算条件 

  使用済燃料プール内のラックの全てに使用済燃料が貯蔵さ

れた状態を仮定し，その時の使用済燃料を線源とする。 

  計算条件を以下に示す。 

 

○線源形状：使用済燃料プール内のラックの全てに使用済燃料

が満たされた状態 

○線源材質：使用済燃料及び水を考慮（密度    g／cm３） 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，エネルギ 4 群とする。 

 

○線源強度：文献※１に記載のエネルギ当たりの線源強度を基

に，９×９燃料（Ａ型）の体積当たりの線源強度を式①で算

出した。 

 

 このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使用して

いる線源強度（文献値）に対する燃料照射期間は 10６時間（約

114 年）であり，東海第二発電所の燃料照射期間を十分に包

絡している。 

・燃料照射期間：10６時間 

 

 

 

・原子炉停止後の期間※２：停止後 9 日（実績を考慮した値を

設定） 

・燃料集合体当たりの熱出力：4.31MW／体（９×９燃料（Ａ

型）） 

・燃料集合体体積：約 7.2E+04cm３（９×９燃料（Ａ型）） 

※1 Blizard E.P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR 

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B,SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS,New York,London,1962” 

 

添付資料 4.1.2 

 

「水遮蔽厚に対する貯蔵中の燃料等からの線量率」の評価につい

て 

 

１．燃料集合体の評価条件 

燃料プール内の使用済燃料貯蔵ラックに燃料がすべて満た

された状態を仮定し，その時の燃料集合体を線源とする。 

評価条件を以下に示す。 

 

○線源形状 ：燃料プール内の使用済燃料貯蔵ラックに燃料

がすべて満たされた状態 

○線源材質 ：燃料集合体及び水を考慮（密度：   g/cm3） 

 ○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，エネルギ

４群とする。 

○線源強度：文献※１に記載のエネルギあたりの線源強度を基

に，９×９燃料（Ａ型）の体積あたりの線源強度を式①で

算出した。 

 

このときの線源条件は以下とする。なお，本評価で使用し

ている線源強度（文献値）に対する燃料照射期間は 10６時

間（約 114 年）であり，島根２号炉の燃料照射期間を十分

に包絡している。 

 ・燃料照射期間 ：106時間（無限照射） 

 

 

 

・停止後の期間※２ ：10 日（実績を考慮した値を設定） 

 

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃料（Ａ

型）） 

 ・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ型）） 

※１ Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR 

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B, SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, London, 1962” 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 実績を踏まえた設定

の相違。 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

 

 

 

･･･① 

4.1-37



     

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

※ 原子炉停止後 10 日とは全制御棒全挿入からの時間を示し

ている。通常停止操作において原子炉の出力は全制御棒全

挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させるが、線

源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時

に出力を低下させる保守的な評価条件となっている。 

 

 

○評価モデル：直方体線源 

線量率評価は QAD-CGGP2R コードを用いており，その評価モ

デルを図1 に示す。また，評価により求めた線源強度を表1 に

示す。 

 

 

※2 原子炉停止後 9日とは全制御棒全挿入からの時間を

示している。通常停止操作において原子炉の出力は

発電機解列以前から徐々に低下させるが，線源強度

評価は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時に

出力を低下させる保守的な条件となっている。 

 

 

○計算モデル：直方体線源 

  線量率計算はＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード（ver1.04）を用

いており，その評価モデルを第 1図に示す。また，式①で算出

した体積当たりの線源強度を第 1表に示す。 

なお，評価モデルにおいては，燃料有効長以外の構造体は評

価対象に含めていないが，実際の使用済燃料では，燃料有効長

以外の構造体（上部タイプレート等）においても，放射化等に

より線源を有している。しかしながら，燃料有効長以外の構造

体の線源強度は，10９cm－３・s－１程度と考えられ※３，燃料有効

長に比べて 1％程度と小さい。本線量評価は，使用済燃料プー

ルにおいて放射線の遮蔽が維持される水位を評価するもので

あり，放射線の遮蔽が維持される水位（通常水位から約 0.86m

下）においては，使用済燃料由来の線量率は小さく（第 7図参

照），線量率全体の 0.01％未満の寄与であるため，評価結果に

対する燃料有効長以外の構造体からの影響は十分に無視でき

る。 

※3 同等の材料組成及び中性子照射量を受けていると考え

られる制御棒中間部と同等の線源強度と仮定（第 2表

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 原子炉停止後10日とは全制御棒全挿入からの時間を示

している。通常停止操作において原子炉の出力は全制

御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下さ

せるが，線源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラム

のような瞬時に出力を低下させる保守的な評価条件と

なっている。 

 

○評価モデル：直方体線源 

線量率評価は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いてお

り，その評価モデルを図１に示す。また，評価により求めた

線源強度を表１に示す。 

なお，評価モデルにおいては，燃料棒有効長以外の構造体

は評価対象に含めていないが，実際の燃料集合体では，燃料

棒有効長以外の構造体（上部タイプレート等）においても，

放射化等により線源を有している。しかしながら，燃料棒有

効長以外の構造体の線源強度は，燃料棒有効長に比べて十分

小さいと考えられる。本線量評価は，燃料プールにおいて放

射線の遮蔽が維持される水位を評価するものであり，放射線

の遮蔽が維持される水位（通常水位から約 2.6m 下）におい

ては，燃料集合体由来の線量率は小さく（図７参照），線量

率全体の 0.1％未満の寄与であるため，評価結果に対する燃

料棒有効長以外の構造体からの影響は十分に無視できる。 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 実績を踏まえた設定

の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉では，燃

料棒有効長頂部とそれ

以外の構造物の線源強

度の比較について定性

的な考察を実施してお

り，東海第二は，燃料

有効長以外の構造体の

線源強度を制御棒中間

部と同等だと仮定して

定量的な考察を実施し

ている。なお，燃料棒

有効長以外の構造体か

らの影響は十分に無視

できるという結論に変

わりはない。 
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図１ 使用済燃料の線量率評価モデル 

 

表１ 使用済燃料の線源強度 

 

 

第 1 図 使用済燃料の線量率計算モデル 

 

 

 

第 1 表 使用済燃料の線源強度 

 

 

 

図１ 燃料集合体の線量率評価モデル 

 

 

 

表１ 燃料集合体の線源強度 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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 2. 使用済制御棒（制御棒貯蔵ラック）の計算条件 

  使用済燃料プール内の制御棒貯蔵ラックの使用済制御棒を

線源とする計算条件を以下に示す。 

○線源形状：制御棒貯蔵ラックの制御棒用スペースが全て満た

された状態 

○線源材料：水（密度 0.958g／cm３※） 

 

  ※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を設定 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線はエネルギ 18 群（ＯＲ

ＩＧＥＮ群構造）とする。 

○線源強度は，使用済制御棒を高さ方向に 3領域に分割し，使

用済制御棒上部はピンローラを，使用済制御棒中間部はアブ

ソーバ管やタイロッド等を，使用済制御棒下部は落下速度リ

ミッタを代表としてモデル化している。制御棒へ照射される

中性子フラックスは，制御棒が全挿入された状態での照射を

想定した値とした。 

照射期間については，制御棒照射量制限値（Ｂ４Ｃ型：

1.5snvt）を炉心中央の平均熱中性子フラックスで除した値

とした（435 日）。 

 

○制御棒貯蔵ラックには冷却期間が異なる使用済制御棒が貯蔵

されていることを想定し，制御棒貯蔵ラックに保管されている

使用済制御棒を 3領域毎に分割の平均線源強度を式②により

算出した。 

 

 

制御棒のタイプはＢ４Ｃ型の 1タイプ，冷却期間は 0～1サイ

クルの 2種類，全貯蔵本数は 24 本とした。 

 

○計算モデル：直方体線源 

線量率計算はＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いており，そ

の評価モデルを第 2図に示す。また，計算により求めた線源強

度を第 2表に示す。 

 

 ・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の制御

棒・破損燃料貯蔵ラッ

クは，使用済燃料ラッ

ク同様に燃料プールの

底部付近に設置されて

いるため，そこからの

線量寄与に支配的な線

源としては使用済燃料

のみを考慮している。 

･･･② 
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第 2 図 制御棒貯蔵ラックの線量率計算モデル 

 

第 2 表 制御棒貯蔵ラック内の使用済制御棒の線源強度 
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2. 使用済制御棒の評価条件 

使用済燃料プール内の使用済制御棒を線源とする評価条件を

以下に示す。 

○線源形状：使用済燃料プール内の使用済制御棒貯蔵ハンガの

全てに使用済制御棒が満たされた状態 

○線源材質：水（密度 958kg/m3※） 

 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最

小となる 100℃の値を採用 

○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線はエネルギ 18 

群（ORIGEN 群構造）とする。 

○線源強度：使用済制御棒を高さ方向に 3 領域に分割し，使用

済制御棒上部は上部ローラを，使用済制御棒中間

部はアブソーバ管やタイロッド等を，使用済制御

棒下部は下部ローラを代表としてモデル化して

いる。使用済制御棒中間部は制御棒を挿入時（照

射期間 426 日）にのみ，使用済制御棒上部は挿入

時と引き抜き時（照射期間 1278 日）の間，炉心

下部の出力ピーキングに応じた中性子が照射さ

れるものとする。また，使用済制御棒下部は使用

済制御棒上部と同じ線源強度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

また，使用済燃料プールには，タイプ別でか

つ，冷却期間の異なる使用済制御棒が混在して

貯蔵されていることを想定し，貯蔵使用済制御

棒全体の放射能を保存して平均した線源強度

を式(1)により算出した。 

 

制御棒のタイプは Hf 及び B4C の 2 タイプ，

冷却期間は 0～10 サイクルの 11 種類，全貯蔵

本数は 204 本とした。 

3. 使用済制御棒（制御棒貯蔵ハンガ）の計算条件 

  使用済燃料プール内の制御棒貯蔵ハンガの使用済制御棒を

線源とする計算条件を以下に示す。 

○線源形状：制御棒貯蔵ハンガの全てに制御棒が吊るされた状

態 

○線源材料：水（密度 0.958g／cm３※） 

 

       ※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最

小となる 100℃の値を設定 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線はエネルギ 18 群（ＯＲ

ＩＧＥＮ群構造）とする。 

○線源強度は，使用済制御棒を高さ方向に 3領域に分割し，使

用済制御棒上部はピンローラを，使用済制御棒中間部はアブ

ソーバ管やタイロッド等を，使用済制御棒下部は落下速度リ

ミッタを代表としてモデル化している。制御棒へ照射される

中性子フラックスは，制御棒が全挿入された状態での照射を

想定した値とした。照射期間については，制御棒照射量制限

値（Ｈｆ型：4snvt，Ｂ４Ｃ型：1.5snvt）を炉心中央の平均

熱中性子フラックスで除した値とした（Ｈｆ型：1,160 日，

Ｂ４Ｃ型：435 日）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○制御棒貯蔵ハンガには，タイプ別でかつ冷却期間の異なる使

用済制御棒が混在して貯蔵されていることを想定し，モデル

上で分割した3領域毎に使用済制御棒全体の放射能を保存し

た平均線源強度を式③により算出した。 

 

 

制御棒のタイプはＨｆ，Ｂ４Ｃの 2タイプ，冷却期間は 0～10

サイクルの 11種類，全貯蔵本数は 156 本とした。 

 

２．使用済制御棒の評価条件 

燃料プール内の使用済制御棒を線源とする評価条件を以下

に示す。 

○線源形状 ：燃料プール内の制御棒貯蔵ハンガのすべてに

使用済制御棒が満たされた状態 

○線源材料 ：水（密度：0.958g/㎝ 3 ※） 

 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のう

ち，最小となる 100℃の値を採用 

 ○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線はエネルギ 18

群（ＯＲＩＧＥＮ群構造）とする。 

○線源強度 ：使用済制御棒を高さ方向に３領域に分割し，

使用済制御棒上部は上部ローラを，使用済制

御棒中間部は中性子吸収材を，使用済制御棒

下部は下部ローラを代表としてモデル化し

ている。使用済制御棒中間部は制御棒を挿入

時にのみ，使用済制御棒上部は挿入時と引き

抜き時の間，中性子が照射されるものとす

る。照射期間については，制御棒挿入時に照

射される制御棒はすべてＨｆ型制御棒とし，

制御棒照射量制限値（Ｈｆ型： ）を

炉心中央の平均熱中性子フラックスで除し

た値とした。制御棒引き抜き時に照射される

制御棒はすべてＢ４Ｃ型制御棒とし，制御棒

照射量制限値（Ｂ４Ｃ型： ）を炉底

部熱中性子フラックスで除した値とした。ま

た，使用済制御棒下部は使用済制御棒上部と

同じ線源強度とする。 

また，燃料プールには，タイプ別でかつ，冷却期間の異

なる使用済制御棒が混在して貯蔵されていることを想定

し，貯蔵使用済制御棒全体の放射能を保存して平均した線

源強度を式②により算出した。 

 

 

制御棒タイプはＨｆ型，Ｂ４Ｃ型の２タイプ，冷却期間は

０～10 サイクルの 11 種類，全貯蔵本数は 144 本とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

･･･③ 
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使用済制御棒の内訳は表 2 に示すとおり，現

在（2014 年 9 月時点）貯蔵されている使用済

制御棒から貯蔵数が最大になるように毎サイ

クル B4C 型と Hf型制御棒がそれぞれ取り出さ

れることを想定した。なお，取り出す制御棒は，

今後 B4C 型制御棒の使用を計画していること，

同一照射条件における B4C 型および Hf 型制御

棒の主要核種の放射能量は取り出し後の時間

が短い場合において Hf 型制御棒の方が僅かに

大きくなること，過去に Hf 型制御棒の使用実

績があること等を踏まえ，B4C 型制御棒だけで

なく，Hf 型制御棒についても想定した。 

○評価モデル：直方体線源 

線量率評価は QAD-CGGP2R コードを用いておりその評価モデ

ルを図 2 に示す。また，評価により求めた線源強度を表 3 に示

す。 

 

 

表２ 制御棒のタイプ別，冷却期間別の貯蔵本数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○計算モデル：直方体線源 

線量率計算はＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード（ver1.04）を用

いており，その評価モデルを第 3図に示す。また，計算により

求めた線源強度を第 3表に示す。 

 

使用済制御棒の内訳は表２に示すとおり，定期検査ごと

に取り出された照射済制御棒の本数の実績を参考に，貯蔵

数が最大となるように毎サイクルＨｆ型とＢ４Ｃ型制御棒

がそれぞれ取り出されることを想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○評価モデル ：直方体線源 

線量率評価は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いておりそ

の評価モデルを図２に示す。また，評価により求めた線源強度

を表３に示す。 

 

表２ 制御棒のタイプ別，冷却期間別の貯蔵本数 

タイプ 
冷却期間 

（サイクル） 

冷却期間 

（day） 

本数 

（本） 

Ｈｆ型 

制御棒 

０ 10 ９ 

１ 506 ４ 

２ 1002 ４ 

３ 1498 ４ 

４ 1994 ４ 

５ 2490 ４ 

６ 2986 ４ 

７ 3482 ４ 

８ 3978 ４ 

９ 4474 ４ 

10 4970 ５ 

Ｂ４Ｃ型 

制御棒 

０ 10 12 

１ 506 ８ 

２ 1002 ８ 

３ 1498 ８ 

４ 1994 ８ 

５ 2490 ８ 

６ 2986 ８ 

７ 3482 ８ 

８ 3978 ８ 

９ 4474 ８ 

10 4970 10 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図２ 使用済制御棒の線量率評価モデル 

 

 

 

 

表３ 使用済制御棒の線源強度 

 

 

 

第 3 図 制御棒貯蔵ハンガの線量率計算モデル 

 

第 3 表 制御棒貯蔵ハンガの使用済制御棒の線源強度 

 

 

 

図２ 使用済制御棒の線量率評価モデル 

 

 

 

表３ 使用済制御棒の線源強度 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率評価モデルにつ

いて 

使用済制御棒は次に示すようにステンレスの使用済制御棒ハ

ンガにハンドル部を通して格納されている。評価ではこの構造

材を含めた使用済制御棒設置箇所を直方体の線源としてモデル

化している。 

 

 

 

遮蔽評価をする際，線源材料にも密度を設定することで自己

遮蔽等の評価を行う。本評価ではこちらの設定を使用済制御棒

が冠水時（①），一部露出時（②），露出時（③）のいずれにお

いても遮蔽性能の低い水として評価している。 

こちらは露出時（③）において, 使用済制御棒間等は気中で

あるが，使用済制御棒は水より密度の大きいステンレスや炭化

ホウ素（またはハフニウム）等で構成されていること，線源以

外にも使用済制御棒ハンガのような構造材があることから十分

保守的なモデルとなっている。 

 

 

冠水時（①），一部露出時（②）の状態においては使用済制御

棒等の遮蔽効果に加えて,制御棒間の隙間等の気中であった箇

所に水が入る為，遮蔽効果はさらに高まるが,評価においては露

出時（③）と同様, 水と設定して評価をすることでさらに保守

的なモデルとなっている。 

評価結果において，水位低下により使用済制御棒の露出が開

始した際の現場の線量率と,完全に露出した後の現場の線量率

にあまり差異がないことは，評価で上記に示すとおり冠水時

（①）と露出時（③）を等しく,線源を水として評価しているた

めである。 

＜参考＞ 

一例として Co60 を線源とした時のガンマ線の実効線量透過

率の 1/10 価層は水であると約 70cm であるのに対して,鉄（密

度：7.86kg/cm3）であると約 9cm となり，これらの遮蔽性能が

水と比べて大きいことが分かる。 

参考文献：アイソトープ手帳 11 版 公益社団法人日本アイソトー

プ協会 

○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率計算モデルについ

て 

 使用済制御棒は制御棒貯蔵ハンガにハンドル部を通して格

納又は制御棒貯蔵ラック内へ格納されている。評価では，これ

らの制御棒貯蔵ハンガ及び制御棒貯蔵ラックの構造材を含め

た使用済制御棒設置個所を直方体の線源としてモデル化して

いる（第 4図）。 

 

 

 遮蔽計算をする際，線源材にも密度を設定することで自己遮

蔽等の計算を行う。本評価では制御棒が①冠水時，②一部露出

時，③露出時のいずれにおいても遮蔽性能の低い水として計算

している。 

 こちらは③露出時において，制御棒間等は気中であるが，制

御棒は水より密度の大きいステンレスやＢ４Ｃ（又はＨｆ）等

で構成されていること，線源以外にも制御棒貯蔵ハンガ，制御

棒貯蔵ラックのような構造材があることから十分保守的なモ

デルとなっている。 

 

 

 ①冠水時，②一部露出時の状態においては使用済制御棒等の

遮蔽効果に加えて，制御棒間の隙間等，気中であった箇所に水

が入るため，遮蔽効果は更に高まるが，評価においては③露出

時と同様，水と設定して評価をすることで更に保守的なモデル

となっている。 

 評価結果において，水位低下により使用済制御棒露出が開始

した際の現場の線量率と，完全に露出した後の現場の線量率に

あまり差異がないことは，評価で上記に示すとおり①冠水時と

③露出時を等しく，線源が水として計算しているためである

（第 5図）。 

＜参考＞ 

一例としてＣｏ－60を線源としたときの1／10価層は水であ

ると約 70cm であるのに対して，鉄（密度：7.87g／cm３）であ

ると約 9cm となり，これらの遮蔽性能が水と比べて大きいこと

が分かる。 

参考文献：アイソトープ手帳 11 版 公益社団法人日本アイ

ソトープ協会 

○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率評価モデルについ

て 

  使用済制御棒は次に示すようにステンレスの制御棒貯蔵ハ

ンガにハンドル部を通して格納されている。評価ではこの構造

材を含めた使用済制御棒設置箇所を直方体の線源としてモデ

ル化している（図３）。本来線源が存在しない使用済制御棒間

にも線源が存在する想定をすることで，線源の体積としては約

1.9 倍となることから，実際よりも保守的なモデルとしている

（図４）。 

  遮蔽評価をする際，線源材料にも密度を設定することで自己

遮蔽等の評価を行う。本評価ではこちらの設定を使用済制御棒

が冠水時（①），一部露出時（②），露出時（③）のいずれに

おいても遮蔽性能の低い水として評価している。 

  実機体系では，露出時（③）において使用済制御棒間等は気

中であるが，使用済制御棒はステンレスや炭化ホウ素（または

ハフニウム）等で構成されるため，それらの自己遮蔽効果を期

待できる。評価モデル上はこれらを一様に水として評価してい

るが，ステンレスや炭化ホウ素等の自己遮蔽効果が高いことに

加え，線源以外にも制御棒貯蔵ハンガのような構造材があり，

それらの遮蔽効果により保守性を確保している。 

  冠水時（①），一部露出時（②）の状態においては使用済制

御棒等の遮蔽効果に加えて，制御棒間の隙間等の気中であった

箇所に水が入る為，遮蔽効果はさらに高まるが，評価において

は露出時（③）と同様，水と設定して評価をすることでさらに

保守的なモデルとなっている。 

  評価結果において，水位低下により使用済制御棒の露出が開

始した際の現場の線量率と，完全に露出した後の現場の線量率

にあまり差異がないことは，評価で上記に示すとおり冠水時

（①）と露出時（③）を等しく，線源を水として評価している

ためである（図５）。 

＜参考＞ 

  一例としてＣｏ－60を線源とした時のガンマ線の実効線量

透過率の１／10 価層は水であると約 70cm であるのに対して，

鉄（密度：7.86g/cm3）であると約９cmとなり，これらの遮蔽

性能が水と比べて大きいことが分かる。 

  参考文献：アイソトープ手帳 11 版 公益社団法人日本アイ

ソトープ協会 
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第 4 図 使用済燃料プール概要図 

 

 

 

 

 

図３ 燃料プール概要図 

 

 

図４ 使用済制御棒の線量率評価モデル 

 

 

評価点 水位の低下

使用済燃料

使用済燃料プール

評価点

評価点

制御棒
貯蔵
ラック

制
御
棒
貯
蔵
ハ
ン
ガ

事故時に操作の可能性がある作業箇所を考慮して設定した評価点（原子炉建屋原
子炉棟6階床付近）と線源との最短距離と等しい距離を線源の真上に置いたもの

水位低下時の使用済制御棒
の線源モデル方法について
以降に詳細に示す
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図５ 使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率評価モデル 
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3. 線量率の評価 

線量率は，QAD-CGGP2R コードを用いて評価している。 

 

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で近

似を行い，各点線源から評価点までの媒質の通過距離から非散乱

ガンマ線束を求める。これにビルドアップ係数を掛け，線源領域

全空間で積分した後，線量率換算係数を掛けることで評価点での

線量率を求める。 

 

 

QAD-CGGP2R コードでは，式(2)を用い，線量率を評価している。

図 3 に QAD-CGGP2R コードの評価体系を示す。 

 

 

j ：エネルギ群番号（18 群） 

i ：線源点番号 

k ：領域番号（遮蔽領域） 

Fj ：線量率換算係数 

Sij ：i 番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけされ

たエネルギ j 群の点線源強度 

Ri ：i 番目の線源点と評価点の距離 

Bij ：ビルドアップ係数 

μjk ：領域 k におけるエネルギ j 群のガンマ線に対する線吸

収係数 

tk ：領域 k をガンマ線が透過する距離 

これにより求まったエネルギ第 j 群の線量率 Dj から，全ての

線源エネルギ群について加えることによって全線量率を評価し

ている。 

 
図３ QAD-CGGP2R コードの評価体系 

4. 線量率の評価 

  線量率は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード（ver1.04）を用い

て計算している。 

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で

近似を行い，各点線源から計算点までの媒質の通過距離から非

散乱γ線束を求める。これにビルドアップ係数をかけ，線源領

域全空間で積分した後，線量率換算係数をかけることで計算点

での線量率を求める。 

   

 

ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードでは，式④を用い，線量率を計算

している。第 6図にＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの計算体系を示

す。 
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
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


 24
･･･④ 

ｊ：エネルギ群番号 

ｉ：線源点番号 

ｋ：領域番号（遮蔽領域） 

Ｆj：線量率換算係数 

Ｓij：ｉ番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけさ

れたエネルギｊ群の点線源強度 

Ｒi：ｉ番目の線源点と計算点の距離 

Ｂij：ビルドアップ係数 

μjk：領域ｋにおけるエネルギｊ群のγ線に対する線吸収係

数 

ｔk：領域ｋをγ線が透過する距離 

これにより求められたエネルギ第ｊ群の線量率Ｄj から，全て

の線源エネルギ群について加えることによって全線量率を計算

している。 

 

第 6 図 ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの計算体系 

３．線量率の評価 

  線量率は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて評価してい

る。 

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で

近似を行い，各点線源から評価点までの媒質の通過距離から非

散乱ガンマ線束を求める。これにビルドアップ係数を掛け，線

源領域全空間で積分した後，線量率換算係数を掛けることで評

価点での線量率を求める。 

 

 

ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードでは，式③を用い，線量率を評価

している。図６にＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの評価体系を示

す。 
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･･･③ 

ｊ：エネルギ群番号 

ｉ：線源点番号 

ｋ：領域番号（遮蔽領域） 

Ｆj：線量率換算係数 

Ｓij：ｉ番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけさ

れたエネルギｊ群の点線源強度 

Ｒi：ｉ番目の線源点と計算点の距離 

Ｂij：ビルドアップ係数 

μjk：領域ｋにおけるエネルギｊ群のγ線に対する線吸収係

数 

ｔk：領域ｋをγ線が透過する距離 

これにより求められたエネルギ第ｊ群の線量率Ｄj から，すべ

ての線源エネルギ群について加えることによって全線量率を評

価している。 

 

図６ ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの評価体系 
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4. 線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位に

ついて 

(1) 線量率を求める際の評価点 

線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，使用済燃料

プールの近接にある燃料プール冷却浄化系の手動弁の設置箇所

（想定事故 1では操作しない）を考慮して，原子炉建屋オペレー

ティングフロアの床付近とした。 

 

 

 

 

 

 

なお，評価では図 1及び図 2の線量率評価モデルに示すように

プール躯体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点までの距離を

入力として評価している。 

 

(2) 放射線の遮蔽が維持される水位 

 

 

想定事故 1,2 及び停止中の各有効性評価において，原子炉建屋

オペレーティングフロアでの作業時間及び作業員の退避は1時間

以内であり，必要な放射線の遮蔽の目安を 10mSv/h とすると作業

員の被ばく量は最大でも 10mSv となるため，緊急作業時における

被ばく限度の 100mSv に対して余裕のある値である。 

 

 

 

 

目安とした線量率は後述する定期検査作業時での原子炉建屋

オペレーティングフロアにおける現場線量率の実績値について

も考慮した値である。（詳細については「＜補足＞必要な遮蔽の

目安とした 10mSv/h の設定について」を参照）。 

想定事故1,2での必要な遮蔽水位は図4より柏崎刈羽原子力発

電所6号及び7号炉において約4.9mとなり，開始水位から約2.1m

が低下した水位である。 

 

 

5. 線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位

について 

(1) 線量率を求める際の評価点 

線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，可搬型

代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型ス

プレイノズル）を使用した使用済燃料プールスプレイの準備

操作における可搬型スプレイノズルの設置個所を考慮して，

原子炉建屋原子炉棟6階床付近とした。第4図に示すように，

制御棒貯蔵ハンガ線源，制御棒貯蔵ラック線源及び使用済燃

料ラック線源の各線源毎に，線源から上記評価点との最短距

離と等しい距離を線源の真上においた時の，使用済燃料プー

ル水位に応じた線量率算出結果を合計したものを第7図に示

す。 

なお，評価では第 1図及び第 2図の線量率計算モデルに示

すようにプール筐体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点

までの距離を入力として評価している。 

 

(2) 放射線の遮蔽が維持される水位 

   想定事故１，２及び運転停止中の各有効性評価における必

要な遮蔽の目安とした線量率は，10mSv／hと設定した。 

想定事故１，想定事故２及び運転停止中の各有効性評価に

おける原子炉建屋原子炉棟6階での作業時間及び作業員の退

避時間は 2.2 時間以内であり，作業員の被ばく量は最大でも

22mSv となるため，緊急作業時における被ばく限度の 100mSv

に対して余裕がある。 

   原子炉建屋原子炉棟 6階での作業は，可搬型代替注水大型

ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型スプレイノズ

ル）を使用した使用済燃料プールスプレイの準備操作におけ

る可搬型スプレイノズル及びホース敷設が想定される。 

   必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，東海第二発

電所の施設定期検査作業時での原子炉建屋原子炉棟6階にお

ける線量率を考慮した値である。 

 

   この線量率となる使用済燃料プール水位は，第 7図より，

通常水位から約 0.86m 下の位置である。 

 

なお，本評価ではバックグラウンドの線量率は考慮してい

ないが，原子炉建屋原子炉棟 6階でのバックグランドの線量

４．線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位に

ついて 

（１）線量率を求める際の評価点 

   線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，燃料プ

ールの上部にある燃料取替機台車床とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，評価では図１及び図２の線量率評価モデルに示すよう

にプール躯体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点までの距

離を入力として評価している。 

 

（２）放射線の遮蔽が維持される水位 

 

 

   想定事故１,２及び運転停止中の各有効性評価において，原

子炉建物原子炉棟４階での緊急時対策要員による作業時間並

びに現場作業員の退避は２時間以内であり，必要な放射線の

遮蔽の目安を 10mSv/h とすると作業員の被ばく量は最大でも

20mSv となるため，緊急作業時における被ばく限度の 100mSv

に対して余裕のある値である。 

 

 

 

目安とした線量率は後述する定期検査作業時での原子炉建

物原子炉棟４階における現場線量率の実績値についても考慮

した値である。（詳細については「＜補足＞必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h の設定について」を参照）。 

想定事故１,２での必要な遮蔽水位は図７より約4.8mとな

り，開始水位から約 2.6m 低下した水位である。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，水位

低下における線量率を

厳しく評価するため，

燃料プールの上部にあ

る燃料取替機台車床と

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の緊急時

対策要員による作業時

間並びに現場作業員の

退避時間を考慮した評

価結果。 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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なお，通常時であっても作業によって現場線量率が上昇するこ

とが考えられる。原子炉建屋オペレーティングフロアにおける作

業の例として，蒸気乾燥器の取り付け又は取り外し作業におい

て，平成 23 年 10 月の柏崎刈羽原子力発電所 7号炉での実績は，

約 1mSv/h（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待した場合の値を示

す，設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合は約 11mSv/h と

なる）であった。 

前述のように,設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合の線

量率は必要な遮蔽の目安（10mSv/h）を超える場合もあるが，通

常作業に対する作業員の放射線影響は，線源との離隔距離を確保

する，作業時間を短くする，遮蔽を実施するなど，過度な被ばく

をしないように運用面も含んだ対策が可能である（詳細について

は「＜補足＞必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h の設定について」

を参照）。 

 

 
     

 

図４ 放射線の遮蔽が維持される水位 

 

率の実績値は約 0.05mSv／h 未満と小さく，本評価の通常水

位時の線量率を下回っており，バックグラウンドの影響につ

いては本評価の保守性に包絡される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7図 放射線の遮蔽が維持される水位 

 

 

 

 

なお，通常時であっても作業によって現場線量率が上昇す

ることが考えられる。原子炉建物原子炉棟４階における作業

の例として，蒸気乾燥器の取り外し作業の実績は，約１mSv/h

（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待した場合の値を示す，設

置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合は約 2.6mSv/h と

なる）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 放射線の遮蔽が維持される水位 

  

島根２号炉は，過去

の作業実績を記載。 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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＜補足＞必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h の設定について 

 

①緊急作業時における被ばく限度（100mSv）と現場での作業時間

を踏まえた遮蔽水位の目安について 

 

＜原子炉建屋オペレーティングフロアでの作業時間＞ 

・有効性評価（使用済燃料プール及び停止中）において，基本

的には原子炉建屋オペレーティングフロアでのアクセス又は

現場操作に期待しておらず，また，作業を想定する場合※にお

いても１時間を超えるものはない 

 

 

 

・事象発生時に原子炉建屋オペレーティングフロアにいる一般

作業員の退避については１時間以内で実施可能である 

 

 

※想定事故１，２において燃料プール代替注水系（可搬型スプ

レイヘッダ）を使用する場合の可搬型スプレイヘッダ及びホ

ースの設置作業においても，同様に現場へのアクセス及び現

場操作を含めて 1 時間以内で実施可能である。 

また，想定事故２でサイフォンブレーク孔に期待せず，運

転員の原子炉建屋２階での隔離操作が期待出来ない場合に

おいては原子炉建屋オペレーティングフロアにある弁を操

作することとなるが，その際でも現場へのアクセス及び現場

操作を含めて１時間以内で実施可能である。 

 

 

 

 

 

以上より，原子炉建屋オペレーティングフロアでの作業時間及

び作業員の退避は 1時間以内であり，必要な放射線の遮蔽の目安

を 10mSv/h とすると作業員の被ばく量は最大でも 10mSv となる

ため，緊急作業時における被ばく限度の 100 mSv に対して余裕の

ある値である。 

 

②定期検査作業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにお

 ＜補足＞必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h の設定について 

 

①緊急作業時における被ばく限度（100mSv）と現場での作業時間

を踏まえた遮蔽水位の目安について 

 

＜原子炉建物原子炉棟４階での作業時間＞ 

・想定事故１，２において燃料プールスプレイ系（可搬型スプ

レイノズル）を使用する場合の可搬型スプレイノズル及びホ

ースの設置作業は，現場へのアクセス及び現場操作を含めて

２時間以内で実施可能である。また，原子炉運転停止中にお

ける燃料損傷防止対策の有効性評価においては，原子炉建物

原子炉棟４階でのアクセス又は現場操作に期待していない。 

・事象発生時に原子炉建物原子炉棟４階にいる現場作業員の退

避については２時間以内で実施可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，原子炉建物原子炉棟４階での緊急時対策要員によ

る作業時間並びに現場作業員の退避は２時間以内であり，必要

な放射線の遮蔽の目安を10mSv/hとすると作業員の被ばく量は

最大でも 20mSv となるため，緊急作業時における被ばく限度の

100mSv に対して余裕のある値である。 

 

②定期検査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における現場線

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，原子

炉建物原子炉棟４階で

の作業を実施する燃料

プールスプレイ系（可

搬型スプレイノズル）

を有効性評価で期待し

ている。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・設備設計及び評価条

件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は耐震性

が確保され，故障及び

人的過誤の余地のない

サイフォンブレイク配

管の効果に期待してお

り，運転員による隔離

操作等を期待しない。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の緊急時

対策要員による作業時

間並びに現場作業員の

退避時間を考慮した評
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ける現場線量率の実績値 

通常時であっても作業によって現場線量率が上昇することが

考えられる。原子炉建屋オペレーティングフロアにおける作業の

例として，蒸気乾燥器の取り付け又は取り外し作業では，平成 23 

年 10 月の柏崎刈羽原子力発電所 7 号炉の実績で約 11mSv/h（設

置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合の測定点）及び約

1mSv/h（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待する場合の測定点）で

あった。なお，蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率

の測定点は図 5 に示す。 

遮蔽に期待できない測定点での線量率は必要な遮蔽の目安

（10mSv/h）を超えるものであるが，通常作業に対する作業員の

放射線影響は，線源との離隔距離を確保する，作業時間を短くす

る，遮蔽を実施するなど，過度な被ばくをしないように運用面も

含んだ対策が可能である。 

③蒸気乾燥器移動時に重大事故等が発生した場合の蒸気乾燥器

からの影響について 

蒸気乾燥器移動時の事故発生を想定した際，原子炉ウェル又は

D/S ピット廻りの空間線量率は，②の遮蔽に期待できない測定点

で示すように事象初期から遮蔽の目安（10mSv/h）を超える場合

もある。ただし，有効性評価での重大事故等対策において，移動

中の蒸気乾燥器近傍での作業はなく，重大事故等対策を実施する

現場操作場所での空間線量率が必要な遮蔽の目安（10mSv/h）を

超えることはない。 

なお，作業員の退避についても同様である。 

量率の実績値 

  通常時であっても作業によって現場線量率が上昇すること

が考えられる。原子炉建物原子炉棟４階における作業の例とし

て，蒸気乾燥器の取り外し作業の実績は約 2.6mSv/h（設置する

遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合の測定点）及び約１mSv/h

（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待する場合の測定点）であっ

た。なお，蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率の

測定点は図８に示す。 

③蒸気乾燥器移動時に重大事故等が発生した場合の蒸気乾燥器

からの影響について 

  蒸気乾燥器移動時の事故発生を想定した際，原子炉ウェル又

はＤＳＰ廻りの空間線量率は，②の遮蔽に期待できない測定点

で示すように遮蔽の目安（10mSv/h）を超えることはないが，

仮に②の遮蔽に期待できない測定点での空間線量率が遮蔽の

目安（10mSv/h）を超える場合であっても，有効性評価での重

大事故等対策において，移動中の蒸気乾燥器近傍での作業はな

く，重大事故等対策を実施する現場操作場所での空間線量率が

必要な遮蔽の目安（10mSv/h）を超えることはない。 

  なお，作業員の退避についても同様である。 

価結果。 

・実績値の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 
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図５ 蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率の測定 

図８ 蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率の測定点 
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添付資料 4.1.3 

安定状態について 

想定事故 1（使用済燃料プールの冷却機能喪失及び注水機能喪失）

の安定状態については以下のとおり。 

使用済燃料プール安定状態：事象発生後，設計基準事故対処設

備及び重大事故等対処設備を用い

た使用済燃料プールへの注水によ

り，使用済燃料プール水位を回復・

維持することで，燃料の冠水，放射

線遮蔽及び未臨界が維持され，使用

済燃料プールの保有水の水温が安

定し，かつ，必要な要員の不足や資

源の枯渇等のあらかじめ想定され

る事象悪化のおそれがない場合，安

定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

使用済燃料プールの安定状態の確立について 

燃料プール代替注水系を用いた使用済燃料プールへの注水を

実施することで，使用済燃料プール水位が回復，維持され，使

用済燃料プールの安定状態が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員が確保可能であり，ま

た，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プール代替注水系による使用済燃料プールへの注

水を継続し，残留熱除去系又は燃料プール冷却浄化系を復旧し，

復旧後は復水補給水系等によりスキマサージタンクへの補給を

実施する。使用済燃料プールの保有水を残留熱除去系等により

冷却することによって，安定状態後の状態維持のための冷却が

可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙 1 参照） 

添付資料 4.1.4 

安定状態について（想定事故１） 

想定事故１（使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪

失）の安定状態については以下のとおり。 

使用済燃料プール安定状態：事象発生後，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備を用いた

使用済燃料プールへの注水によ

り，使用済燃料プール水位を回

復・維持することで，燃料の冠水，

放射線遮蔽及び未臨界が維持さ

れ，使用済燃料プールの保有水の

温度が安定し，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらか

じめ想定される事象悪化のおそ

れがない場合，安定状態が確立さ

れたものとする。 

【安定状態の確立について】 

使用済燃料プールの安定状態の確立について 

可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注

水ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水を実施するこ

とで，使用済燃料プール水位は回復，維持され，使用済燃料プ

ールの安定状態が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水

系（注水ライン）で使用した使用済燃料プールへの注水を継続

し，残留熱除去系等を復旧し，復旧後は補給水系統等によりス

キマサージタンクへの補給を実施する。使用済燃料プールの保

有水を残留熱除去系等により冷却することによって，安定状態

後の状態維持のための冷却が可能となる。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1） 

添付資料 4.1.3 

安定状態について（想定事故１） 

想定事故１（燃料プールの冷却機能喪失及び注水機能喪失）の安

定状態については以下のとおり。 

燃料プール安定状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた燃料プール

への注水により，燃料プール水位を回

復・維持することで，燃料の冠水，放射

線遮蔽及び未臨界が維持され，燃料プー

ルの保有水の水温が安定し，かつ，必要

な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじ

め想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

燃料プールの安定状態の確立について 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）を用いた燃

料プールへの注水を実施することで，燃料プール水位が維持さ

れ，燃料プールの安定状態が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員が確保可能であり，ま

た，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）によ

る燃料プールへの注水を継続し，残留熱除去系又は燃料プール

冷却系を復旧し，復旧後は復水輸送系等によりスキマサージタ

ンクへの補給を実施する。燃料プールの保有水を残留熱除去系

等により冷却することによって，安定状態後の状態維持のため

の冷却が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料

プール水は事象発生約

7.9 時間で沸騰するが，

燃料プールスプレイ系

（可搬型スプレイノズ

ル）は事象発生３時間

10 分後までには注水準

備が完了するため，水

位低下することなく維

持される。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 4.1.4 

柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉使用済燃料プール水沸騰・喪失時の未

臨界性評価 

柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉の使用済燃料プールでは，ボロン添

加ステンレス鋼製ラックセルに燃料が貯蔵されている。使用済燃

料プールには，通常は限られた体数の新燃料と使用済燃料が貯蔵

されるが，臨界設計については新燃料及びいかなる燃焼度の燃料

を貯蔵しても十分安全側の評価を得るように，炉心装荷時の無限

増倍率として 1.30 を仮定している。また，プール水温，ラック

製造公差，ボロン添加率及びラックセル内燃料配置それぞれにつ

いて最も結果が厳しくなる状態で評価している。 

仮に使用済燃料プール水が沸騰や喪失した状態及び燃料プー

ル代替注水系によるスプレイが作動する状態を想定し，使用済燃

料プールの水密度が減少した場合を考えると，ラックセル内で中

性子を減速する効果が減少し，実効増倍率を低下させる効果があ

る。一方，ラックセル間では水及びラックセルによる中性子を吸

収する効果が減少するため，隣接ラックへの中性子の流れ込みが

強くなり，実効増倍率を増加させる効果が生じる。 

低水密度状態を想定した場合の使用済燃料プールの実効増倍

率は上記の 2つの効果のバランスにより決定されるため，ラック

の材質・ピッチの組み合わせによっては通常の冠水状態と比較し

て臨界評価結果が厳しくなる可能性がある。 

そこで，柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉の使用済燃料プールにおい

て水密度を 1.0～0.0g/cm3 と変化させて実効増倍率を評価した

ところ，中性子の強吸収体であるラックセル中のボロンの効果に

より，実効増倍率を増加させる効果である隣接ラックへの中性子

の流れ込みが抑制されることから，水密度の減少に伴い実効増倍

率は単調に減少する結果が得られた。このため，水密度が減少す

る事象が生じた場合でも未臨界は維持されることを確認した。 

なお，解析には米国オークリッジ国立研究所（ORNL）により米

添付資料 4.1.5 

使用済燃料プール水沸騰・喪失時の未臨界性評価 

東海第二発電所の使用済燃料プールでは，ボロン添加ステン

レス鋼製ラックセルに燃料を貯蔵する。使用済燃料プールに

は，通常は限られた体数の新燃料と照射済燃料を貯蔵するが，

臨界設計では，新燃料及びいかなる燃焼度の照射済燃料を貯蔵

しても十分安全側の評価を得るように，炉心装荷時の無限増倍

率（k∞）が 1.30 となる燃料を用いて評価している。また，使

用済燃料プール水温，ラック製造公差，ボロン添加率，ラック

セル内燃料配置それぞれについて最も結果が厳しくなる状態

で評価している。 

未臨界性評価の基本計算条件を第 1表に，計算体系を第 1図

に示す。 

仮に使用済燃料プール水が沸騰又は喪失状態となった場合

には，使用済燃料プールの水密度が減少することにより，ラッ

クセル内で中性子を減速する効果が減少し，実効増倍率を低下

させる効果が生じる。一方，ラックセル間では水及びラックセ

ルによる中性子を吸収する効果が減少するため，隣接ラックへ

の中性子の流れ込みが強くなり，実効増倍率を増加させる効果

が生じる。 

低水密度状態を想定した場合の使用済燃料プールの実効増

倍率は上記の 2つの効果のバランスにより決定されるため，ラ

ックの材質・ピッチの組合せによっては通常の冠水状態と比較

して未臨界性評価結果が厳しくなる可能性がある。 

そこで，東海第二発電所の使用済燃料プールにおいて水密度

を一様に 0.0～1.0g／cm３と変化させて実効増倍率を計算した

ところ，中性子の強吸収体であるラックセル中のボロンの効果

により，実効増倍率を増加させる効果がある隣接ラックへの中

性子流れ込みが抑制されることから，第 2図に示すとおり，水

密度の減少に伴い実効増倍率は単調に減少する結果が得られ

た。このため，水密度が減少する事象が生じた場合でも未臨界

は維持されることとなる。 

なお，解析には，米国オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）

添付資料 4.1.4 

燃料プール水沸騰・喪失時の未臨界性評価 

島根原子力発電所２号炉の燃料プールでは，ボロン添加ステン

レス鋼製ラックセルに燃料が貯蔵されている。燃料プールには，

通常は限られた体数の新燃料と使用済燃料が貯蔵されるが，臨界

設計については新燃料及びいかなる燃焼度の燃料を貯蔵しても

十分安全側の評価を得るように，炉心装荷時の無限増倍率として

1.30（ウラン燃料の場合），1.23（ＭＯＸ燃料の場合）を仮定し

ている。また，プール水温，ラック製造公差，ボロン添加率及び

ラックセル内燃料配置それぞれについて最も結果が厳しくなる

状態で評価している。 

未臨界性評価の基本計算条件を表１に，ラック形状が確保され

た状態を前提とした計算体系を図１に示す。 

 仮に燃料プール水が沸騰や喪失した状態を想定し，燃料プール

の水密度が減少した場合を考えると，ラックセル内で中性子を減

速する効果が減少し，実効増倍率を低下させる効果がある。一方，

ラックセル間では水及びラックセルによる中性子を吸収する効

果が減少するため，隣接ラックへの中性子の流れ込みが強くな

り，実効増倍率を増加させる効果が生じる。 

 低水密度状態を想定した場合の燃料プールの実効増倍率は上

記の２つの効果のバランスにより決定されるため，ラックの材

質・ピッチの組み合わせによっては通常の冠水状態と比較して臨

界評価結果が厳しくなる可能性がある。 

 そこで，島根原子力発電所２号炉の燃料プールにおいて水密度

を 1.0～0.0g/cm3と変化させて実効増倍率を評価したところ，中

性子の強吸収体であるラックセル中のボロンの効果により，実効

増倍率を増加させる効果である隣接ラックへの中性子の流れ込

みが抑制されることから，水密度の減少に伴い実効増倍率は単調

に減少する結果が得られた。このため，水密度が減少する事象が

生じた場合でも未臨界は維持されることを確認した。解析結果を

図２及び図３に示す。 

なお，解析には米国オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）によ

・解析条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，MOX

燃料適用プラントであ

るため。 

・資料構成の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，計算

条件を記載している。 
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国原子力規制委員会（NRC）の原子力関連許認可評価用に作成さ

れた 3 次元多群輸送評価コードであり，米国内及び日本国内の臨

界安全評価に広く使用されている SCALE システムを用いた。 

が米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）の原子力関連許認可評価用

として作成したモンテカルロ法に基づく３次元多群輸送計算

コードであり，米国内及び日本国内の臨界安全評価に広く使用

されているＳＣＡＬＥシステムを用いた。 

第 1表 未臨界性評価の基本計算条件 

り米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）の原子力関連許認可評価用に

作成された３次元多群輸送評価コードであり，米国内及び日本国

内の臨界安全評価に広く使用されているＳＣＡＬＥシステムを

用いた。 

表１ 未臨界性評価の基本計算条件 

※１ 未臨界性評価用燃料集合体（k∞=1.30 未燃焼組成，Gdなし） 

※２ 未臨界性評価用燃料集合体（k∞=1.23 未燃焼組成，Gdなし） 

※３ ボロン濃度の解析使用値は，製造公差下限値とする。

・解析条件の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，MOX

燃料適用プラントであ

るため。 
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柏崎刈羽 6号炉 角管型ラックの評価体系 

 

柏崎刈羽 6号炉 格子型ラックの評価体系 

 

柏崎刈羽 7号炉 角管型ラックの評価体系 

 

 

 
第 1 図 角管型ラックの計算体系 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 実効増倍率の水密度依存性 

 

 

 

図１ 燃料貯蔵ラックの計算体系 

 

 

 

図２ 実効増倍率の水密度依存性（ウラン燃料） 
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実効倍率の水密度依存性 （6号炉） 

 

 

 

 

 

実効倍率の水密度依存性 （7号炉） 

 

 

  

 

図３ 実効増倍率の水密度依存性（ＭＯＸ燃料） 
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表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に

与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
想
定
事
故

1
）（

1
/
2）

 

 

第
2表

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（

1／
2）

  

表
２
 
運
転
員
等
操
作
時

間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
想
定
事
故
１
）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1-63



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
表
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運
転
員
等
操
作
時
間
に

与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
想
定
事
故

1
）（

2
/
2）

 

 

第
2表

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（

2／
2）
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料4.1.6〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

7日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
１
）

 

 

添付資料 4.1.10 

 

7 日間における水源の対応について 

（想定事故１） 

 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・西側淡水貯水設備：約 4,300m３ 

 

2. 水使用パターン 

① 可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替燃料プール注水

系（注水ライン）による使用済燃料プールへの注水 

事象発生 8時間以降から，西側淡水貯水設備を水源とした

可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注

水ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水を実施す

る。 

水位回復後は，蒸発量に相当する流量で注水する。 

 

3. 時間評価 

使用済燃料プールへの注水によって，西側淡水貯水設備の水

量は減少する。 

この間の西側淡水貯水設備の使用水量は合計約 2,120m３であ

る。 

 

4. 水源評価結果 

時間評価の結果から，7日間の対応において合計約 2,120m３

の水が必要となるが，西側淡水貯水設備に約 4,300m３の水を保

有することから必要水量を確保している。このため，安定して

冷却を継続することが可能である。 

 

7日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
１
）
 
 

 

・評価結果の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料4.1.7〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

7日
間
に
お
け
る
燃
料
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
１
）

 

 

添付資料 4.1.11 

 

7 日間における燃料の対応について 

（想定事故１） 

 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

 
 

添付資料4.1.7 

 

7日間における燃料の対応について（想定事故１） 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

・評価結果の相違 

【柏崎6/7，東海第二】 
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